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ま え が き

我が国に於ける今後の大きな社会問題の一つとして高齢者の増加に伴う医療費の増大

があり、健康な高齢者及び生活習慣病予防という視点から「食と健康」問題が注目され

ています。

一方、水産基本法の基本理念として「健全な食生活等の基礎としての水産物」と明記

されていますが、その具体的根拠は充分に示されてはいません。

本調査研究の目的は、まず、実際に私たちがどのように水産物を入手し、調理・保存

し、食べ、生活しているか、そしてこれら水産物の摂食が食事全体、栄養、心身の健康、

ライフスタイル、生活の質とどう関連しているかについて実態を明らかにし、評価する

ことです。次に、その経過を踏まえて、課題解決や向上のためにどのような食育や食環

境づくりが必要かについて、具体案を作成し、水産物摂食の重要性を明らかにし、「魚食

普及」の一助とすることです。

本事業は平成15年度からの３ヵ年間の調査研究事業をとりまとめたもので、関係各位

の参考にしていただければ幸いです。

なお、この事業の実施に際し、座長の女子栄養大学名誉教授　足立己幸教授をはじめ、

委員および調査員としてご協力いただいた各位、並びに種々ご協力いただいた皆様方に

厚くお礼申しあげます。

財団法人　東京水産振興会

会　長　　久保田　　亨
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座長　足立己幸（女子栄養大学大学院）

１．研究目的

水産基本法の基本理念として「健全な食生活等の基礎としての水産物」と明記されているが、その具

体的な根拠は十分に示されていない。日本人にとって、日常的に魚を食べることは望ましいことか、に

ついて生活者サイドから明らかにし、その結果をふまえて食育の必要性や可能性について具体的に明ら

かにすることをねらい、人間の食についてライフスタイルや環境とのかかわりを重視する食生態学の視

野・視点を活用し、以下の研究が行われた。

（1）人びとは日常的に魚等をどのように入手し、調理・保存し、食べ、生活しているか。（知識､態度、

行動等の各レベルとそれらの関連を含む）

（2）魚等摂食は食事全体、栄養、心身の健康、ライフスタイル、生活の質とどう関連しているか。

（3）魚等摂食を推進する要因は何か。（個人、家族、集団、地域の各レベルとの関連を含み、各レベル

でのフード・アクセシビリティを明らかにする）

（4）具体的な生活圏における魚類の生産・流通状況からのフード・アベイラビリティと消費側からのフ

ードアクセシビリティ。

（5）魚等と関連する食情報のアベイラビリティとアクセシビリティの関係。

（6）これらを総括して、どのような食教育（食育）や食環境づくりが必要かを検討する枠組みを構築する。

２．研究チームと分担
（総括・座長）

足立　己幸　　　女子栄養大学大学院 栄養学研究科長　教授

（健康面）

坪野　吉孝　　　国立大学法人　東北大学大学院法学研究科 公共政策大学院　教授

桑野　　理　　　修紅短期大学 食物栄養学科　助教授

（食行動面）

針谷　順子　　　国立大学法人　高知大学 教育学部　教授

本田　真美　　　就実短期大学 幼児教育保育学科　教授

（食品成分機能面）

竹内　昌昭　　　東京農業大学 応用生物科学部　客員教授

国崎　直道　　　女子栄養大学 栄養学部　教授

西塔　正孝　　　女子栄養大学 栄養学部　専任講師

（食環境面）

村山　伸子　　　新潟医療福祉大学 医療技術学部　教授

（事務局）

衛藤　久美　　　女子栄養大学栄養科学研究所 客員研究員

安部　悦子　　　NPO法人食生態学実践フォーラム 客員研究員

（平成18年３月31日現在）
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Ｉ．研究の概要



３．方法・スケジュール

研究開始段階での研究スケジュール案に基づき、研究チーム全員による全体討論と各分担の研究とを

くりかえし重ねる形で実施した。分担ごとのスケジュールは表１のとおりである。

４．研究結果

本報告書の各分担の研究成果により、日本人にとって、日常的に水産物（魚等）を食べることは健全

な食生活、健康や生活の質の向上ひいては、食環境や地域の質の向上に密接な関連があり、これらを良

好な方向に進める要因となっており、今後もその可能性が高いことが明らかになった。ここで“日常的

に魚等を食べる”とは、魚等の摂食頻度でいえば１週間に３～４回以上、摂取重量でいえば成人１日90

～120グラム程度（目安として60グラム程度の魚等を主材料にした主菜料理、プラス魚等が入っている

料理いろいろ）である。

この結果は、水産基本法（平成13年）の基本理念として「・・・健全な食生活等の基礎としての水産

物・・・」の事項について、ライフスタイルや環境とのかかわりを重視して人間の食の営みを明らかに

し、より質の高い食生活実践の方策を検討することを目的とする食生態学から、科学的な根拠を提出す

ることになる。

また、本研究の実施期間中に施行された食育基本法や食育推進基本計画で、現在の食をめぐる問題点

として、栄養バランスの偏った食事や不規則な食事の増加、「食」を大切にする心の欠如、伝統ある食

文化の喪失等の各面を上げ、それらの改善のために“様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」

を選択する力を習得し、健全な食生活を実践できる人間を育てる食育を推進すること”が謳われた。本

研究成果は、ここでねらう食育推進について「魚等を日常的に食べること」が必要であり、かつ有用で

あることについて科学的根拠を示すことになる。そして、それぞれの目的や学習ニーズに対応した食育
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表１　研究班全体の研究スケジュールと報告書
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プログラム形成・実施・評価の基本マニュアルの事例を提供することになる。

食育の視点で重要なことのもう１つは、魚類摂食と主要疾患との関連の総合的データー並びに魚の部

位別栄養成分の一覧表を含め、本研究成果が浮き彫りにする「食物としての魚（類）の全体像」の具体

的な提供である。食物を各部位に細分して評価し、選択、摂食する方向へ進みがちだった日本人の“魚”

観への魚らしさの復権といって、過言ではあるまい。言い方を変えれば“丸ごとの魚”観形成のための

具体的な教材の提案である。

一方、本研究の方法論のベースである食生態学研究にとって重要な、「食環境とのかかわりで日常的

な食行動・食生活の全体像」を具体的に描き、その全体像の中で課題抽出や課題解決の方法を検討する

ための具体的な事例を作成した点も見落せない。地域、世帯、個人の各レベルでのフードアベイラビリ

テイとフードアクセシビリテイの両面からの検討が、地域の特性把握にも重要であることも示された。

これらを含めて、関連研究や実践プログラム形成の方法論の検討において質の高い討論に貢献すること

が予想される。

研究１　児童の魚摂食行動とその要因、それらの構造に関する研究

地域で生活する人間と魚の多様な関係の全体像を「魚料理を食べる」行動とその要因である態度、ラ

イフスタイルや環境とのかかわりを中心に総合的、構造的に明らかにすることを目的とした。小学校高

学年生について、魚料理を日常的に食べる児童が37％強であり、この児童たちは食生活、生活の各面で

積極的、良好な児童が多く、とりわけ魚の生態や自然環境への興味・関心が高く、家族との食行動の共

有が高く、食生活への満足度も高いことが明らかになった。

（1）魚料理を毎日食べる（5.6％）と週３～４回以上食べる（31.8％）をあわせて37.5％の児童が“日常

的に魚料理を食べていた（以下、魚摂食多群）。一方、食べない（0.9％）と月に１～２回（12.6％）

をあわせて13.5％が魚料理を日常的に食べない（以下、魚摂食少群）児童であった。

地区別に見ると漁村地区が非漁村地区に比べて多群がやや高率であり、地域別には、高知地域が最高

率であり、宮城、新潟、岡山、北海道、埼玉の順であった。

（2）魚摂食多群は少群に比べて、次に示す魚摂食に関する諸行動や態度、食生活に関する諸行動や態度、

環境に関する行動や態度、食からの生活の質（QOL）の全般にわたって、積極的または良好な回答者

率が高かった。

魚摂食面に関しては、食行動面（給食で魚料理をいつも残さず食べる、魚売り場に週に１回以上行

く、魚の学習をした、魚について家族と話す、家族は魚を食べると喜ぶ）、食態度面（魚料理が好き、

魚をもっと食べたいと思う、魚をもっと食べる自信がかなりある、魚を食べることはとても大切なこ

図１　小学生の魚の摂食頻度



4

とであると思う等の食べるに関する態度。魚釣りや魚のつかみ取りへの興味・関心がある、魚料理の

作り方や食べ方に興味・関心がとてもある等の作るに関する態度。魚や魚の食べ方について知りたい、

魚の栄養や健康への働きについて興味・関心がある等の学習に関する態度。さらに、海や川での魚の

生活や環境への興味・関心がある等の魚の生態に関する態度）で魚摂食多群の積極的な回答が多かっ

た。

また、食生活、生活、環境全般については、行動面（食事のことで実行していることがある、朝食

を大人といっしょに毎日食べている、夕食を大人といっしょに週に４～５日以上食べている）、態度

面（食べものの大切さを考える、自然環境を守ることの大切さを考える、健康について考える、さら

に、食事はいつもまたはだいたい楽しい）で魚摂食多群の積極的な回答者率が高かった。

（3）魚を日常的に食べる行動とそれを進める要因の構造

回答を統計解析（重回帰分析、パス解析）した結果、魚摂食多群は少群に比較し、魚を日常的に食

べる行動に進む経路はほぼ同じであるが、関連する要因間の関係（経路）が多様であり、魚摂食を進

める可能性が多様であることが明らかになった。主要な点を次のように表現することができる（原図

はp24）。

１）魚を日常的に食べる行動への経路が極めて多様である。

２）魚を日常的に食べる行動を高めることに直接関わる要因として、①“自分のからだやこころのよ

うすをふりかえって、健康について考えることがありますか”の問いへの回答で“よく考える”

（図中、健康観が豊か）、②“魚料理はすきですか”（同、魚が好き）、“魚をもっと食べたいと思い

ますか”（同、魚を食べる関心が高い）、“魚をもっと食べることを自分はできるという自信があり

ますか”（同、魚を食べる自信がある）等、魚を食べる態度、そして③“朝食や夕食を家族の大人

といっしょに食べることがどのくらいありますか”（同、共食が多い）、“あなたは魚について家族

と話をすることが、どのくらいありますか”（同、会話が多い）等、食行動の家族との共有がつな

がってきた。（ここまでの関連は、一部緩やかな項目もあるが少群に共通して関連が認められた。）

３）多群はさらに次の関連が認められた。④“あなたは家族と魚料理を作ることがありますか”（同、

魚の調理）、⑤“海や川での魚の生活や環境について興味や関心がありますか”（同、魚の生態への

関心が高い）が加わっている。

４）これら①から⑤の要因の形成に関わる次の要因の強い関連も確認された。健康観が豊かや魚を食

べる態度をすすめる食物観が豊か（“あなたは食べ物の大切さについて考えることがよくあります

か”の問いに対し“よく考える”の回答）ならびに魚の生態への関心や魚を食べる態度をすすめる、

自然環境観が豊か（“あなたは自然環境を守ることの大切さについて考えることがよくありますか”

の問いに対し、“よく考える”）であった。

５）この図で、食行動の家族との共有が、魚を日常的に食べる行動を高め、かつ、魚を食べる態度を

高めること、さらに食生活へ満足（“あなたにとって、食事は楽しいですか”の問いに、“いつも楽

しい”）の回答につながっていた。

以上の結果をふまえて、魚を日常的に食べる行動を進めるための食育プログラムとして、多様なアプ

ローチが可能であることが明らかになった。基本的に次の４つのタイプに整理することができよう。魚

を食べる態度への興味・関心を高めるアプローチ、魚生産・流通への興味・関心を高めるアプローチ、

食行動の家族との共有への興味・関心を高めるアプローチ、食物観や自然環境観を豊かにするアプロー
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チ、これら全体の関係性（まさに人間と魚をめぐる関係の全体像）をダイナミックに育てるアプローチ

である。

研究２　魚料理の類型化とポーションサイズに関する研究

魚料理は多種多様な食材を多種多様な調理法で仕上げ、食事に供されてきたためか、名称をそのまま

にして（一部の地方語も）、その区分原理は食材または調理法が主であり、一部の特定な栄養成分含有

量が使われてきた。本研究では、著者らが料理選択型栄養・食教育の枠組み構築の一環として開発して

きた「主食・主菜・副菜の各主材料と調理法のマトリックス」を主軸とする料理マトリックスをベース

にして検討した。また、ポーションサイズについては、実際に日常的に食べられている各料理のサイズ

図２　「魚摂食をすすめる要因とその構造」（魚摂食頻度別因果モデル）
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の実態を分析し、かつ、魚料理を含む食事単位および、１日単位の摂取栄養素量とそのバランスを用い

た栄養素構成の評価をした上で、ポーションサイズの提案をした。これは現行の「食生活指針」の教育

ツールとして全国的に使用されている「食事バランスガイド」のポーションサイズの算定基礎と同じ

（足立、針谷はその原案作成者）なので、本研究のデーターをそのまま、合流して使用可能となる。

（1）１日に摂食した全料理等について材料や調理法を秤量、記録した592人分の食事記録（10歳から70

歳代まで）を分析し、魚料理の摂食状況を把握した。作成した料理マトリックスで分類した結果、魚

料理は全料理の12.3％を占め、うち夕食で43.7％、昼食で38.3％が食されていた。主菜料理が40.6％

で一番多く、主食19.7％、副菜16.5％の割合であった。材料の魚種はサケ、マグロ、カツオ、イワシ

の順であった。魚の主菜料理における調理法は焼く42.7％、油を使った加熱（揚げ物や炒め物）

18.5％、汁の少ない煮物14.0％、生そのまま13.1％の順であった。１料理あたりほぼ40グラム、１日

あたり63グラムで、国民健康・栄養調査結果の全国平均に比べ少ないが、たんぱく質の摂取量は少な

くなかった。

（2）新潟、岡山、高知県内居住のヘルスメイト200名の協力を得て、魚料理のポーションサイズについ

て日常料理での確認を行い、前項の結果と同様に１料理あたりほぼ60グラムであること、１日の魚摂

取量はほぼ90グラム（主菜の60グラムに他の複数の料理の材料分が合算される）であるとき、１日全

体の栄養素構成、食品群の組み合わせ、主食・主菜・副菜の組みあわせがいずれも良好である可能性

が高いこと、食生活指針の10項目を指標にした食行動・食態度・食知識の得点が高いこと等から、健

康づくりのために望ましいポーションサイズとして活用が可能であることが示された。

研究３　食環境、特に魚のフードアベイラビリテイとその評価指標に関する研究

かつては“浜の人々は子どものころから魚をたっぷり食べて育ってきた。そばにたくさんあるか

ら・・・”といわれていたが、近年は必ずしもそうでなくなった。漁村地域で魚の摂取量が少ないとい

う報告もある。住民の魚摂食量や摂食パターンに影響しているのは、個人の知識・態度だけでなく世帯

や地域の条件が多様に関わっている。しかし関わる要因やその構造は必ずしも明らかにされていない。

地域の魚の生産や流通量等を中心とするフードアベイラビリテイ、世帯が魚を入手する力や条件を中心

とするフードアクセシビリテイ、個人のフードアクセシビリテイ他の関係性を具体的に知ることなしに、

魚摂食行動の改変も期待できない。そのための適切な指標等も必要である。本研究は食生態学研究のキ

ーワードの１つである「食環境と食行動とのかかわり」（概念図）を基礎に以下の研究を行なった。

目的は①地域レベルでの食環境指標案の作成、②地域レベルでの食環境要因と、世帯レベル、個人レ

ベルの食生活との関係を明らかにすることとし、次の結果を得た。

（1）食環境指標のレビューをおこない、地域の水産物のアベイラビリティの指標として販売の有無＝店

の数をとりあげた。

（2）小学校区の水産物販売店の商品や販売形態を観察し、地域の水産物のアベイラビリティを把握した。

（3）個人レベルでの水産物の摂食頻度に対して、地域レベルの水産物のアベイラビリティ、世帯レベル

の水産物および水産物情報のアクセシビリティ、個人レベルの知識・態度の要因を検討したところ、

以下のことが明らかとなった。

１）地域の水産物のアベイラビリティの高い地域と低い地域で比較をした結果、世帯の水産物のアク

セシビリティ、個人の水産物の摂食頻度、知識等には差が見られなかった。このことから、水産物



7

のアベイラビリティは直接的に世帯の水産物のアクセシビリティや個人の摂食に関わる要因や摂食

頻度へ影響するわけではないことが示唆された。

２）水産物の摂食頻度を従属変数として、地域の水産物のアベイラビリティ、世帯の水産物情報のア

クセシビリティ、個人の知識・態度を独立変数として重回帰分析をおこなった結果、個人の摂食頻

度に対して、地域の水産物のアベイラビリティは直接関係しておらず、また世帯での水産物のアク

セシビリティは「新鮮な魚介」の摂食頻度にのみ関係していた（「水産物」全体では関係していな

かった）。むしろ、水産物の摂食頻度には、個人の関心、嗜好、自己効力感などが関係していた。

このことから、個人の摂食頻度に影響する順番は、個人の関心、嗜好、自己効力感、世帯でのアク

セシビリティ、地域のアベイラビリティと考えられた。

３）地域のアベイラビリティの高低の地域別に、同様の方法で個人の水産物の摂食頻度に影響する要

因を検討した結果、食環境（水産物のアベイラビリティの高低）によって、個人の摂食量（頻度）

に関係する世帯レベルの要因が異なっていた。個人の摂食頻度に関係する要因として、地域の水産

物のアベイラビリティが高い場合は、世帯レベルでの食情報のアクセシビリティが影響し、地域の

水産物のアベイラビリティが低い場合は、世帯レベルでの食物のアクセシビリティが影響していた。

また個人の自己効力感などの態度は共通に関係していた。このことから、食環境は、直接個人の摂

食量に関わるというよりは、個人の摂食量に関わる世帯レベルの要因を変容させると考えられた。

これらの結果をふまえて、実践プログラム作成の留意点として、次のことを提案する。

① 　 教育的アプローチへ向けて

世帯レベルでのアプローチとしては、食物（水産物）のアベイラビリティが高い地域では食情

報へのアクセシビリティを高めることが有効であり、アベイラビリティが低い地域では食物のア

クセシビリティを高めることが有効であることが考えられる。

また、個人レベルでのアプローチとしては、水産物摂食に関わる個人の知識・態度を高めてい

くような働きかけが有効であると考えられる。例えば、児童であれば、「もっと魚を食べること

を自分はできる」という自己効力感は、アベイラビリティが高い低いに関わらず、水産物の摂食

に関わる重要な要因としてあげられた。また、家族との水産物情報交換や水産物販売店に行くこ

とも要因としてあげられた。これらの要因を高めていくような働きかけが有効であると考えられ

る。

② 　 食環境づくりを検討する枠組み構築へ向けて

個人の食行動に関連する要因の整理のしかたとして、地域レベルの指標（アベイラビリティ）、

世帯レベルの指標（アクセシビリティ）とは今回の調査では必ずしも連動していない（地域の食

環境は直接個人の食行動に影響することは少ない）ことが示唆された。このことは、食環境（食

物のアベイラビリティ）を変えれば、自動的にすべての世帯のアクセシビリティが変わり、個人

の食行動が変わるものではないことを示していると考えられる。

地域レベルの食環境（食物のアベイラビリティ）が異なる場合、その地域ごとに、個人の食行

動に対する世帯レベルの要因が異なっていた。同じ食物のアベイラビリティでも世帯レベルでの

食物のアクセシビリティが異なるのが何故か、その要因を明らかにすることで、アクセシビリテ

ィを高めるための食環境とは何かを検討することにつながると考えられる。
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研究４　水産物摂取と健康の関連に関する研究

水産物摂取と死亡率との関連の疫学研究は、国際的にも極めて少なく、かつ日本人について、両者の

関連が有意であることを示した研究は少ない。本研究では宮城県コホート調査のベースライン調査（40

歳から64歳の高齢者51,921人を対象）結果を用いて、「水産物摂取」ならびに、「水産物摂取と米飯摂取

の組み合わせ」と死亡率との関連について検討した。男女とも新鮮な魚介類の摂食頻度が「月１～２回

以下」の群では緑黄色野菜・かんきつ類の摂食頻度の少ない者、喫煙や飲酒行動の比率が高い者、歩行

時間が短い者の割合が高い等の傾向が認められた。しかし、水産物摂取と死亡リスク（全死因死亡、が

ん、虚血性心疾患・脳血管疾患）との間に有意な関係は認められなかった。また、食生態チームからの

要請による、「新鮮な魚の摂食頻度と米飯の摂食量」で群わけした解析でも有意な関係は認められなか

った。

著者が考察で述べているとおり、食物摂取行動や生活行動での比較においてみられた行動レベルでの差

異は、死亡リスクの差異には至っていないことが推察される。本調査対象地域での魚摂食頻度少群の者

が少ないことも影響していると考察された。

研究５　食品成分機能面からの検討

地域やライフスタイルに対応し、魚の有効成分を無駄なく活用した合理的な摂食方法を食品機能面か

ら検討する基礎資料として、魚の部位別栄養成分構成を漁場、漁期、雌雄による変動を視野に入れて検

討できるデーターベースの構築を行った。「昭和59～62年度魚介類有効栄養成分利用技術開発研究資料

集－沿岸重要魚種の栄養成分の分布及び含量変動－」（水産庁研究部研究課、昭和63年８月公表）のデ

ーターを使用可能な枠組みに再編し、かつデジタル化を行った。再編のプロセスの概要及びデーターベ

ースの活用のポイントとして「魚類の摂食部位と栄養摂取量」として、代表的な魚種、マアジ、マイワ

シ、マサバ、カタクチイワシ、シロザケ、スケトウダラ（漁期、漁場を異にする4,911尾）について水

分、たんぱく質、エキス分、脂質等16成分のデーターを示した。近年の流通形態、調理形態、摂食の動

機（健康志向による特定成分の摂取ニーズ等）の多様化の中で、公表されている「五訂増補日本食品標

準成分表」のデーターでは得られない実際の摂食段階での栄養成分の推定部位別可食部（または廃棄率）

成分値の算定に活用できる特異性の高いデーターベースが使用可能になった。

研究６　教育介入による食育プログラムの開発に関する研究

前項までの研究成果を踏まえ、地域や学校の教育事情を勘案し、次の３タイプの食育プログラムを作

成し、教育介入により、その可能性や有用性を検討した。いずれも、学習者である児童たちはもとより、

当該校の教職員、保護者、現地の流通関係者、教材（教材としての料理を含む）作成の関係者等の絶大

な協力と有機的なネットワークが作られ、実施できたのである。

「総合的学習」の時間に、魚流通業者の協力を得て実施した岡山県内小学校の事例、同じく「総合的

学習」の時間ではあるが、児童の保護者とともに学ぶ親子合同学習の場の特長を生かした高知県内小学

校の事例、通常の「家庭科」の学習内容に魚を学ぶ時間を導入することを試みた埼玉県内小学校の事例

である。

いずれについても、プログラム形成のプロセス、学習当日のプログラム展開と担当者のネットワーク

等、学習目的に対応する評価方法とその結果の活用等について追試をし、よりよい食育プログラム形成



のための討論ができるように具体的に記述した。

３タイプともに児童は楽しく、主体的に学習に参加し、学習成果を挙げたことが報告されている。

３タイプのプログラムが、それぞれ前項、研究１の研究成果から出された魚をめぐる食育のポイント

を実践的に検証する形になった。岡山プログラムは魚生産・流通への興味・関心をたかめるアプローチ

を、高知プログラムは家族との食行動の共有への興味・関心を高めるアプローチを、埼玉プログラムは

食物観や自然環境観を豊かにするアプローチに特徴をもち、かつ３タイプのプログラムに共通して、魚

摂食行動への興味・関心を高めるアプローチと人間と魚をめぐる関係の全体像をダイナミックに育てる

アプローチを目指して進められた。

５．謝　辞

本研究は多分野にわたる多くの方々のご協力をいただき、進めることが出来ました。現地調査、質問

紙調査、関連の資料収集、教育介入等、いずれもかなりの負担をおかけしましたが、快く協力してくだ

さいました。深謝いたします。
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（1）目　的

本研究の目的は、小学校高学年児（以下、児童）が日常的に魚介類（以下、魚）とどのようなつきあ

いをしているのかを知る為に、食行動の基本的な行動とされる次の３行動を中心に、実際の諸行動（以

下、行動）、その方向や内容をきめる関心、嗜好や態度（以下、態度）、知識や技術（以下、知識）なら

びにそれらの背景となるライフスタイル等の現状を、構造を含めて明らかにすることである。

ここで３行動とは、魚・魚料理を食べることに関する諸行動（以下、食べる行動）、魚・魚料理を作

る・調達することに関する諸行動（以下、作る行動）ならびに魚に関連する情報を受発信し、学習・伝

承し、食生活を営む力を形成することに関わる諸行動（以下、学習・伝承行動）である。

具体的には

１）歴史的にも、魚のフードシステム等を異にするといわれてきた漁村地域と非漁村地区の比較により、

全国的な状況を明らかにすること。同時に各調査対象地域の特徴を明らかにすること。

２）「日常的に魚を食べている子ども」は（そうでない子どもに比べて）魚とのつきあい（上記３つの

食行動）が良好か？　魚と直接関係がない行動を含む食生活全般について良好か？　健康や生活の質

（QOL）は良好か？を明らかにすること。

３）２）の結果について、関連する要因の構造的に明らかにし、「日常的に魚を食べること」が魚と関

わる諸行動（以下、魚生活）、食生活、健康、生活の質の向上につながる構造を明らかにすること、

である。

（2）方　法

2004年11月、全国６地域（北海道、宮城県、新潟県、埼玉県、高知県、岡山県）における漁村・非漁

村地区の小学校計31校の児童とその保護者のペア2,461組を対象に、魚に関する食知識、食態度、食行

動および食生活面、健康面、QOL等について自記式質問紙調査（中間報告書；付表２、３：調査票）を

実施した。現地調査の詳細や地域別一次集計の結果については、中間報告書で報告ずみである。本章で

は上記目的にもとづく児童の回答結果の再解析を行なった。

11

II．児童の魚摂食行動とその要因、それらの構造に関する研究

全国集計、解析並びに報告書執筆

足立己幸　女子栄養大学大学院

高増雅子　日本女子大学

本田真美　就実短期大学

現地調査

（埼玉地域）足立己幸　女子栄養大学大学院　　　　　　（新潟地域）村山伸子　新潟医療福祉大学

衛藤久美　女子栄養大学栄養科学研究所　　（宮城地域）大山珠美　宮城学院女子大学

（岡山地域）本田真美　就実短期大学　　　　　　　　　（北海道地域）小平洋子　名寄短期大学

（高知地域）針谷順子　高知大学

西岡道子　高知女子大学



（3）結　果

１）漁村・非漁村地区間の比較

図１に調査対象地域毎に漁村・非漁村別の対象児童数の割合を示す。全国では漁村地区は938人

（44.5％）、非漁村地区1,172人（55.5％）であった。

①　魚摂食面

i ）行動（表１）

魚摂食行動の食べる行動：「魚料理を食べる頻度」について、全国では毎日（5.6％）と週に３～

４回（31.8％）を合計して日常的に食べている児童が37.4％を占め、月に１～２回（12.6％）と食べ

ない（0.9％）を合計すると13.5％はほとんど食べていない。「週に３～４回以上」の割合は、漁村地

区41.3％、非漁村地区34.4％であり、漁村地区の方が有意に多かった（p＜0.01）。また、「給食で魚料

理を残さず食べる」については、いつも残さず食べる（44.4％）とだいたい残さず食べる（25.7％）

を合計して70％以上の児童が残さず食べていた。漁村62.0％、非漁村76.5％であり、非漁村地区の方

が有意に多かった（p＜0.001）。

一方、食べる行動の一つ、「丸ごと魚と切り身魚、どちらを多く食べるか」、学習・伝承行動の「魚

について家族と話す」「家族は魚を食べると喜ぶ」については、地区間に有意な差はみられなかった。

また、「魚の学習をした」について、「たくさんした」の割合は、全国でたくさんした（11.2％）と少

しした（30.9％）にとどまり、「していない」が56.6％を占めている。漁村51.5％、非漁村60.8％であ

り、非漁村地区で有意に多かった（p＜0.001）。作る行動：「魚料理を家族と一緒に作る」について

は、「よくある」（5.8％）と「時々ある」（18.7％）で合計し、24.5％に留まっていた。「魚売り場に行

く」頻度も「週に１回以上」が33.6％にとどまり、両行動共に地区間に有意な差はみられなかった。

以上、魚摂食面の行動では、非漁村地区に比べて漁村地区の方が「魚料理を食べる頻度」「魚につ

いて家族と話す」「魚の学習をした」の項目では、より積極的な回答が多く得点も高かった。非漁村

地区の方が有意に高かった項目は、「給食で魚料理を残さず食べる」であった。

ii）態度（表２）

態度について食べる行動では、全国で魚料理が好きは41.8％、まあ好きが32.7％で合計し74.5％が

好きの傾向であった。大嫌いは1.8％に留っていた。「好き」は漁村地区が（44.2％）で、非漁村地区

（39.9％）より高率であった（p＜0.01）。「魚をもっと食べたい」「魚をもっと食べる自信がある」「魚

を食べることは大切なことである」の項目では、それぞれ66.7％、70.1％、87.9％でいずれも積極的

な態度が示された。

作る行動についてでは、「魚の栄養や健康に対する働き」がとてもある（23.1％）とまあある

（38.1％）を合わせて61.2％が肯定的な態度であり、かつ非漁村地区の方が高率であった。（p＜0.05）。

「海や川での魚の生活や環境への興味・関心」も全国で70.1％と高く、かつ非漁村地区で高率であっ

た（p＜0.01）。「魚や魚の食べ方について知りたい」「魚釣りや魚のつかみ取りへの興味・関心」「魚

料理の作り方や食べ方への興味・関心」については、いずれも高い積極的な態度を60％以上の児童が

示しており、両地区間の差はみられなかった。

魚摂食への態度の項目を得点化し、漁村・非漁村地区で比較すると、「魚の栄養や健康への働きに

関する興味・関心」「海や川での魚の生活や環境への興味関心」等、魚への興味・関心は非漁村地区

の方が有意に高く、魚への嗜好は漁村の方が高い傾向がみられた。

12
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②　漁村・非漁村地区別食生活面・健康面（表３）

食生活全般について、「食事のことで実行していること」について全国では19.8％のみがあると回答

していた。地区間に有意な差がみられなかった。また、大人と一緒の食事について、朝食では63.7％、

夕食では84.7％が毎日又は週に４～５回に一緒であった。この比率は朝・夕共に漁村地区でより高率で

あった（p＜0.01）。食べ物の大切さについて、「よく考える」児童は全国で19.5％、時々考えるは49.7％

で合計して69.2％を占めた。非漁村がより高率であった（p＜0.01）。また、自然環境を守ることの大切

さについては、72.1％がよく考える又は時々考えていた。

食事の楽しさについては、全国で67.9％がいつも楽しい又はだいたい楽しいと回答した。地区間に有

意な差はみられなかった。

健康についてよく考えるは11.8％、時々考えるは43.0％であり、かつ非漁村で有意に高かった（p＜

0.05）。

２）魚摂食頻度に関連する要因とその構造

「魚料理を食べる頻度」（魚摂食頻度）について、「週に３～４回以上」「週に１～２回」「月に１～２

回以下」の３群に群に分け（以下多群、中群、少群とする）、魚摂食頻度と各質問項目間の関連性を検

討した。

児童について魚摂食頻度多群は37.5％、中群は49.0％、少群は13.5％であった（図２、表１）。

①　魚摂食面での比較

i ）行動（表４）

魚摂食頻度群別に食べる行動を比較すると、給食で魚料理を「いつも残さず食べる」割合は、多群

49.4％、中群43.0％、少群35.1％、「丸ごと魚が多い」は、多群21.2％、中群16.7％、少群15.8％、「魚

について家族と話す」頻度が「よくある」の割合は、多群14.8％、中群5.6％、少群4.6％、「家族は魚

を食べると喜ぶ」について、「とても喜ぶ」の割合は、多群42.2％、中群33.9％、少群21.1％であり、

いずれも魚摂食頻度多群が中群や少群と比べて積極的な回答が有意に多かった（p＜0.001）。

魚摂食面の作る行動を比較すると、「魚料理を家族と一緒に作る」（家族との食事作り）頻度につい

て、「良くある・時々ある」の割合は、多群29.9％、中群23.4％、少群13.7％、また、「魚売り場に行

く」について、「週に１回以上」は、多群42.7％、中群31.1％、少群17.5％、「魚の学習をした」につ

いて、「たくさんした」の割合は、多群14.4％、中群10.0％、少群7.0％であり、いずれも魚摂取頻度

多群に行動児童の割合が多かった（p＜0.001）。

ii）態度（表５）

魚摂食頻度群別に魚摂食面の態度で食べる行動を比較すると、「魚料理の好き嫌い」（魚料理への嗜

好）について、「好き」の割合は、多群50.8％、中群38.4％、少群29.5％であり、「魚をもっと食べた

い」（魚摂食へのセルフエフェカシー（Ｓ・Ｅ））について、「思う」は、多群31.5％、中群24.7％、少

群17.2％、「魚をもっと食べる自信がある」（魚摂食への意図）について、「かなりできる」は、多群

34.3％、中群21.6％、少群13.3％、「魚を食べることは大切なことである」（魚摂食の重要性）につい

て、「とても大切」は多群63.2％、中群49.3％、少群39.3％であった。いずれも魚摂取頻度多群に積極

的な回答が有意に多かった（p＜0.001）。
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「魚や魚の食べ方」について、「とても知りたい」の割合は、多群25.3％、中群17.1％、少群13.7％

（p＜0.001）であり、「魚の栄養や健康に対する働きかけへの興味・関心」について「とてもある」は、

多群27.2％、中群20.9％、少群19.6％（p＜0.01）、「海や川での魚の生活や環境への興味・関心」では、

「とてもある」は、多群30.8％、中群22.7％、少群18.9％、「魚釣りや魚のつかみ取りへの興味・関心」

では、多群44.9％、中群34.1％、少群30.5％、「魚料理の作り方や食べ方への興味・関心」では、多群

28.3％、中群19.2％、少群12.6％であった。魚摂食面での態度の作る行動では、いずれも魚摂食頻度

多群は、少群や中群と比べ積極的な回答が有意に多かった（p＜0.001）。

②　食生活面、健康面での比較（表６）

食生活面の行動では、「食事のことで実行している」（食事への実践）では、「ある」の割合は、多群

23.6％、中群18.3％、少群14.7％（p＜0.01）、「朝食を大人と一緒に食べている」（共食）では、「毎日」

の割合が、多群61.9％、中群57.4％、少群44.6％（p＜0.05）、夕食についても同様の傾向であり、「毎日」

の割合が、多群81.9％、中群76.7％、少群69.1％（p＜0.01）で、いずれについても魚摂食頻度多群が有

意に積極的な回答が多かった。

態度では、「食べ物の大切さ」（食物観）について、「よく考える」の割合は、多群23.4％、中群17.3％、

少群16.8％、また、「自然環境を守ることの大切さ」（自然環境観）の項目についても同様の傾向がみえ、

「よく考える」の割合は、多群31.2％、中群27.8％、少群21.8％であり、いずれも魚摂食頻度多群が有意

に積極的な回答が多かった（p＜0.001）。

「食事の楽しさ」（食事への満足度、QOL）についても、「いつも楽しい」の割合が、多群44.4％、中

群39.5％、少群27.0％であり、魚摂食頻度多群が有意に食事への満足度の高い回答が多かった（p＜0.01）。

健康面においても、「健康について考える」（健康観）について、「よく考える・時々考える」の割合

は、多群61.0％、中群52.8％、少群44.6％であり、魚摂食頻度多群が有意に積極的な回答が多かった

（p＜0.001）。

③　魚の摂食頻度群別要因分析

以上、魚の摂食頻度群別で比較すると、多群は中、少群に比べ、魚に関する食知識、食態度、食行動

および食生活面、健康面の各面について良好な状態にあり、ほぼ全ての質問項目で有意な群間差がみら

れた。

これらの結果を基に、魚の摂食頻度群別に重回帰分析を行い、魚の摂食頻度の違いによる魚摂食にい

たる要因間の関係性を明らかにするために、パス解析を行った。これらの結果から「どのようにしたら

児童の魚摂食を高めることができるか」を検討する。

i ）重回帰分析による魚の摂食要因の検討（表７）

魚の摂食頻度を従属変数として、質問項目をステップワイズ法によりモデルを作成すると、魚の摂

食頻度に大きく影響している項目として、家族との会話が浮きぼりになった。また、魚をもっと食べ

たいと思うセルフ・エフィカシー（S・E）、家族との購買行動や食事作り、共食、学校給食での魚の

摂食や魚に関する興味・関心の項目が抽出された。

ii）パス解析による魚の摂食要因の検討（図３）

重回帰分析の結果を基に、魚摂食頻度群別にパス解析を行った結果、ほぼ本報の枠組みを説明して
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いること、設定したパスが有意であることが確認された。

魚摂食頻度多群は、食物観、健康観、自然環境観から、魚摂食への嗜好や魚生態への興味・関心や

魚摂食への興味・関心、魚摂食へのＳ・Ｅから魚摂食頻度に至る経路、家族との共食、家族との会話、

家族との魚料理作りから魚摂食へのＳ・Ｅから魚摂食頻度に至る経路等、魚摂食頻度に至る経路等、

多様な経路をもつことが明らかになった。また、魚摂食頻度でとどまらず、食事への満足度（食行動

のQOL）へとつながっていた。

これに対し下部に示した魚摂食頻度低群は、健康観から直接魚接食頻度に行く経路、魚摂食への興

味・関心から魚摂食へのＳ・Ｅ、魚摂食頻度に至る経路が確認された。しかし、魚摂食頻度高群と比

較すると、低群は、魚摂食頻度に至る経路の数が少なく、単調であり、つながらない項目が数多く見

られた。また、低群は魚摂食行動と家族との行動が、つながっている項目が少なかった。

この因果モデルから、本報の枠組みである魚摂食への態度や行動の項目と、食行動面との強い関連

が確認された。また、日常の魚摂食頻度の多い、少ないにより、児童の魚摂食行動や食行動に大きく

影響することが確認された。

このことから、児童の魚摂食行動への要因には、魚摂食行動への働きかけとともに、魚摂食行動へ

の準備段階である魚摂食への興味・関心、魚摂食へのＳ・Ｅへの働きかけが有効であること、魚摂食

頻度の多いほうが、魚摂食行動や食行動がより積極的におこなわれることが確認された。さらに、家

族の魚摂食に対する行動（共食、会話、食事作り）が、児童の魚摂食行動に大きく影響しており、児

童の魚の摂食行動を高めるためには家族の食行動を通しての働きかけも重要であることが確認され

た。

いいかえれば、次のようになる。

魚摂食多群は少群に比較し、魚摂食行動に進む経路、それに関連する要因の関係に次の特徴が見ら

れた。主に次の点である。

ア）魚摂食行動への経路が極めて多様である。

イ）魚摂食を高めることに直接関わる要因として、ａ“自分のからだやこころのようすをふりかえっ

て、健康について考えることがありますか”の問いへの回答で“よく考える”（図中、健康観）、

ｂ“魚料理はすきですか”（魚摂食への嗜好）、“魚をもっと食べたいと思いますか”（魚摂食への

意図）、“魚をもっと食べることを自分はできるという自信がありますか”（魚摂食へのセルフエ

フェカシー（SE））等、魚摂食への態度、そしてｃ“朝食や夕食を家族の大人といっしょに食べ

ることがどのくらいありますか”（家族との共食）、“あなたは魚について家族と話をすることが、

どのくらいありますか”（家族との会話の共有）等、家族との食行動の共有がつながってきた。

（ここまでの関連は、一部緩やかな項目もあるが少群に共通して関連が認められた。）

ウ）多群はさらに次の関連が認められた。ｄ“あなたは家族と魚料理を作ることがありますか”（魚

調理の家族との共有）、ｅ“海や川での魚の生活や環境についてきょうみや関心がありますか”

（魚生態への興味・関心）が加わっている。

エ）これらａからｅの要因の形成に関わる次の要因の強い関連も確認された。健康観や魚摂食への態

度をすすめる食物観（“あなたは食べ物の大切さについて考えることがよくありますか”の問い

に対し“よく考える”の回答）ならびに魚生態への興味・関心、魚摂食への態度、をすすめる自

然環境観（“あなたは自然環境を守ることの大切さについて考えることがよくありますか”の問
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いに対し、“よく考える”）であった。

オ）この図で、家族との食行動の共有が魚摂食行動を高める、かつ、魚摂食への態度を高めること、

さらに食事の満足度（“あなたにとって、食事は楽しいですか”の問いに、“いつも楽しい”の回

答）につながっていた。

カ）以上のような多様な経路を経て、多頻度の魚摂食行動（本調査結果から、週に３～４回以上）は

家族との食行動の共有、魚生態への関心興味・関心と共に、食事満足度を高くすることが明らか

になった。

（4）考　察

以上の結果をふまえて、日常的に魚を食べる行動を進めるための食育プログラムとして、多様なアプ

ローチが可能であることが明らかになった。基本的に次の４タイプに整理することができよう。

１）魚摂食行動への態度（嗜好、興味・関心、セルフエフェカシー）を高めるアプローチの必要性

従来から注目する食物の摂食行動を高めるためには当該行動に直接関連する態度（いわゆる興味や関

心等）を高めることが重要であるとされ、いわゆる態度の向上を中心とする教育が積極的に進められて

きた。今回の結果はその必要性と有用性を具体的に示したことになる。すなわち、態度の感性的側面で

ある嗜好が強い関連を持ち、直接的に摂食行動を高めることに加え、魚摂食へのセルフエフェカシーを

高めて魚摂食行動につながっていること、並びに魚摂食への興味・関心も魚摂食へのセルフエフェカシ

ーを高めて摂食行動を高めていることが示された。

２）魚生産・流通への興味・関心を高めるアプローチの必要性

魚生態への興味・関心が直接的に魚摂食を高め、魚摂食への態度を複数ルートで高め、家族との食行

動の共有（魚料理作り、共食、会話）を高め、魚摂食の態度を経て魚摂食行動を高め、食からのQOLの

指標でもある食事への満足につながる循環、いわば魚摂食行動への循環が形成され、魚生産・流通への

興味・関心はその循環のターミナルポイントの一つになっている。この循環は経路が単調であることと、

魚摂食行動から食事への満足の経路がつながっていない点や家族との食行動の共有への興味・関心を高

める経路はつながっていない点が異なるものの、魚摂食少群においても確認された。したがって、魚摂

食行動を高めるために魚生産・流通への興味・関心を高めるアプローチの必要性が示された。

３）自然環境観を豊かにするアプローチ

前２項、すなわち魚摂食への態度を高めることと魚生産流通への興味・関心を高めることの両面に関

わっていることから、自然環境観を豊かにするアプローチの必要性が示された。

４）食物観や健康観を豊かにするアプローチ

食物観は自然環境観と同様に魚摂食への興味・関心や魚生産・流通への興味・関心を高めることに加

えて、健康観を伴い、自然環境観を豊かにする可能性と、直接的に食物摂食行動を高める可能性を示し

たことから、食物観、健康観のそれぞれの向上の必要性が示された。
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５）家族との食行動の共有行動を高めるアプローチの可能性

魚摂食へのセルフエフェカシー並びに魚生産・流通への興味・関心の両面を直接的に高めることか

ら、このアプローチの必要性が示された。

６）これら全体の関係性（まさに人間と魚をめぐる関係の全体像）をダイナミックに育てるアプローチ

これら全項目が多様に関連し、魚摂食行動を高め、食事への満足を高める循環性が明らかになったこ

とから、自然・食物・魚・人間・健康・家族・生活の関連の全体像を理解し、全体が高まるためのアプ

ローチの必要も示唆された。

以上の結果は以下に示す食教育・食育のねらいと符号するものであり、今求められている環境との共

生を重視する新しい「食育」の方向に実生活からの科学的根拠を提供することになる。

上記６項目のアプローチの可能性を実際にどのように展開するか。実践効果を高めるためには教育的

アプローチと、環境的アプローチの統合が必要であり、両面からの検討が必要になる。また、以上につ

いて、地域別、漁村・非漁村別の特徴について各基本データーを解析したが、上記視点での地域差や特

徴を明らかにするには至らなかった。今後の課題として検討が必要である。
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図１　地域別漁村・非漁村地区の児童数割合

51.1

56.1

61.4

58.8

表１　漁村・非漁村地区別　－魚摂食面（1）行動－
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表２　漁村・非漁村地区別　－魚摂食面（1）態度－
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表３　漁村・非漁村地区別　－食生活面・健康面－

図２　小学生の魚の摂食頻度
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表４　魚摂食頻度群別　－魚摂食面（1）行動－
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表５　魚摂食頻度群別　－魚摂食面（1）態度－
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表６　魚摂食頻度群別　－食生活面・健康面－

表７　重回帰分析による魚の摂食頻度に対するモデル係数
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図３　魚摂食頻度群別因果モデル
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表
８
　
魚
摂
食
行
動
と
そ
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要
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（1）目　的

日本人は世界の先進諸国の中で最も水産物（魚介類）の摂食量が多く、供給量でみれば、１人１年間

66.3㎏（１日当たりに換算すると約180ｇ）で、第２位のノルウェー54.7㎏、次いでフランス31.3㎏等と

比べても群を抜いており（FAO 2002年）、2002年の国民栄養調査結果では、摂食量は20歳以上におい

て１人１日当たり95.6ｇである1）。

魚介類の摂食量は1946年１人１日当たり45.3ｇが、1975年には94.0ｇとなり、以降2001年まで90ｇ以

上であり、肉、卵などの畜産物の増加率には及ばないものの、食事の外国風化・洋風化の中で、摂食量

は安定していた。

しかし、2002年より減少し、また世代別にみると、15～19歳73.0ｇ、20～29歳73.3ｇ、30～39歳77.3

ｇ、40～49歳91.8ｇ、50～59歳108.2ｇ、60～69歳114.3ｇと若い世代で魚介類の摂食量が少ない等、そ

の摂食量は減少傾向の兆しがある1）。

魚介類は伝統的に、日本の食事の中で主菜として、またその核をなす食材として米や野菜料理との組

み合わせで健康的、栄養的な食事「日本型食事」を構成してきた。また、近年では、主菜材料としての

肉や卵に比べて不飽和脂肪酸のｎ-３系多価不飽和脂肪酸が多い等、生活習慣病予防に好ましい効果が

明らかにされてきている。

そこで、プレ調査では、成人に対する食教育（介入）研究前（事前調査）の食事調査記録592名（１

人１日当たり）を基礎資料として、１）人々が日常的にどのように加工・調理して食べているか、その

実態を把握すること、２）そこから、摂食量とその形態をタイプ分けし、食事の構成単位としての料理、

食材料、栄養等構成等との関係から適正な摂食量とそのとり方のパターン化の指標を抽出すること、３）

加えて、指標と食事内容や食知識、食態度、食行動等の関係を検討し、適正な摂食をすすめる要因を明

らかにすること、を目的に行った。

なお、本文中、水産物、魚介類を用いた料理については表現を魚料理に統一した。

（2）方　法（表１）

再解析に用いた592名の１日当たりの食事調査資料は、本調査研究委員らが、直接企画した研究の食

物摂取状況調査の調査票を本研究の課題にてらし再解析した。既に食教育（介入）研究が実施された基

礎資料であり、調査対象および実施等は表１に示す通りである。資料は食教育（介入）研究前（事前調

査）の食事内容及び食生態（一部健康面の生化学所見等を含む）である。

用いた食物摂取状況調査等の魚介類等食物摂取量はいずれも学習者（対象者）が料理別に摂取食物を

秤量し、自己食事記録票に記入したものを、管理栄養士等が面接し、聞きとりをして確認したものであ

る。
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III．日常生活における魚料理のポーションサイズに関する研究

研究１　日常的な魚介類の摂食量、摂食形態からみた魚料理の類型化－プレ調査－

針谷順子　高知大学



１）食事の料理と栄養素構成等の関係についての分析と評価指標について（図1）

食事（１人１日当たり）の摂取栄養素量の算出は、五訂日本食品標準成分表による。魚料理の食事パ

ターンや魚料理のとり方のパターンと栄養水準との関係の検討は、栄養摂取量について個々人の性、年

齢、生活活動度別に第六次改訂日本人の栄養所要量を基にして、１つには栄養素別に充足率を求めて評

価を行った。また、２つには摂取栄養素間のバランス状態をみるために、この充足率をもとに以下の基

準により、摂取栄養素バランススコアを求めた。（図１）

摂取栄養素バランススコアには、エネルギー、たんぱく質、脂質、炭水化物、カルシウム、鉄、レチ

ノール当量、ビタミンＢ1、ビタミンＢ2、ビタミンＣの10種の栄養素を取り上げた。これらの栄養素が

適切な摂取量である場合は各１点とし、10点満点とした。充足率が適正か否かの評価は、適正域（スコ

ア）、不足域（スコア）、過多域（スコア）の3段階とした。適正域（スコア）は下限を90％以上とし

（90％未満は不足域スコア）、エネルギー、たんぱく質、脂質、炭水化物のみ上限を設けて130％未満

（130％以上は過多域スコア）、これら以外の6種の栄養素は上限なしとした（充足率400％を越える事は

ほとんどみられなかった）。適正域に位置する栄養素数が、10種のうちいくつあるかでその数を適正域

スコアとした。不足域スコア、過多域スコアも同様に得点化した。

栄養素水準の評価指標とした各栄養素の充足率、摂取栄養素のバランススコアのいずれも１日を単位

とした。

２）料理の類型化に用いるマトリックスについて（表５）

本研究の目的である、魚料理の調理、加工法、及び魚を主材料にした料理や魚を含む料理の全体像を

把握し、類型化をするために、表５に示すマトリックス表を活用して、料理の類型化を基に解析した。

このマトリックスは1970年頃より検討と開発を重ねてきたものである。多種・多様な料理を類型化し、

食生活の実態を料理レベルで把握し、改善、向上にむけて実践的方向性を示すために、また、教育媒体

とその料理を体系化して示すフレームを作るために、料理類型化のマトリックスを作成してきた。表頭

は加熱方法による区分を基に作成し、生活習慣病に関係のある油脂・砂糖の使用量を加味した調理形態

に展開してきた。表側には主食・主菜、副菜、その他の料理群（大分類）、主材料区分（中分類）、主菜

料理群では材料の形態の生（鮮魚）と加工品区分（小分類）にして用いてきた。本研究では、小分類を

魚の種類や加工形態に細分化して用いた。

なお、本解析方法は同マトリックスを用いて、平成７年度の国民栄養調査結果6）を料理単位で解析し、

その出現頻度を基に、日本人の日常性の高い料理を抽出した2000年の食生活指針のビジュアルデザイン

“健康への食卓”のサンプル料理抽出、2005年「食事バランスガイド」のサンプル料理抽出と同様の手

法で行った。

（3）結　果

１）魚介類の摂取形態と摂取重量

①　魚・魚料理以外の主食・主菜・副菜別出現料理数（１人１日当たり）（表２、図２）

対象者592名が１日当たりに出現した全料理は7,837種、１人１日当たりの平均は13.2種である。こ

のうち魚料理は963種で、全料理中の12.3％を占め、１人１日当たりでは約1.6種であった。魚料理の

出現率は、朝食延べ172種に比べて昼食延べ366種、夕食は延べ417種と順に多くなり、夕食は朝食の
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約2.5倍の出現率であった。

②　魚料理における魚の使用量（１料理当たり）（表３、７）

１料理当たりの魚の使用量は、38.6±34.4ｇである。

本対象者592名のうち、魚介類を全く摂取していない者は128名21.6％で摂食者464名の摂食料理数

は、963種あった。本資料は20歳代が2/3を占めるが、全体の摂取は１人１日当たり約63ｇで（成人の

平均85.3ｇ、2002年）、国民栄養調査結果に比べ少ないが、たんぱく質の摂取量は少なくなかった。

③　魚料理に用いられた魚種（出現高位順）（表４）

魚料理に用いられた魚種について、出現頻度の高い順に５位をみると、サケ107、マグロ81、カツ

オ80、イワシ74、ミックス（寿司や刺身の盛り合わせのような複数の魚介を用いた料理）94であった。

伝統的加工品練り製品ではかまぼこ35で10位に位置し、ちくわ27、さつまあげ19であった。

④ 油脂・砂糖の使用濃度による調理法とのマトリックスを用いた料理群別魚料理の調理・加工形態

（表５、図３）

出現した魚料理963種について、主食、主菜、副菜別に、生活習慣病等の観点から開発した油脂、

砂糖の使用濃度による調理法とクロスしたマトリックスを用いてその特徴をみた2）。その出現数を料

理群別にみると、主食190（19.7％）、主菜391（40.6％）、副菜159（16.5％）、その他群の汁や佃煮223

（23.2％）であった。魚を用いた料理は主菜が最も多く、その40％を占め、次いで少量使用のその他

群であったが、主食・副菜にもほぼ同じような割合で用いられていた。

⑤　魚の主菜料理における加工形態別出現料理（表５、図４）

図４は、表５中の主菜料理群の魚介類、表側のコード番号25、26の出現料理について、表頭の調理

形態別に示したものである。主菜の魚介類（中分類）の主材料（小分類）の形態では、生、すなわち

鮮魚が335種中179種でその53.4％を占めた。これに加え、貝類（エビ・カニ含む）、イカ・タコ等の

コード25に区分されるいわゆる生魚を用いた料理を合わせると魚類は、73％で3/4を占めた。次いで

練り製品や干物等伝統的加工品で88種26.3％であった。

⑥　魚の主食・主菜料理における調理・加工形態（表５、図５）

図５に示した魚の主菜料理における調理法別出現料理数は、表５の表頭に示した調理法別に合計を

みた。最も多いのは、表頭の分類10の焼き物（主な調理形態の加熱する、加熱媒体としては熱媒体な

し）で全335種中の143種、42.7％を占めた。次いで、同様に、炒め物や揚げ物の油を使った料理は62

（18.5％）であった。汁の少ない煮物14.0％、生物13.1％であった。主食料理の魚料理は合わせた物が

133と多い。例えば、さしみとすしめしで、にぎりずし、鉄火巻き、海鮮丼等のすし料理、うなぎの

蒲焼きと白飯とでうな重やうな丼等が該当する。特に調理法「切る・和え物（生物）」である、さし

みとめし（米）との合わせ物 注１）（複合料理）のすし類が多くにみられた。

⑦　魚種類別の調理加工形態（表６－１）

油脂・砂糖の使用濃度による調理法とのマトリックスを用いた料理群別魚料理の調理・加工形態

は、（上位15種）主食・主菜・副菜・その他群別、魚種別に調理法をみた。

主食では、出現頻度の高い順に、にぎりすしのように複数の魚を用いた、ミックスが40種、調理形

態の計をみると延123種で、このような料理が複合された合わせ物はその70％を上回る。次いで、サ

ケ、エビ、サンマが上位に位置した。

主菜では、上位にはサケ、ミックス、アジ、サバが位置し、焼き物が約40％を占める。次いで「切
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る・和える（生物）」の卸したり、切ったりのさしみ料理や加熱調理した天ぷら、フライ等、揚げ物

である。

副菜は、魚種の上位にはマグロ、カツオ、イワシ、加工品のちくわが、調理法は和え物、「切る・

和える（生物）」、加熱調理したものとなる。

その他の料理群では、イカ、イワシ、カツオ等であり、調理法では、焼き物、和え物、汁物が高い

順位であった。

⑧　主菜群における魚種による魚の調理の形態（表６－２）

表６－２は、主菜群における魚種による調理の展開をみたものである。魚種によって、調理形態に

も違いがみられる。表には、魚種別に調理形態の「切る・和え物（生物）」の最頻値をトーンで示し

た。

サケは焼き物、複数の魚種のミックスは汁の多い煮物、鍋物、カツオ、イワシは焼き物、エビは炒

め物、揚げ物、カニは揚げ物、アジ、サバ、サンマは焼き物という特徴がみられた。

なお、ちくわ、さつま揚げなど伝統的な加工品はそのインスタント性から多様な調理形態への展開

がみられた。

２）魚の料理数と魚の使用量との関連（表７）

表７の表頭は、１人１日当たりの魚を使用した料理数を何品食しているか、魚料理の品数からみたも

のである。０品の食べてない人から最高は９品であった。（これは表頭の７品以上として区分した）こ

の最も多いタイプは、１品で202/592名で34.1％であった。次いで多いのは「２品」、「食べない（０品）」

タイプで各21.6％で、３品以上魚を使用した料理を食べている人は約25％を占めた。

表側は上記の魚料理の品数０～７品以上のタイプ別に、１料理当たりの魚の使用量を10ｇ単位でみた

ものである。10ｇ未満から120ｇ未満まではほぼ同じような値で出現する。これを、一般的な料理の使

用品から30ｇで区切ると、30ｇ未満のごく少量を使用した料理が18.1％で最も多く、第２位は切り身で

言えばちょうど１切れ、１人前の60～89ｇで16.2％、次いで30～59ｇ未満の小ぶりの１切れサイズと大

ぶりの90～119ｇであった。１日１人当たりの魚料理数が１品タイプの202料理をみても、その魚使用量

は10ｇ未満～209ｇと白す干しを少し入れた料理から大きなサバ半身ほどまでと、そのサイズは多様で

あることがみられる。

品数と魚の摂食量との関係をみると、１日当たりの魚の摂取量が60ｇ以上になると２品、３品と複数

料理のタイプが増し、70ｇ以上では複数タイプが単品タイプを上回る。従って、このことから一般的に

１人前は60ｇ程度と認識され、用いられていることが理解できる。

３）摂取量及び摂取形態のタイプと栄養素構成等との関連

①　魚の使用量と栄養素摂取量との関連（表８）

表８は魚の使用量について、魚介類の摂食量の平均値や魚料理の使用量のサイズやたんぱく質摂取

量への寄与等を加味し、30ｇ単位で摂取量と栄養素構成の関係をみたものである。０ｇは、表中の多

重比較の結果からほとんどの摂取栄養素が、その他のあらゆるタイプに比べて有意に低値である。な

お、「30ｇ未満」のタイプは摂取量はやや高値になるが０ｇのタイプに近値である。また逆に「150～

179ｇ」「180ｇ以上」はエネルギー、たんぱく質、脂質、ナトリウムやレチノール当量等、多くの栄



31

養素で他のタイプに有意に多く、所要量や許容上限を上回る栄養素も多くみられ、過剰摂取の状態に

なる。「60～89ｇ」、「90～119ｇ」「120～149ｇ」はおおむね同傾向にあるが、エネルギー、たんぱく

質、脂質、炭水化物の摂取とミネラルやビタミン、食物繊維や食塩量から「90～119ｇ」がバランス

良いと捉えられる。

②　魚の使用量と栄養素摂取量水準との関連（表９）

栄養素摂取量水準の評価指標とした充足率をみると、「90～119ｇ」は、たんぱく質総量72.1ｇ、充

足率128.3％、脂質56.9ｇ、充足率126.8％で相対的に栄養素構成面では良好である。また、栄養素間

のバランス状態をみる指標とした栄養素バランススコアでは、適正域スコアは5.5であり、「０ｇ」に

比べて有意に高値であり、良好である。「150～179ｇ」、「180ｇ以上」も同様であったが、過多域スコ

アが1.7、1.8と他のタイプに比べて有意に高く、たんぱく質、脂質の過剰が見られた。

③　魚料理のある食事数と栄養素摂取量・栄養素摂取量水準等との関連（表10）

魚料理のある食事数をみると、１日３食として、「０食」128人（21.6％）、「１食」244人（41.2％）、

「２食」165人（27.9％）、「３食」55人（9.3％）で、「１食」のタイプが最も多く、次いで「２食」タ

イプであった。

魚料理のある食事数と栄養素摂取量との関連を見ると「０食」タイプに比べて「２食」、「３食」タ

イプは適正域スコアが5.3、5.9と有意に高い。一方、「３食」タイプは「０食」、「１食」タイプに比べ

て不足域スコアは2.5と有意に少ないが、過多域スコアは1.6と有意に高かった。

従って、栄養素の過不足状態から相対的に「２食」タイプが良好であることが示唆された。

④　魚の主菜数と栄養素摂取量水準との関連（表11）

魚料理のうち、魚の使用量がたんぱく質約６ｇに相当する料理を主菜として区分した。魚の量でた

んぱく質約６ｇとは、概量で言えば60ｇで、一般的な１切れ、一人前である。魚の主菜料理の有無を

みると、「０品」300（50.7％）、「１品」213（36.0％）、「２品」62（10.5％）、「３品」14（2.4％）、

「４品」３（0.5％）であった。

「０品」は、エネルギー、たんぱく質、脂質、レチノール当量、ビタミンB１、B２、Ｃ等は所要量

におおむね相当する摂取が認められるが、炭水化物、カルシウム、鉄、食物繊維等の充足率は90％を

下回り、不足域スコアは4.8と、その半数が不足状態であった。

主菜が一日に「４品」あるタイプでは、たんぱく質、脂質の充足率は150％を上回るが、炭水化物

やカルシウム、鉄は80％であり、食物繊維は60％と低値である。主菜が多く、逆に主食や副菜の摂取

がすくないことが窺われる。また「３品」タイプは、たんぱく質や脂質が、料理数から見れば、「４

品」タイプより更に高値で、食塩量も13.6ｇ（136.0％）と高値であった。従って「１品」と「２品」

タイプが相対的に良好である。

⑤ 魚の主菜のある食事数と栄養素摂取量・栄養素摂取量水準等との関係（表12）

これまで、確認したように、魚の重量、料理数は、１品か２品、そして重量では「90～119ｇ」が

栄養素量では、相対的に良好で、主菜料理数が多いことが必ずしも栄養水準が高めることにはならな

いことが示唆された。また、そこで１日当たりの魚の重量、料理数主菜の品数から食事のタイプを区

分した。

「０食」300（50.7％）、「１食」88（14.9％）、「１食+α」141（23.8％）、「２食」57（9.6％）、「３

食」６（1.0％）の構成であった。「１食+α」とは、魚の主菜料理が１食あり、他に少量使用の魚料
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理があるタイプである。適正域スコア5.5、過多域スコア1.3、不足域スコア3.2で、適正域スコアは

「０食」に比べて有意に高い。「２食」タイプもバランススコアは同値であるが、炭水化物や食物繊維

量、食塩量が少ない等が捉えられる。これらを総合して、諸側面から「１食+α」タイプ、すなわち

１日３食として、１食の主菜と少量使用の魚料理があるタイプが相対的に栄養素構成上もバランスが

よく良好で栄養水準が高いことが示唆された。

４）魚介類の摂食形態のタイプと食知識、食態度、食行動及び栄養素構成等との関連（表13、14）

①　魚の主菜のある食事数と食知識、食態度、食行動との関連（Ｔ市中高年女性49名の例）（表13）

中高年女性49名を例として、体格や健康状態、食知識、食態度、食行動及び食事の栄養素構成等に

ついての関連を見た。

「０食」タイプ、つまり魚の主菜のある食事が１日３食のうち１食もない人は「３食」タイプの人

に比べて、食生活指針（2000、3）の10項目でみた食生活の向上への食態度や食行動が有意に低値で

あった。しかし、体重やBMI 注２）、血液の性状などは「０食」「２食」「３食」は、「１食」や「１食+

α」に比べて総じて高値で、健康面での課題がみられた。逆に、食知識、魚に関する料理や栄養の知

識面では「０食」に比べ「１食」「２食」「３食」が低値であった。従って「１食+α」のタイプは、

体格（BMI）、体脂肪率や血中総コレステロール値は低値で、食知識は高く、食態度、食行動は中値、

QOLや食物等の情報交換では高い値を示し、相対的にではあるが良好であることが示唆された。

②　魚の主菜のある食事数と栄養素摂取量・栄養素摂取量水準等との関連（表14）

「３食」タイプは食事の栄養素構成で不足域スコア、つまり摂取が少ない栄養素は少なく、過多域

スコアが3.0と高値となり、例数は少なく統計学上の有意な差は認められないが、平均してエネルギ

ー、たんぱく質、脂質が充足率130％以上で、つまり過剰傾向であった。これらを総合すると「１食+

α」は、体格、血液の性状、食知識、食行動及び食事面、QOL 注３）や食情報の交換の面等でも相対的

に良好であることが示唆された。なお、「１食」タイプは「０食」タイプに、「２食」タイプは「３食」

タイプに諸側面で傾向が似ていた。

まとめ
以上より、魚介類の摂食量は１人１日当たり平均1.6種で、主菜の１料理当たり平均63.5ｇであった。

１人１日当たりの使用量では「90～119ｇ」で、魚介類の主菜料理のある食事が１食と他に、少量使用

の主食や副菜のあるタイプ「１食+α」が栄養面で良好であった。また、この「１食+α」タイプは、中

高年女性の例から体格や血液の性状等からの健康面、魚の知識も含む食知識や食行動等の面、食情報の

交換や学習会等に積極的に取り組みをする等QOLの面でも相対的に良好であることが示唆された。

考　察
本解析の資料は、その2/3が女子学生である（資料１）。学生では魚の主菜のない食事数が約65％で、

学生以外のグループでは約40％に対し、魚を食べていない実態が明らにされた（資料２）。その結果、

食物摂取量やそのバランス評価結果でも、特に栄養系学生の適正域スコアが低値で、バランス状態は悪

く、50～69歳女性に比べてその差は著しかった。しかし、他のグループと適正域スコアはほぼ同値であ

った（資料３）。
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魚の主菜のある食事数のタイプ別に食事全体をみると「１食+α」タイプではいずれのグループでも

おおむね「０食」タイプや「１食」タイプに比べて、延べ料理数や延べ食材料数は多くなる。しかし

「２食以上」では非栄養士養成系学生や30～49歳女性でその値が「０食」タイプに近似する。つまり、

一般の学生や若い主婦層では魚の主菜が「２食以上」になると料理数や食材料数が少なくなってしまう

ことが示唆された。つまり、魚料理はおおむね１食材料は１料理の展開が多い日本料理の特徴を反映し

ていると思われる。

主菜としての魚のサイズは１料理約65～85ｇ程度で、「１食+α」では約110～130ｇ、「２食」では約

150～220ｇと、1.5～２倍の摂食量になる点ではいずれのグループも同傾向であった（資料４）。

魚の主菜のある食事がない「０食」タイプの場合、魚に代わって肉や卵等他の材料を主材料とした主

菜が食べられるのは、特に栄養士養成系の学生で顕著のようである。また、主食、主菜、副菜の揃った

食事が「３食」タイプで47.0％と高率を占め「１食」タイプでも57.6％と最も高値であった。しかし、

栄養士養成系学生以外のグループでは「１食+α」や「２食以上」で、主食、主菜、副菜の揃った栄養

バランスのよい食事が最高率を示した（資料２）。

今後、魚介類の摂取の特徴を明らかにするために、肉料理との比較検討が必要である。

注１）合わせ物：本報告では、合わせ物とは本来独立して存在する料理を料理の構成要素となって複数

合わせられた料理とした。「食事バランスガイド」7）では、合わせ物に類似する概念として「複

合的料理」と称している。これは、主食、主菜、副菜料理と牛乳・乳製品、果物のいずれかを材

料レベルでその量の単位とされた「１つ（SV）」を１つ（SV）以上を兼ね備えた料理である。

注２）BMI：Body Mass Index 体重（㎏）÷（身長（ｍ）×身長（ｍ））

注２）QOL：Quality Of Life（生活の質）
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図１　栄養素摂取量水準の評価指標
（足立：民族衛生　Vol.50 No.2（1984）p9を参考に作成）

図２　魚・魚料理以外の主食・主菜・副菜別出現

料理数（１人１日当たり）

図３　魚料理出現数の区分

図４　魚の主菜料理における加工形態別出現料理 図５　魚の主菜料理における調理法別出現料理数
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表１　解析資料（対象者数）

表２　魚・魚料理以外の主食･主菜･副菜別出現料理数

表３　魚料理における魚の使用量（１料理当たり）
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表４　魚料理に用いられた魚種（出現高位順）
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表５　油脂・砂糖の使用濃度による調理法とのマトリックスを用いた料理群別魚料理の調
理・加工形態
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表６－１　油脂・砂糖の使用濃度による調理法とのマトリックスを用いた料理群別魚料理の調
理・加工形態（上位15種）
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表６－２　主菜群における魚種による魚の調理の展開
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表７　魚の料理数と魚の使用量との関連
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表10 魚料理のある食事数と栄養素摂取量・栄養素摂取量水準等との関連
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表11 魚の主菜数と栄養素摂取量水準との関連
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表12 魚の主菜のある食事数と栄養素摂取量・栄養素摂取量水準との関連
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13
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表14 魚の主菜のある食事数と栄養素摂取量・栄養素摂取量水準等との関連
（Ｔ市中高年女性49名の例）
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資料１　グループ別対象者数

資料２　グループ別魚の主菜のある食事数と料理の組み合わせ
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資料３　グループ別魚の主菜のある食事数と栄養素摂取量水準（１人１日当たり）

資料４　グループ別魚の主菜のある食事数と料理数、食材料数、魚使用量等との関連
（１人１日当たり）
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（1）目　的

研究１の「日常的な魚介類の摂取量、摂取形態からみた魚料理の類型化」の結果より、以下の点が示

唆された。

主菜料理における魚介類の摂取重量は、女子学生が主ではあったが、１人１日当たり63.5ｇで、一般

的な１切れ分（１人前）であった。１人１日当たりの魚介類の摂取重量が「90～119ｇ」のタイプか、

１人１日当たり魚料理が「１品」または「２品」タイプが、他のタイプに比べて、摂取栄養素量やその

バランスによる評価指標により、栄養摂取水準は相対的に良好であった。つまり食事形態では、魚介類

の主菜料理のある食事を１食に加えて、少量使用の主食や副菜のある食事「１食+α」タイプが栄養面

で良好であった。また、このタイプは、中高年女性の結果から、体格等の健康面、食知識や食行動面、

食情報の交換や学習会等に積極的に取り組みをする等のQOLの面等においても相対的に良好であった。

そこで、パイロット調査では、魚介類の摂取を高める要因を明らかにするために、１）水産物の摂取

量（概量）を基にして摂取状況を把握し、２）水産物の摂取量のタイプ（概量による２段階に区分）と

魚介類へのAvailabilityやAccessibility等、食環境との関連を検討した。

（2）方　法

１）対象者の特性（表１、資料1）

回答者は新潟、岡山、高知県の３県５地区200名で、いずれも食生活改善推進協議会員（ヘルスメイ

ト）である。回答者の年齢は３県とも“60代”の割合が最も高く42.5％であり、次いで“50代”が

20.5％であった。職業は“一般職”が88.5％を占めた。

２）調査方法・内容（中間報告書；付表１：調査票）

①　調査時期；2004年３月

② 調査方法；新潟、岡山、高知県及び市の食生活改善推進員の担当者等を通じて、調査票を配布し、

自記式記入により回答、上記担当者により回収した。

③ 調査内容； i ）水産物の摂取状況、ii ）摂取への知識・態度・行動、iii ）水産物、（魚介類）の入手

状況、iv ）水産物に関する情報の入手状況等である。

④ 調査地域；水産物の入手条件とのかかわりで、海に近接する「海辺地区」と、そうではない「非海

辺地区」とを選定した。但し、新潟県は「海辺地区」のみである。

⑤ 解析方法；１人１日当たりの水産物の摂取重量のタイプと上記③の i ）、ii ）、iii ）、iv ）の諸項目と

の関連を、構成比により比較検討をした（χ2検定）。

研究２　日常的な水産物摂食の現状－パイロット調査－

解析・執筆　　　　　　針谷順子　高知大学

現地調査　（新潟地区）村山伸子　新潟医療福祉大学

（岡山地区）本田真美　就実短期大学

（高知地区）針谷順子　高知大学
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（3）結　果

１）水産物の摂食状況

水産物の摂食状況は、調査票の問い35、36を基に、日常の１人１日当たりの魚介類の摂取量（概量）

で対象者をグループ分けし、１日の食事内容（料理構成）及びその中での水産物を使った料理の特徴を

みた。

①　地域別水産物摂取量（概量）のパターン構成（表２、３、参照；図１）

日常の水産物の摂取量の概量把握は、“ほとんど食べない”、“１人前の半分”を「１人前より少な

い」群とし、“１人前（１皿分）”、“1.5人前”、“２人前”、“２人前以上”を「１人前より多い」群と

して２区分にした。“ほとんど食べない”は1.0％、２人前以上は0.5％で極めて低率であった。

全体では「１人前より少ない」群が49名26.2％、「１人前より多い」群が138名73.8％であり、いず

れの県の「海辺地区」、「非海辺地区」ともにほぼ同傾向であった。「１人前より多い」群が新潟では

他県に比べてやや低率であり、岡山県は「非海辺地区」に比べて「海辺地区」が低率であった。

②　水産物の摂取形態（表４、５）

魚介料理を含めて対象者が１日に食べた全料理の主食群、主菜群、副菜群、その他群別出現料理数

は計2,410種で、１人１日当たりの平均は約12.1種であった。内数（述べ数）は、主食は延べ523種、

主菜604種、副菜565種、その他718種である。これは、１人１日当たりでは主食2.6種、主菜3.0種、副

菜2.8種、その他3.6種となり、１日３食と仮定すると、主菜が主食、副菜に比べて高値を占めていた。

2,410種のうち魚介料理は343種で、14.2％を占め、１人１日当たり約1.7種であった。魚介料理は主

菜が最も多く86.6％を占めた。

中でも、生魚を用いた焼き物が最も多く、次いで刺身であった。

200名の１日当たりの魚介料理は1.7種で、そのうち大半の1.5種が主菜であった。高知の「海辺地区」

では、主菜1.8種、計2.0種と最も多く、逆に岡山県の「海辺地区」は計1.4種と最低値で、同県の「非

海辺地区」に比べても低値であった。

２）水産物の摂取量と諸要因との関係（表６、７、参照；図２、３、資料１～８）

水産物の摂取量を高める要因を明らかにするために、上記１）の結果を基に対象者を水産物の摂取量

で「１人前より多い」群と「１人前より少ない」群の２区分にし、諸項目間の関係をみた。

①　回答者と世帯特性

i ）年齢：回答者の年齢では、「１人前より多い」群は「１人前より少ない」群に比べて、“60代”、

“70代”がそれぞれ約10％高かった。また、「１人前より多い」群は世帯の構成でも、回答者を含め

て“65歳以上の人がいる世帯”が75.4％と「１人前より少ない」群53.1％に比べて約22％高く、年

齢は高齢層が多かった。

ii ）魚への嗜好

魚が嫌いな人が世帯にいるか、“いいえ”と回答した者は、全体で93.0％と概して好まれていた。

“はい”、つまり嫌いな人が世帯にいるとした者が「１人前より多い」群では2.9％であったが、「１
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人前より少ない」群では12.2％と高率を占めた。

iii ）食材料の入手（買い物）

食材料の入手を“する”とした者は、全体の回答者では93.0%を占めたが、「１人前より多い」群

は「１人前より少ない」群に比べて、回答者以外に買い物をする割合が7.9％と高かった（「１人前

より少ない」群は4.1％）。

②　食物（鮮魚）の入手条件

「１人前より多い」群は「１人前より少ない」群に比べて、以下の特徴がみられた。

i ）鮮魚の入手頻度では、“ほぼ毎日”とした者が高率である（「１人前より多い」群39.9％、「１人

前より少ない」群14.3％）。

ii ）鮮魚が“とても入手しやすい”とした者が多い。

ａ）販売している時間面（「１人前より多い」群43.5％、「１人前より少ない」群24.5％）。

ｂ）ａ）を含めて、価格、距離、交通手段等を加味した、総合評価の面（「１人前より多い」群

39.9％、「１人前より少ない」群18.4％）。

iii ）鮮魚を入手する形態は、“丸ごと”が高率である（「１人前より多い」群55.1％、「１人前より少

ない」群40.8％）。

③　水産物の摂取の食べる面、作る面

水産物を使った料理、主食１種、主菜３種、副菜１種、汁物１種の計６種についていずれも日本風

料理と外国風料理を対比させ、どちらをより多く食べているか等の回答を求めた。（イ）どちらが好

きか（料理の文化圏への嗜好）、（ロ）家ではどちらを食べるか（家庭内での魚介料理の摂取頻度）、

（ハ）外（食）ではどちらを食べるか（外食での魚介料理の摂取頻度）、（ニ）家ではどちらを多く作

るか（家庭内での魚介料理の調理頻度）等の態度・行動面をみた。その結果、有意差のみられたもの

は、以下のとおりである。

i ）料理の文化圏への嗜好（イ）

主食と汁物いずれも「１人前より多い」群は「１人前より少ない」群に比べて日本風料理の割合

が高率。

ii ）外食での魚介料理の摂取頻度（ハ）

主菜　なま物料理；「１人前より多い」群、「１人前より少ない」群いずれも日本風料理が高率。

焼き物料理；「１人前より多い」群は日本風料理と外国風料理ともに高率。

揚げ物料理；「１人前より多い」群は外国風の料理の割合がやや高率。

副菜　野菜等の酢の物料理；「１人前より多い」群は日本風料理が高率。

iii ）家庭内での魚介料理の調理頻度（ニ）

主食、主菜のなま物料理、副菜の酢の物料理、汁物のいずれも、「１人前より多い」群は日本風

料理が高率であった。

なお、「１人前より少ない」群では、外食での魚介料理の摂取頻度（ハ）及び家庭内での魚介料

理の調理頻度（ニ）において、“どちらも該当しない”、つまり、食べたり、作ったりしない者が多

くみられた。
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３）日常の食べ物（料理）との関係

日常の食事の中での主要な料理を取り上げた宮城コホートで、健康面との関係が確認されている料理

と水産物の摂取量との関係をみた。

「１人前より多い」群は「１人前より少ない」群に比べて、以下の特徴がみられた。

① 主食のごはんでは、「１人前より多い」群は“１日３杯”が最頻値（「１人前より少ない」群は“２

杯”）。

②　主食のパンは、「１人前より多い」群、「１人前より少ない」群いずれも“ほとんど毎日”が最頻値。

③ 魚介類では、「１人前より多い」群は“ほとんど毎日”が最頻値（「１人前より少ない」群は“週に

３～４日”）。

④ 新鮮な魚介類では、「１人前より多い」群は“週に３～４日”が最頻値（「１人前より少ない」群は

“月に１～２日”）。

⑤ かまぼこ・ちくわでは、「１人前より多い」群は“週に１～２日”が最頻値（「１人前より少ない」

群は“月に１～２日”）。

⑥　漬物では、「１人前より多い」群、「１人前より少ない」群いずれも“ほとんど毎日”が最頻値。

⑦　中国茶は、「１人前より多い」群、「１人前より少ない」群いずれも“飲まない”が最頻値。

以上が水産物の摂取量（概量）の２つの区分間で有意差のみられた項目である。これらより、水産物

の摂取量を高める要因として、水産物が好きなこと、入手条件として得やすいことがある。その結果、

魚介料理を多く作り、食べていることが明らかになった。また、魚介料理は外国風料理に比べて日本風

料理が多く、加えて、その料理とのつながりは、ごはんや漬物等の日本風料理で強く、それらの組み合

わせから、日本風料理の食事となることが示唆された。

（4）考　察

本結果の解析は、水産物の摂取量（概量）に基づくものではあったが、水産物を用いた料理として挙

げられたものは、魚介料理であった。これは、選択肢に設定した概量のランクを「１人前」としたこと

により、魚介料理のイメージとつながったものと思われる。その点で、本結果は魚介類の摂取量を高め

る要因として理解することが妥当と思われる。

水産物の摂取量を高める要因として、Availabilityは「海辺地区」が必ずしも高いとは言えないこと、

また、水産物の情報及び入手先に、摂取量の多少による群間に差がみられないこと等から、本調査では

Accessibilityに比べてその影響は小さかった。

なお、Accessibilityは、鮮魚の入手及び一般的に鮮度が求められる“丸ごと”の魚介の入手にかかわ

っており、本調査におけるこれらの項目の重要性が示唆された。
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図２　主菜の魚介料理の調理法別出現数の構成

図１　地域別水産物の摂取量（概量）の構成／１人１日当たり
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図３　地域別、主食・主菜・副菜料理別魚介料理出現数／１人１日当たり

表１　対象者数
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表２　地域別水産物の摂取量（概量）／１人１日当たり

表３　地域別水産物の摂取量（概量）パターン構成
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表４　主食・主菜・副菜別出現料理
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表５　地域別主食・主菜別魚介料理出現数
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表６　日常的な水産物の摂取に関する実態（パイロット調査）水産物の摂食量に関する要因
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表７　日常的な水産物の摂取に関する実態（パイロット調査）水産物の摂食量に関する要因
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資料１　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）
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資料２　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）
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資料３　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）
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資料４　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）
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資料５　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）
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資料６　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）
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資料７　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）
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資料８　水産物の摂取量に及ぼす諸要因の関係（パイロット調査）



（1）はじめに

人びとの健康や健全な食生活、健康や生活の質の向上、地域の活性化のため、さらに食環境自体の質

の向上のために、食環境と人間の食生活の構造的な理解が必要である。

人々が食生活を営むことに関係する環境には、周囲の人々の支援、食物へのアクセス、情報へのアク

セス、自然・社会環境がある。このうち、食環境とは、食物へのアクセスと情報へのアクセス、並びに

両者の統合を意味する（厚生労働省「健康日本21」報告書）。食物へのアクセスとは、人間が食物を選

択し、準備して食べるという営みの対象物である食物が、どこで生産され、どのように加工され、流通

され、食卓に至るかという、食物生産・提供のシステム全体を意味する。情報へのアクセスとは、地域

における栄養や食生活関連の情報、並びに健康に関する情報の流れ、そのシステム全体を意味する。

（厚生労働省「健康づくりのための食環境整備に関する検討会」報告書）

足立、磯田ら（1976）、足立、針谷（1980）は、都市化の指標として食料品店の分布を用い、食生活

の近代化を反映していることを示した。また、山本、足立（1984）は、トンガ王国での調査で、食環境

が異なる２つの地域（都市と離島）で長期的な調査をおこない、食環境の違いや変化が食生活や健康の

違いや変化と連動していることを示している。

本研究では、食環境の中でも主として食物へのアクセスを取り上げて検討したので、以下、食物のア

クセス面について記載する。

これまで、食物のアクセスとして一言で示されているが、実際には環境側の概念である食物のアベイ

ラビリティと、世帯や個人側の概念である食物のアクセシビリティが混在している。食物のアベイラビ

リティとは、当該食物の「提供状況（入手可能か否か）」であり、地域でどのくらいその食べ物が流通、

販売されているかである。食物の販売店の数などがこれにあたる。食物のアクセシビリティとは、世帯

または個人からみた概念であり「入手しやすさ」である。世帯の調査で価格、交通手段などの面で「入

手しやすさ」を回答してもらい、あるいは観察により把握する。

環境の改善をしようとするとき、地域での食物のアベイラビリティと食物のアクセシビリティーは分

けて検討し、その両方を考慮する必要がある。同じ地域であれば、食物のアベイラビリティー「提供量

（入手可能か否か）」は同じはずであるが、世帯や個人によって、食物のアクセシビリティー（「入手し

やすさ」）は異なる可能性がある。例えば、同じ価格でも、ある世帯にとっては高く、ある世帯にとっ

ては安いと感じる場合があるためである。食環境の改善をしようとする場合、一律に「提供量」を変え

れば、地域全体の世帯や個人が「入手しやすくなる」かというと、そうではない可能性がある。これま

で価格が高いと感じて入手しにくかった世帯が、入手量を増加するためには、所得が変わらないとすれ

ば価格を安くするか、付加価値をつけて安いと思うようにする対策が必要である。このように世帯や個

人の条件によって食物のアクセシビリティは異なるので、どのような世帯や個人をターゲットにすると

きは、どのような面の食物のアクセシビリティを改善することが必要・・・というように対象にあわせた

対策をたてるためにも、食物のアベイラビリティと食物のアクセシビリティを分けて考える必要がある。
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IV．食環境、特に魚のフードアベイラビリティとその評価指標に関する研究

村山伸子　新潟医療福祉大学

衛藤久美　女子栄養大学栄養科学研究所



村山（1989）は、食環境の構造的な理解として、地域のアベイラビリティと世帯のアクセシビリティ

に分けて、同じ地域内（したがって同じアベイラビリティ）でも、世帯にとってのアクセシビリティが

異なるのは何故か、どのような要因が関わるのかを検討した。そこから世帯にとってのアクセシビリテ

ィを高めるような、地域の食環境（地域のアベイラビリティ）はどのようなものかを検討した。

さらに、足立、村山らは、都市と離島での調査から、食環境によって水産物の摂食に関わる要因が異

なることを示した。都市では水産物の流通量に制約があり、離島では自由に海から獲ることができる環

境である。都市では、価格も高く市場も遠いため、個人の水産物に対する知識や態度よりも、車や冷蔵

庫をもっていることが水産物の摂取頻度に影響していた。逆に自由に入手可能な離島では、個人の知識

や態度が水産物の摂取頻度に影響していた。

さらに、ヘルスプロモーションの考え方が普及する中で、食環境や食環境づくりに関する研究も増え、

食環境と食生活との関連も研究されてきている（表１～４）。しかし、どのように食環境を把握したら

よいのか、あるいは、本当に食環境と食生活に関係があるのか、あるとしたらどのような関係なのかを

検討した研究は少なく、一定の定説に至っていない。

以上をふまえ、本研究では、以下のような目的、仮説の設定をした。

目的

１）地域レベルでの食環境指標案の作成

①　食物のアベイラビリティ、アクセシビリティ指標の整理

２）地域レベルでの食環境要因と、世帯レベル、個人レベルの食生活との関係を明らかにすること

① 食環境（食物のアベイラビリティ）が異なる地域で、世帯レベルの食物の入手しやすさ（食物のア

クセシビリティ）、個人レベルの知識・態度、行動が異なるかを検証する。

② 地域レベルの食環境（食物のアベイラビリティ）が、個人レベルの水産物の摂食に直接的に影響す

るかを検証する。

③ 地域レベルの食環境（食物のアベイラビリティ）が、個人レベルの水産物の摂食に間接的に影響す

るかを明らかにする。すなわち、地域レベルの食環境（食物のアベイラビリティ）が異なるところで

は、水産物の摂食に関わる、世帯レベルの要因（食物や食情報の入手しやすさなど）や個人レベルの

要因（知識・態度など）が異なる。

作業仮説

１）地域の水産物のアベイラビリティが高い地域では、世帯のアクセシビリティは高く、個人の知識・

態度・スキル・摂食量（摂取頻度）が高い。

２）世帯での摂食量（摂取頻度）に対して、地域の水産物のアベイラビリティと、世帯のアクセシビリ

ティ、個人の知識・態度は、おたがいに独立して関係する。

３）食環境（食物のアベイラビリティの高低）によって、個人の摂食量（摂取頻度）に関係する要因は

異なる。

① 食物のアベイラビリティが高い地域：世帯での食物の入手しやすさ（アクセシビリティ）よりも、

個人の食知識・態度・スキルの影響が大きい。

② 食物のアベイラビリティが低い地域：個人の食知識・態度・スキルよりも、世帯での食物の入手し
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やすさ（アクセシビリティ）の影響が大きい。

（2）方　法

２－１．先行研究からみた食環境指標の整理

１）食環境指標全体の枠組み

①　Glanz （表１）

②　Cheadle （表２）

③　Swinburn （表３）

２）食物のアベイラビリティ、アクセシビリティの指標

食環境指標を含む先行研究をレビューした結果を表４に示す。

アベイラビリティとしては、食物の「有無」、「価格」が用いられていた。

アクセシビリティとしては、距離（場所）、交通手段、販売時間が用いられていた。

足立、磯田ら（1976）では、小さいサイズの地域の都市化指標に食料品店の分布を用いられていた。

３）水産物調査での食環境指標

以上より、本水産物調査では、表５のように指標と調査方法の整理をおこなった。地域のアベイラビ

リティを把握するための食環境調査項目は、①市町村単位の水産物販売の有無、②水産物の価格、③食

生活調査対象小学校区の水産物販売店数と販売形態とした。

世帯側のアクセシビリティの指標としては、水産物やその情報の入手経路、入手方法、入手しやすさ

とした。

２－２．調査方法

１）地域における水産物のアベイラビリティ

①　市町村単位の水産物の販売店数

i ）調査方法：文献調査法

平成14年商業統計調査を用いた。調査項目は、市町村単位の事業所数、就業者数（人）、年間販売

額（万円）、商品手持額（万円）、売場面積（㎡）である。また、それぞれの項目について、人口一人

当たりの数量を算出した。人口は、柏崎市を除いて平成12年度国勢調査（平成14年10月１日の人口）

とした。柏崎市は、住民基本台帳人口（平成14年）とした。調査対象とした店の業態は、水産物を扱
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っている可能性が高いものを対象とした。対象とした業態は産業分類に基づき、以下のとおりである。

ii）調査対象：宮城、新潟、岡山、北海道（名寄市）、埼玉、高知の食生活調査対象小学校がある市町

村とした。

②　水産物の価格

i ）調査方法：文献調査法

小売物価統計調査を用いた（県庁所在市、人口15万人以上の市のみデータあり）。

原則2004年（平成16年）の値とするが、調査時点で出版されていなかった場合には、最新の年次の

データとした。調査項目は100ｇあたりの価格（円）とした。調査対象の水産物の種類は、全国的に

販売されている24種とした（まぐろ、あじ、いわし、かつお、カレイ、さけ、鯖、秋刀魚、たら、タ

イ、ぶり、たこ、えび、アサリ、かき、ホタテ、塩鮭、たらこ、しらす干、干しあじ、丸干しいわし、

煮干、ししゃも、魚肉加工品）。

ii）対象：宮城、新潟、岡山、北海道（名寄市）、埼玉、高知の食生活調査対象小学校がある市町村と

した。

③　小学校区単位の水産物の販売店数、販売形態

i ）調査方法：観察・記録法

事前にトレーニングした調査員が、マニュアル（付表１）にしたがって小学校区の住宅地図に店の

位置をプロットし、店ごとの記録用紙（付表２－１、２－２、２－３）に水産物の種類、販売形態

（丸ごと、切り身）別に販売の有無を記載した。記録する水産物の種類は、前述の価格調査で用いた

24種とした。その後、地域ごとに、集計用紙（付表３）にしたがって、集計をした。

解析にあたっては、小学校区の人口の差を補正するために、当該小学校の４、５年生の児童数100

人あたりの店数を算出した。

ii）対象：宮城、新潟、岡山、北海道（名寄市）、埼玉の漁村地区と非漁村地区であり、児童・保護者

の食生活調査対象小学校区。

iii）調査時期：2005年５月～７月。

分析に使用した産業分類項目
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２）世帯における水産物のアクセシビリティ

①　調査方法：質問紙法

② 対象：食生活調査対象者。宮城、新潟、岡山、北海道（名寄市）、埼玉の各道県の漁村地区と非漁

村地区で、食生活調査を実施した世帯（小学校４、５年生がいる世帯）。保護者と児童の両方の回答

がある世帯のみ解析対象とした。表６に対象地区と調査数、解析数を示す。

③　調査時期：2004年11月

３）個人の水産物摂食に関する知識・態度・行動

①　調査方法：質問紙法

②　対象：上記世帯の児童（４、５年生）とその保護者（本解析では母親のみ）

③　調査時期：2004年11月

④ 解析方法：仮説１については、小学校区のアベイラビリティが高い地域と低い地域間の世帯、個人

の水産物に関連する要因の差についてカイ二乗検定をおこなった。仮説２については、母親と児童に

ついて、水産物摂取頻度を従属変数とし、それに関連する要因（地域のアベイラビリティ、世帯のア

クセシビリティ、個人の知識・態度）を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）をおこなっ

た。仮設３については、地域の水産物のアベイラビリティが高い地域と低い地域に分け、それぞれの

地域で、水産物摂取頻度を従属変数とし、それに関連する要因（世帯のアクセシビリティ、個人の知

識・態度）を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）をおこなった。

（3）結　果

１）市町村レベルでみた水産物のアベイラビリティ

①　市町村別水産物販売の有無

卸売業：人口千人あたりの水産物卸売業の事業所数が最も多いのは、岡山県の漁村地区である寄島町

の1.68であった。次いで、高知県の漁村地区である大方町の0.71であった。最も少なかったのは、鶴ヶ

島町の0.13であった。従業員数でも同様に、寄島町が21人と最も多かった。（表７－１）

小売業：人口千人あたりの鮮魚小売業事業所数が最も多かったのは、岡山県の漁村地区である寄島町

の6.42であった。次いで、高知県の漁村地区である大方町の1.12であった。最も少なかったのは、鶴ヶ

島町の0.07であり、卸売り業と同様の傾向が見られた。（表７－２）

コンビニなどを含むその他の飲食料品小売業の事業所数でも、高知県の大月町2.79、大方町2.54、寄

島町2.45と漁村地区のほうが人口あたりでは多かった。したがって、店全体として人口に対する数が多

いことが考えられた。そこで、地域にある非鮮魚店以外の食料品店に対する鮮魚店の割合の指標として、

鮮魚小売事業所数／その他の小売業数を算出し比較すると、この指標でも漁村地区のほうが高い結果で

あった。（表７－３）

したがって、商業統計で把握できる人口あたりの鮮魚小売店数の指標は、地域の特性を反映している

可能性が高いことが確認でき、水産物のアベイラビリティの指標として、有効である可能性が示唆された。

②　市町村別水産物の価格

市町村別に、全国的に流通している水産物の価格を比較すると、水産物の種類によって価格の高低に
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地域差がみられた。鮮魚の平均価格は、非漁村地区である所沢が最も低く、水産物の流通が比較的多い

高知で高いという結果であった。（表８）

全体として、小売物価統計調査で把握できる小売価格からは、価格が低くアベイラビリティ が高い

順に、仙台、新潟、旭川、高知、所沢、岡山の順であった。

本指標を用いて地域比較をする場合、次のような課題がある。データが県庁所在市及び人口15万人以

上の市に限られるため、漁村地区のデータが入手できないこと。その地域で安く入手できる水産物が地

域ごとに異なるため、比較ができないこと、地域によって価格が低い時期が異なることなどであった。

したがって、小売物価統計調査の価格で地区のアベイラビリティを評価することは、難しいことが示唆

された。

以上より、以降の調査では、アベイラビリティとして価格の指標は用いず、店の数を主な指標とした。

また、住民の水産物に関連する食行動との関係を検討するにあたり、店の数という量的な影響だけでな

く、質的な影響も検討するために、水産物の販売形態（丸ごとか切り身か、鮮魚か加工か）も指標とし

た。

２）小学校区レベルでみた水産物のアベイラビリティ

食生活調査対象小学校区の水産物販売店数と販売形態を調査した結果、以下が明らかとなった。

表９に店の種類別数を示す。児童（当該小学校区の小学校４、５年生）100人あたりの水産物を扱う

店数は、小学校区あたり平均で漁村地区12.6店、非漁村地区6.5店であった。鮮魚を扱う店として、コン

ビニ以外の店の数は、小学校区あたり平均で漁村地区は10.8店、非漁村地区は4.1店であり、漁村地区は

非漁村地区に比較して多かった。

表10に水産物の種類別販売店数を示す。水産物を販売する店の中で、魚介類を販売する店の割合は、

漁村地区67.3％、非漁村地区70.6％、練り製品を販売する店の割合は漁村地区55.0％、非漁村地区

54.2％であり、ほぼ同じであった。個別の種類でみても、漁村地区と非漁村地区で扱う水産物の種類に

大きな差はみられなかった。

表11－１に水産物の販売形態別の販売率を示す。表11－２は、漁村地区、非漁村地区別に集計した結

果である。丸ごと生で販売している店の率は、漁村地区23.7％、非漁村地区20.7％であり、大きな違い

はみられなかった。切り身についてみると、生は漁村地区31.1％、非漁村地区23.2％、加工は漁村地区

77.7％、非漁村地区88.6％であり、漁村地区では、生の形態で販売する店の割合が多く、非漁村地区で

は加工した形態で販売する店の割合が多かった。

３）地域のアベイラビリティと世帯の水産物や水産物情報へのアクセシビリティ、保護者の水産物に関

する知識・態度・行動との関係

ここまでの解析より、水産物の地域でのアベイラビリティの指標として、小学校区の水産物を扱う店

数（小学４、５年生100人あたりの店数）を用いることとし、以下の解析をおこなった。水産物のアベ

イラビリティの指標である小学校区の水産物販売店数（児童４、５年生100人あたり）が、10店以上の

地域を「水産物のアベイラビリティが高い地域」、10店未満の地域を「水産物のアベイラビリティが低

い地域」とした。10店で区切ったのは、今回調査した小学校区の平均値が約10店であったため、平均値
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以上、未満で区分した。

【仮説１の検証】

「地域の水産物のアベイラビリティが高い地域では、世帯のアクセシビリティは高く、個人の知識・

態度・スキル・摂食量（頻度）が高い」？

表12に、水産物の地域でのアベイラビリティ別の世帯のアクセシビリティ、母親の水産物に対する知

識、態度、行動を示す。地域の水産物のアベイラビリティが高い地域では、低い地域に比べて、以下の

特徴がみられた。（店の数が少ない地域、多い地域）

・鮮魚の入手しやすい世帯が少ない（総合評価）（44.3％、35.8％）

・水産物情報が入手しやすい世帯が多い（9.1％、16.7％）

・地元で捕れる水産物を食べることができると思う人が多い（16.7％、40.8％）

・主要な水産物入手先は、鮮魚店や市場が多い（3.5％、11.4％）

・水産物（魚）の入手頻度がほぼ毎日の人が多い（4.7％、7.8％）

・水産物の入手で最も重視することとして鮮度をあげた人が多い（25.9％、31.7％）

・水産物調理のマイナス要因として、価格をあげた人が多い（38.7％、49.9％）一方、調理法を知ら

ないをあげた人は少ない（30.3％、21.5％）

・水産物の入手形態では、お祝いや特別なときに、丸ごとの魚をあげた人が多い（20.4％、37.2％）。

メインのおかずの場合にも同様に丸ごとと回答した人が多い（16.6％。28.3％）。

・干魚、塩魚の摂取頻度が月１－２日以下の人が多い（41.4％、51.1％）

・1日の水産物の摂食重量が、約90gかそれ以上の人が多い（24.6％、31.9％）

・現在の水産物の食べ方に満足している人が多い（6.4％、10.4％）

一方、水産物の摂取頻度に差はみられず、知識、態度にも差はほとんどみられなかった。しかし、水

産物のアベイラビリティが高い地域で、水産物の入手頻度が多い、水産物の情報が入手しやすい、地元

で捕れた水産物を食べることができるとした人が多かったなど、特徴がみられた。

以上より、地域の水産物のアベイラビリティが高い地域で、世帯の水産物のアクセシビリティは高い

わけではなく、個人の知識・態度・スキル、摂食量（頻度）といった多くの項目では、アベイラビリテ

ィが低い地域と差が無かった。したがって、仮説１は、肯定されなかった。

表13に、児童について同様に検討した結果を示す。地域の水産物のアベイラビリティが高い地域では、

低い地域に比べて、以下の特徴がみられた。（店の数が少ない地域、多い地域）

・家族と水産物料理を作る頻度がときどきある＋よくある人が多い（22.3％、28.7％）。

・水産物について家族と話をすることがよくある人が多い（7.3%、12.6％）

・学校給食で水産物料理をいつも残さず食べる子は少ない（49.8％。33.8％）

地域のアベイラビリティにより児童の摂取頻度の違いは見られなかった。

母親、児童ともに、アベイラビリティが高い地域では、水産物にふれる機会が多いことや情報の受発

信をしているものの、摂取頻度には関係していないことがわかった。

【仮説２の検証】

「世帯での摂食量（頻度）に対して、地域の水産物のアベイラビリティと、世帯のアクセシビリティ



は、おたがいに独立して寄与する。」？

表14－１に、従属変数を水産物の摂取頻度、独立変数を水産物の地域でのアベイラビリティ、世帯で

のアクセシビリティ、世帯の個人（母親）の要因とし、重回帰分析をおこなった結果を示す。

水産物の摂取頻度に対して、地域でのアベイラビリティ、世帯のアクセシビリティはともに関係して

いなかった。むしろ、水産物の摂取頻度には、個人の関心、嗜好、自己効力感などが関係していた。表

14－２は、新鮮な水産物の摂取頻度に関連する要因を検討したものである。新鮮な水産物の摂取頻度に

は、地域での水産物のアベイラビリティは関係しておらず、世帯の水産物のアクセシビリティが関係し

ていた。

表15に、児童について同様に検討した結果を示す。水産物料理の摂取頻度に関連する要因としては、

世帯でのアクセシビリティや個人の態度、嗜好などは関連していたが、地域の水産物のアベイラビリテ

ィは関連していなかった。

以上より、仮説２は一部肯定された。地域の水産物のアベイラビリティは水産物の摂取頻度には直接

関係しておらず、世帯での水産物のアクセシビリティは「新鮮な魚介」の摂取頻度に関係していた

（「水産物」全体では関係していなかった）。むしろ、水産物の摂取頻度には、個人の関心、嗜好、自己

効力感などが関係していた。

【仮説３の検証】

「食環境（食物のアベイラビリティの高低）によって、個人の摂食量（頻度）に関係する要因は異な

る。①食物のアベイラビリティが高い地域：世帯での食物の入手しやすさ（アクセシビリティ）よりも、

個人の食知識・態度・スキルの影響が大きい。

②食物のアベイラビリティが低い地域：世帯での食物の入手しやすさ（アクセシビリティ）は、個人

の食知識・態度・スキルよりも影響が大きい。」？

表16に、水産物のアベイラビリティが高い地域（表16－１）と、低い地域（表16－２）に分け、それ

ぞれについて、従属変数を水産物の摂取頻度、独立変数を世帯での水産物のアクセシビリティ、世帯の

個人（母親）の要因とし、重回帰分析をおこなった結果を示す。

水産物のアベイラビリティが高い地域では、個人の態度、水産物に関する情報のアクセシビリティが

関係し、水産物のアクセシビリティは関係していなかった。一方、水産物のアベイラビリティが低い地

域では、個人の嗜好・態度・知識が関係し、水産物や情報のアクセシビリティは関係していなかった。

表17に、従属変数を新鮮な水産物の摂取頻度にして、母親について同様に重回帰分析をおこなった結

果を示す。水産物のアベイラビリティが高い地域では、個人の態度、水産物に関する情報のアクセシビ

リティが関係し、水産物のアクセシビリティは関係していなかった。一方、水産物のアベイラビリティ

が低い地域では、個人の嗜好・態度・知識の他、水産物のアクセシビリティが関係し、情報のアクセシ

ビリティは関係していなかった。

表18に、児童について、従属変数を水産物料理の摂取頻度、独立変数を世帯での水産物のアクセシビ
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リティ、個人（児童）の要因とし、重回帰分析をおこなった結果を示す。水産物料理の摂取頻度に対し、

水産物のアベイラビリティが高い地域では、世帯の水産物に関する情報のアクセシビリティ、個人の態

度、家族との情報交換、地域の水産物売り場に行く頻度が関係し、世帯の水産物のアクセシビリティは

関係していなかった。一方、水産物のアベイラビリティが低い地域では、世帯の水産物のアクセシビリ

ティ、個人の態度、家族との情報交換、地域の水産物売り場に行く頻度が関係し、情報のアクセシビリ

ティは関係していなかった。

この結果は、表17の母親の新鮮な水産物についての結果とほぼ一致していた。すなわち、個人の摂取

頻度に関係する要因として、地域の水産物のアベイラビリティが高い場合は、世帯レベルでの食情報の

アクセシビリティが影響し、地域の水産物のアベイラビリティが低い場合は、世帯レベルでの食物のア

クセシビリティが影響していた。また個人の自己効力感などの態度は共通に関係していた。食環境は、

個人の摂食量に関わる世帯レベルの要因を変えていることが示された。

以上より、仮説３は、ほぼ肯定された。

食環境（食物のアベイラビリティの高低）によって、個人の摂食量（頻度）に関係する要因は異なっ

ていた。すなわち、①食物のアベイラビリティが高い地域：世帯での食物の入手しやすさ（アクセシビ

リティ）よりも、個人の食知識・態度・スキルの影響が大きいことは、示された。

しかし、今回の研究から、仮説に入れていなかった、世帯での食情報の入手しやすさ（アクセシビリ

ティ）が関係していることがわかり、世帯での情報の入手しやすさ→個人の食知識・態度・スキルの形

成というルートを考える必要があることがわかった。②食物のアベイラビリティが低い地域：世帯での

食物の入手しやすさ（アクセシビリティ）は、個人の食知識・態度・スキルよりも影響が大きいとはい

えないが、影響していることが示された。

（4）考　察

１）結果の解釈について

仮説１が肯定されなかった原因として、食環境指標が妥当であったかどうかがある。今回用いた、店

の数では、世帯のアクセシビリティや個人の知識・態度・行動を説明できないことが示された。このこ

とは、食環境指標のアベイラビリティと世帯の入手しやすさの指標のアクセシビリティとは、必ずしも

一致しないことを意味すると考えられる。この原因として、今回使用したアベイラビリティ指標が妥当

であったかどうかの問題がある。食環境指標については、いくつかの先行研究があるが、まだ開発途上

であり、今後のさらなる検討が必要であるといえる。また、食環境（食物のアベイラビリティ）は、直

接個人の知識・態度・行動に影響するというよりは、世帯の入手可能性が、個人の知識・態度・行動に

影響する程度を規定するものかもしれない。

仮説２では、個人の摂取頻度に対して、地域の水産物のアベイラビリティは水産物の摂取頻度には直

接関係しておらず、また世帯での魚介のアクセシビリティは「新鮮な魚介」の摂取頻度にのみ関係して

いた（「水産物」全体では関係していなかった）。むしろ、水産物の摂取頻度には、個人の関心、嗜好、

自己効力感などが関係していた。このことから、個人の摂取頻度に影響する順番は、個人の関心、嗜好、

自己効力感、世帯でのアクセシビリティ、地域のアベイラビリティと考えられた。

仮説３では、個人の摂取頻度に関係する要因として、地域の水産物のアベイラビリティが高い場合は、
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世帯レベルでの食情報のアクセシビリティが影響し、地域の水産物のアベイラビリティが低い場合は、

世帯レベルでの食物のアクセシビリティが影響していた。また個人の自己効力感などの態度は共通に関

係していた。このことから、食環境は、個人の摂食量に関わる世帯レベルの要因を変えていると考えら

れた。

２）本結果を活用した効果的な取り組みについて

地域の食環境（水産物のアベイラビリティ）によって、水産物の摂食に関わる世帯レベルでの要因が

異なるという本結果をふまえると、世帯レベルでのアプローチとしては、食物（水産物）のアベイラビ

リティが高い地域では食情報へのアクセシビリティを高めることが有効であり、アベイラビリティが低

い地域では食物のアクセシビリティを高めることが有効であることが考えられる。

また、個人レベルでのアプローチとしては、水産物摂食に関わる個人の知識・態度を高めていくよう

な働きかけが有効であると考えられる。例えば、児童であれば、「もっと魚を食べることを自分はでき

る」という自己効力感は、アベイラビリティが高い低いに関わらず、重要な要因としてあげられた。ま

た、家族との水産物情報交換や水産物販売店に行くことも要因としてあげられた。これらの要因を高め

ていくような働きかけが有効であると考えられる。

３）食環境づくりを検討する枠組み構築へ向けて

個人の食行動に関連する要因の整理のしかたとして、世帯レベルの指標（アクセシビリティ）と、地

域レベルの指標（アベイラビリティ）は今回の調査では必ずしも連動していない（地域の食環境は直接

個人の食行動に影響することは少ない）ことが示唆されたため、分けて考える必要がある。このことは、

食環境（食物のアベイラビリティ）を変えれば、自動的にすべての世帯のアクセシビリティが変わり、

個人の食行動が変わるものではないことを示していると考えられる。

むしろ地域レベルの食環境（食物のアベイラビリティ）が異なる場合、その地域ごとに、個人の食行動

に対する世帯レベルの要因が異なっていた。同じ食物のアベイラビリティでも世帯レベルでの食物のア

クセシビリティが異なるのが何故か、その要因を明らかにすることで、アクセシビリティを高めるため

の食環境とは何かを検討することにつながると考えられる。

今回は、食環境（食物のアベイラビリティ）の指標として、店の数をとりあげたが、もっと質的なこ

と（例えば、店の開店時間や駐車場の有無など）が、世帯のアクセシビリティに影響しているのかもし

れない。

また、今回の解析では、水産物摂食に対して、地域レベル、世帯レベル、個人レベルの要因が関わる

かどうかを個々に検討したが、今後は、地域レベル、世帯レベル、個人レベルの要因の関係を検討する

ことで、食環境のどこを変えたらどのようなルートで最終的に摂食行動が変わるのかが明らかになるも

のと考えられる。

食環境を評価、チェックするための質問票（案）を示す。
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（5）まとめ

１）食環境指標のレビューをおこない、地域の水産物のアベイラビリティの指標として販売の有無＝店

の数をとりあげた。

２）小学校区の水産物販売店の観察記録をおこない、地域の水産物のアベイラビリティを把握した。

３）個人レベルでの水産物の摂取頻度に対して、地域レベルの水産物のアベイラビリティ、世帯レベル

の水産物および水産物情報のアクセシビリティ、個人レベルの知識・態度の要因を検討したところ、以



下のことが明らかとなった。

① 地域の水産物のアベイラビリティの高い地域と低い地域で比較をした結果、世帯の水産物のアクセ

シビリティ、個人の水産物の摂取頻度、知識等には差が見られなかった。このことから、水産物のア

ベイラビリティは直接的に世帯の水産物のアクセシビリティや個人の摂食に関わる要因や摂取頻度へ

影響するわけではないことが示唆された。

② 水産物の摂取頻度を従属変数として、地域の水産物のアベイラビリティ、世帯の水産物や情報のア

クセシビリティ、個人の知識・態度を独立変数として重回帰分析をおこなった結果、個人の摂取頻度

に対して、地域の水産物のアベイラビリティは水産物の摂取頻度には直接関係しておらず、また世帯

での水産物のアクセシビリティは「新鮮な魚介」の摂取頻度にのみ関係していた（「水産物」全体で

は関係していなかった）。むしろ、水産物の摂取頻度には、個人の関心、嗜好、自己効力感などが関

係していた。このことから、個人の摂取頻度に影響する順番は、個人の関心、嗜好、自己効力感、世

帯でのアクセシビリティ、地域のアベイラビリティと考えられた。

③ 地域のアベイラビリティの高低の地域別に、同様の方法で個人の水産物の摂取頻度に影響する要因

を検討した結果、食環境（水産物のアベイラビリティの高低）によって、個人の摂食量（頻度）に関

係する世帯レベルの要因が異なっていた。個人の摂取頻度に関係する要因として、地域の水産物のア

ベイラビリティが高い場合は、世帯レベルでの食情報のアクセシビリティが影響し、地域の水産物の

アベイラビリティが低い場合は、世帯レベルでの食物のアクセシビリティが影響していた。また個人

の自己効力感などの態度は共通に関係していた。このことから、食環境は、直接個人の摂食量に関わ

るというよりは、個人の摂食量に関わる世帯レベルの要因を変容させると考えられた。
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表１　先進国の食環境整備の分類の枠組みと取り組み例

表２－１　食環境指標：地域ベースのヘルスプロモーションプログラムを評価するための指標

表２－２　地域レベルの指標（Community-level indicators; CLIs)
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表３－１　太平洋の諸島の地域におけるこれからの調査研究のための優先的なプロジェクトの例

表３－２　ミクロ的な環境とマクロ的な環境の場の例
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表５　食環境調査項目

表６　食環境調査の小学校区と調査対象世帯、解析対象世帯数
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表７－３　漁村・非漁村別　市町村レベルでの水産物の有無
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表８　主要品目の都市別小売価格－県庁所在市及び人口15万以上の市
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表11－１　水産物の種類別まるごと販売率

表11－２　水産物の種類別まるごと販売率（漁村・非漁村の比較）
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表12 水産物のAvailability別　水産物に関わる世帯レベル、個人レベル（母親）の要因
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表13 水産物のAvailability別　小学生（４、５年生）の水産物に関わる態度・行動
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表14－１　母親の水産物の摂取頻度に関連する要因

表14－２　母親の新鮮な水産物の摂取頻度に関連する要因
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表15 児童の水産物の摂取頻度に関連する要因
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表16－１　水産物のAvailabilityが高い地域における、母親の水産物の摂取頻度に関わる要因

表16－２　水産物のAvailabilityが低い地域における、母親の水産物の摂取頻度に関わる要因
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表17－１　水産物のAvailabilityが高い地域における、母親の新鮮な水産物の摂取頻度に関わる要因

表17－２　水産物のAvailabilityが低い地域における、母親の新鮮な水産物の摂取頻度に関わる要因
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表18－１　水産物のAvailabilityが高い地域における、児童の水産物の摂取頻度に関わる要因

表18－２　水産物のAvailabilityが低い地域における、児童の水産物の摂取頻度に関わる要因
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（1）背　景

魚等の水産物摂取と健康の関連について、日本人を対象とした大規模な疫学調査報告はまだ少ない。

「fish consumption」と「mortality」をキーワードとしてMedline注１）で検索したところ、過去５年間に

英語で報告された疫学研究の中で、水産物摂取と死亡率の関連を、地域住民を対象に５年以上追跡し検

討したコホート研究注２）は８件であった。その概要を表１に示す。

海外の文献を含め、水産物摂取頻度と死亡率の関連については、有意差ありとする報告と、有意差な

しとする報告が混在している。日本人を対象とした３件のうち、２件は水産物摂取頻度と死亡率に関し

て有意な関連なしという報告であった。

Ngoanらは、地域住民約13,000人を対象に10年間の追跡調査を行い、魚を含む食品摂取頻度と胃がん

による死亡のリスクの関連を検討した。「fresh fish」の摂取頻度を３段階にわけて比較した結果、胃が

んによる死亡のリスクに有意差はなかった。筆者らは、対象者数の規模が中程度であり、検出力が不十

分な可能性があると言及している。また、Nakamuraらは、地域住民約10,000人を対象とした19年間の

追跡調査の中で、8,879名を解析対象として魚摂取と死亡率（全死因および循環器疾患による死亡）の

関連を検討した。「週１－２回」魚を摂取する群を基準に、「ほとんど食べない」「２日に１回」「１日１

回」「１日２回以上」の群の死亡率を比較した結果、有意な差は認められなかった。考察として筆者ら

は、対象者のうち、魚の摂取が週１回以下の者がほとんどいなかったことから、大多数の対象者が死亡

率低減に有効なレベル以上に魚を摂取していたために有意差が出なかった可能性を述べている。

今回の報告は、宮城県の地域住民を対象とするコホート調査のデータを使用し、水産物摂取頻度と死

亡率との関連を検討したものである。対象者数は約５万人の大規模調査であり、摂取頻度のカテゴリー

として「月１－２回以下」「週１－２回」「週３－４回」「ほとんど毎日」の４段階で解析している。

（2）方　法

東北大学医学部公衆衛生学教室が、1990（平成２）年６月～８月、宮城県内14町の住民を対象として

実施したコホート調査（以下宮城県コホート）のベースラインデータ注３）と、死亡個票、および宮城県

がん登録によるがん罹患データのリンケージを行い、水産物摂取と死亡率との関連について解析した。

各データについて調査の概要を以下に示す。

１）宮城県コホートベースライン調査

1990年６月～８月に宮城県内14町村に居住する40－64歳の男女全員51,921名を対象に、生活習慣調

査票を配布した。調査項目は、食物摂取頻度（緑色野菜、その他の野菜類、果物類、いも類、豆類、

穀類、肉類、乳製品、魚介類、油脂類、嗜好飲料など40項目）、喫煙、飲酒、運動、疾患既往歴、家
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族歴、教育歴、婚姻状況、妊娠、出産等であった。この中で、水産物摂取についての調査項目は「新

鮮な魚介類（刺身、煮魚、焼き魚などで食べる）」「かまぼこ・ちくわ」「干し魚・塩魚」とした。水

産物摂取頻度は、「ほとんど毎日」「週に３－４回」「週に１－２回」「月に１－２回以下」の４段階で

たずねた。ベースライン調査全体の有効回答率は91.7％であった。

２）死亡個票と宮城県地域がん登録

1990年６月から2001年３月までの死亡、転出についての追跡調査を、死亡個票と宮城県地域がん登

録とをリンケージして行った。これにより死因の特定が可能となった。

リンケージ後、ベースライン調査の水産物摂取についての各調査項目（新鮮な魚介類、かまぼこ・ち

くわ、干し魚・塩魚）に欠損値があった者を除外した。また、ベースライン調査時にすでにがんに罹患

していたものを除外した。その結果、今回の解析対象者は、

①新鮮な魚介類について　男性20,061名、女性21,599名

②かまぼこ・ちくわについて　男性18,408名、女性20,121名

③干し魚・塩魚について　男性18,708名、女性20,252名

となった。

水産物摂取頻度と死亡率についての解析はCOX比例ハザード注４）を用いた。

また、死亡率に影響を与える要因として、年齢、BMI注５）、教育歴、婚姻状況、既往歴、緑色野菜の

摂取、かんきつ類の摂取、喫煙状況、歩行について補正した。

（3）結　果

１）対象者の特性

各水産物摂取頻度別に、対象者の特性を示す（表２～４）。新鮮な魚介類、かまぼこ・ちくわ、干

し魚・塩魚すべてにおいて、摂取頻度が「ほとんど毎日」の群の対象者の平均年齢が他の群に比べて

若干高かった。死亡率を摂取頻度別にみると、新鮮な魚介類の摂取頻度別では「月１－２回以下」の

群の死亡率が最も高く、かまぼこ・ちくわの摂取頻度と、干し魚・塩魚の摂取頻度では「ほとんど毎

日」の群の死亡率が最も高かった。

新鮮な魚介類の摂取頻度が「ほとんど毎日」の群と「月１－２回以下」の群とを比較すると、男女

とも、新鮮な魚介類の摂取頻度が「月１－２回以下」の群で配偶者なしの者の割合が高かった。新鮮

な魚介類の摂取頻度が「月１－２回以下」の群では、緑色野菜の摂取、柑橘類の摂取も「月１－２回

以下」の者の割合が高かった。また、喫煙状況では、女性において新鮮な魚介類摂取が「ほとんど毎

日」の群の方が喫煙歴なしの者の割合が高かった。飲酒状況では、男性において新鮮な魚介類摂取が

「ほとんど毎日」の群の方が１日１合以上の飲酒者の割合が高かった。歩行時間では、男性において、

新鮮な魚介類の摂取頻度が「月１－２回以下」の群で１日の歩行時間が１時間未満の者の割合が高か

った。

かまぼこ・ちくわの摂取頻度が「ほとんど毎日」の群と「月１－２回以下」の群との比較をすると、

男性では摂取頻度が「月１－２回以下」の群の方が若干「配偶者なし」の者の割合が低く、女性では

「月１－２回」の群の方が若干「配偶者なし」の者の割合が高かった。男女とも、摂取頻度が「月
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１－２回以下」の群では、緑色野菜の摂取、柑橘類の摂取も「月１－２回以下」の者の割合が高かっ

た。喫煙状況では、男性では摂取頻度が「月１－２回以下」の群で１日20本以上の喫煙者の割合が高

く、女性では摂取頻度が「ほとんど毎日」の群の方が喫煙歴なしの者の割合が高かった。飲酒状況で

は、男性において摂取頻度が「ほとんど毎日」の群の方が１日１合以上の飲酒者の割合が高かった。

歩行では男女とも、摂取頻度が「月に１－２回以下」の群で、歩行時間が１日１時間未満の者の割合

が高かった。

干し魚・塩魚の摂取頻度が「ほとんど毎日」の群と「月１－２回以下」の群との比較をすると、男

女とも「月１－２回以下」の群の方が「配偶者なし」の割合が若干低かった。男女とも、摂取頻度が

「月１－２回以下」の群では、緑色野菜の摂取、柑橘類の摂取も「月１－２回以下」の者の割合が高

かった。喫煙状況では男性において摂取頻度が「月１－２回以下」の群で喫煙歴なしの者の割合が高

く、飲酒状況では男性において摂取頻度が「ほとんど毎日」の群の方が１日１合以上の飲酒者の割合

が高かった。歩行では男女とも、摂取頻度が「月に１－２回以下」の群で、歩行時間が１日１時間未

満の者の割合が高かった。

２）水産物の摂食と死亡のリスク

水産物の摂食頻度と死亡率の関連を解析した結果を表５～７に示す。

①全死因死亡

性別、年齢のみの影響を取り除いた結果では、新鮮な魚介類摂取頻度が毎日の者に比べて、「月

１－２回以下」の者の全死因死亡率が有意に高かった。しかし、教育歴、婚姻状況、既往歴、緑色野

菜の摂取、柑橘類の摂取、飲酒状況、喫煙状況、歩行の影響を取り除くと、水産物摂取頻度と死亡率

との間に有意な関連はなかった。

②がん

有意な結果が出たものはなかった。

③虚血性心疾患／脳血管疾患

有意な結果が出たものはなかった。

（4）考　察

今回の調査結果では、教育歴、婚姻状況、既往歴、緑色野菜の摂取、柑橘類の摂取、飲酒状況、喫煙

状況、歩行の影響を取り除くと、水産物摂取頻度と死亡率との間に有意な関連はなかった。また死因別

にも、有意な結果が出たものはなかった。水産物摂取頻度別の対象者の特性として、新鮮な魚介類の摂

取頻度が「ほとんど毎日」の群では、「月１－２回以下」の群に比べて緑色野菜や柑橘類の摂取頻度も

高かったことから、魚介類摂取よりも、これら野菜の摂取等の生活習慣が死亡率の低減に影響を与えて

いる可能性がある。今後、魚介類摂取頻度と、野菜等の食品摂取頻度との組み合せでも解析を行う予定

である。

また、魚介類の種類の影響についても、考慮しておくべきである。今回の調査では、魚介類の種類は

質問項目に入っていない。対象者の摂取する魚介類の種類によって含有する脂肪酸等の組成が異なるこ

とが、結果を修飾している可能性がある。

いずれにせよ今回の結果からは、「水産物をより多く食べれば、寿命が延びる」ということは確認で
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きなかった。前述したように、先行研究でも水産物摂取と死亡率についての報告の結果は、有意な関連

があるものとないものがあり、一致をみていない。水産物摂取の健康影響については、他の食習慣との

組み合わせや、魚介類の種類などの問題を含め、今後の内外の報告を注意深く検討していく必要がある。

注１）Medline

医学文献データベース

注２）コホート調査研究

大規模追跡調査。数万人単位の対象者を数年以上追跡して生活習慣と死亡率との関連などを調査

する研究方法。

注３）ベースライン（データ）

コホート研究で最初に行われる調査。

注４）COX比例ハザード

複数の因子について、対象者の死亡に与える影響が偶然の範囲か否かを判定する解析法。

注５）BMI

Body Mass Index

体重（kg）÷（身長（m）×身長（m））
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表１　水産物摂取と死亡率の先行研究（前向き研究）
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表２　新鮮な魚介類（刺身、煮魚、焼き魚）
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表３　かまぼこ・ちくわ
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表４　干し魚・塩魚
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表５　水産物摂取頻度別の死亡のリスク－新鮮な魚介類（刺身、煮魚、焼き魚）
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表６　水産物摂取頻度別の死亡のリスク－かまぼこ・ちくわ－
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表７　水産物摂取頻度別の死亡のリスク－干し魚・塩魚－



（1）背　景

中間報告においては、水産物のみの摂取状況と死亡率との関連を検討した。年齢、性別に加え、緑色

野菜摂取などの生活習慣の影響を補正したところ、水産物摂取が死亡のリスクを有意に下げるという結

果は得られなかった。一方で、水産物摂取頻度と他の食品摂取頻度との関連がうかがわれた。

「fish consumption」と「mortality」をキーワードとしてMedlineで検索した結果、中間報告以降に

報告されたコホ－ト研究として、Jarvinenらによる心疾患による死亡率との関連をみた報告があり、長

鎖n-3脂肪酸摂取の多い群（上位４分の１）と少ない群（下位４分の１）の比較で、女性においてのみ

有意なリスク低下（RR=0.59、95％CI 0.36～0.99）が認められている。また、Isoらによる魚およびn3脂

肪酸摂取と心疾患のリスクの関連を検討した報告では、週８回摂取する群と週１回摂取する群の比較で、

「非致死的な」冠動脈疾患発症のリスクのみが有意に低下した結果（HR＝0.43、95％CI 0.23-0.81）とな

り、「致死的な」冠動脈疾患発症のリスクは有意ではなかった。

また、「dietary pattern」と「mortality」をキーワードとしてMedlineで検索した結果では、過去３年

に英文で報告されたコホート研究は２件だが、日本における水産物と米飯等の食品の組み合わせでの摂

取頻度と死亡率の関連をみたデータはない。今回は、中間報告で解析したコホート内の変数を用い、水

産物と米飯それぞれの摂取状況の組み合わせ別に死亡率との関連を検討したので報告する。

（2）方　法

中間報告同様、東北大学医学部公衆衛生学教室が、1990（平成２）年６月から８月宮城県内14町の住

民を対象として実施したコホート調査（以下宮城県コホート）のベースラインデータと、死亡個票、お

よび宮城県がん登録によるがん罹患データをリンケージして解析を行った。

１）宮城県コホートベースライン調査

1990年６月～８月に宮城県内14町村に居住する40～64歳の男女全員51,921名を対象に、生活習慣調

査票を配布した。調査項目は、食物摂取頻度（緑色野菜、その他の野菜類、果物類、いも類、豆類、

穀類、肉類、乳製品、魚介類、油脂類、嗜好飲料など40項目）、喫煙、飲酒、運動、疾患既往歴、家

族歴、教育歴、婚姻状況、妊娠、出産等であった。

この中の水産物摂取についての調査項目「新鮮な魚介類（刺身、煮魚、焼き魚などで食べる）」「か

まぼこ・ちくわ」「干し魚・塩魚」の中で、中間報告の集計において他の食品摂取頻度との関連がみ

られたのは、「新鮮な魚介類（刺身、煮魚、焼き魚などで食べる）」であった。そのため、今回水産物

摂取についてはこの変数のみをとりあげた。摂取頻度は、「ほぼ毎日」「週に３、４回」「週に１、２

回」「月に１－２回以下」の４段階の回答から、摂取が「ほぼ毎日」と「毎日ではない」の２段階の

変数を作成した。また、米飯摂取については、「米飯（ごはん）を普通の大きさの茶碗で１日平均し

て何杯食べますか？」の問いに対しての回答が「２杯以上」か「２杯未満」かの２段階の変数とした。
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解析にあたって、「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯以上」「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、

米飯２杯未満」「新鮮な魚介類の摂取が毎日ではなく、米飯２杯以上」「新鮮な魚介類の摂取が毎日で

はなく、かつ、米飯２杯未満」の４つのカテゴリーに対象者をグループ分けし、死亡率との関連をみ

た。

２）死亡個票と宮城県地域がん登録

中間報告同様、1990年６月から2001年３月までの死亡、転出についての追跡調査を行った。リンケ

ージ後、ベースライン調査の水産物摂取についての調査項目「新鮮な魚介類（刺身、煮魚、焼き魚な

どで食べる）」および「（米飯を）１日平均して何杯食べるか」に欠損値があった者を除外した。また、

ベースライン調査時にすでにがんに罹患していたものを除外した。その結果、今回の解析対象者は、

男性19,812名、女性21,227名であった。

水産物摂取頻度と死亡率についての解析は、中間報告同様にCOX比例ハザードを用い、死亡率に影

響を与える要因として、年齢、BMI、教育歴、婚姻状況、既往歴、緑色野菜の摂取、かんきつ類の摂

取、喫煙状況、歩行について補正した。

（3）結　果

１）対象者の特性

対象者の特性を、魚介類と米飯の摂食状況別に示す（表１、２）。「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、

米飯２杯以上」「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯未満」「新鮮な魚介類の摂取が毎日ではなく、

米飯２杯以上」「新鮮な魚介類の摂取が毎日ではなく、かつ、米飯２杯未満」の４つのカテゴリーの

うち、対象者の平均年齢が最も高いのは、男性では「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯未満」

の群であり、女性では「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯以上」の群だった。また、死亡率が

最も高いのは男性では「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯未満」の群、女性では「新鮮な魚介

類の摂取が毎日ではなく、米飯２杯以上」の群だった。緑色野菜の摂取が「ほぼ毎日」の者の割合は、

「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯以上」および「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯未

満」の群で男女とも30％を超えているのに対し、「新鮮な魚介類の摂取が毎日ではなく、米飯２杯以

上」と「新鮮な魚介類の摂取が毎日ではなく、かつ、米飯２杯未満」の群では10～20％台に留まって

いた。柑橘類摂取が「ほぼ毎日」の者の割合も同様で、男女とも「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米

飯２杯以上」および「新鮮な魚介類の摂取が毎日で、米飯２杯未満」の群の方が、新鮮な魚介類の摂

取が毎日ではなく、米飯２杯以上」と「新鮮な魚介類の摂取が毎日ではなく、かつ、米飯２杯未満」

の群よりも高かった。

２）死亡のリスク

「新鮮な魚介類」と「米飯」それぞれの摂食頻度の組み合わせと、死亡率との関連を表３、４に示

す。男女とも、全死因死亡、がん、虚血性心疾患、脳血管疾患のすべてにおいて、有意な結果として

出たものはなかった。
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（4）考　察

今回の解析は、和食の中での魚摂取による疾病の予防効果を視野に入れたものであったが、結果にお

いて「新鮮な魚介類」と「米飯」の組み合わせでの摂取が死亡のリスクを下げるという効果は確認でき

なかった。今回の解析の限界として、以下の点があげられる。

１）和食の中での摂食

既存のデータの中で、和食の中での水産物摂食を表現する変数として、「米飯」と「新鮮な魚介類」

との組み合わせを考案した。しかし、この組み合わせで双方の摂食頻度が高い者が、必ずしも「和食」

を摂っているかどうか確認することはできない。また、「みそ汁」の摂食の頻度との関連も検討を試

みたが、対象者が少なすぎるカテゴリーが生じ、解析には耐えなかった。

２）総摂取カロリーの補正

中間報告でも今回の解析でも、総摂取カロリーでの補正はできていない。つまり、魚介類、米飯の

摂取が多い群は、他の食品も多く摂っている可能性があり、その影響をとりのぞいての解析ができな

いという限界がある。

以上のような限界が結果に影響した可能性は否定できない。

背景の項で述べたように、米飯と魚摂取の組み合わせ、または和食の中での水産物摂取と死亡のリ

スクとの関連をみた先行研究はない。今後、研究デザインの段階からこのような解析を考慮した調査

研究が望まれるところである。
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表１　魚介類と米飯
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表２　魚介類と米飯
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表３　米飯と魚介類の摂食状況と死亡のリスク

表４　米飯と魚介類の摂食状況と死亡のリスク
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本研究は、地域やライフスタイルに対応し、魚の有効成分を無駄なく活用した合理的な魚の摂食方法

を食品機能面から検討する基礎資料として、魚の部位別栄養成分構成を漁場や漁期による変動を視野に

入れて検討できるデーターベースの構築を目的とした。幸い共同研究者の一人である竹内が研究実施に

関与した「昭和59～62年度魚介類有効栄養成分利用技術開発研究資料集－沿岸重要魚種の栄養成分の分

布及び含量変動－」（水産庁研究部研究課、昭和63年８月公表、（以下「研究資料集」と略す））の貴重

なデーターがあるので、関連部署の承諾を得て、使用可能なフレームに再編し、かつデジタル化を行っ

た。

本章ではまず、１．「研究資料集」で記述されているデーターの再編集およびデジタル化のプロセス

の概要を示し、その成果としてのデーターベースの様式を示す（国崎・西塔担当）。次いで、２．デー

ターベースの活用のポイントとして「魚類の摂食部位と栄養摂取量」を示す（竹内担当）。

研究１　研究資料集の再編集

（1）試料の概要

ここで用いた資料は、昭和59年度から５ヵ年に亙り実施された「魚介類有効栄養成分利用技術開発委

託事業」で得られた成果の一部である。

対象とした魚類は、サケ（シロザケ）、スケトウダラ、マイワシ、マサバ、マアジおよびカタクチイ

ワシの６種である。これらの漁獲量は海面漁業総漁獲量の６割を占めており、大衆魚と呼ばれているも

のである（当時）。

６種の供試魚は、漁期、漁場を異にする4,911尾であり、それぞれの体長および体重を測定した。

試料を採取した漁場は、北海道、東北（太平洋）、日本海、西日本および九州の沿岸域である。なお、

シロザケにあっては北海道、東北地方の沿岸域はもとより、河川に遡上した魚も対象とし、さらに北洋

で漁獲したものも用いた。

各魚種を部位別に分け、それぞれの体重に占める重量割合（％）を求め、数尾乃至数10尾をまとめた

ものを、分析試料とした。このように調製した1,238試料について、水分、たんぱく質、エキス成分、

脂質、灰分、タウリン、ビタミンＡ、ビタミンＢ2、ビタミンＥ（α－トコフェロール）、エイコサペン

タエン酸（EPA）、ドコサヘキサエン酸（DHA）、カルシウム（Ca）、鉄（Fe）、亜鉛（Zn）、銅（Cu）

および燐（Ｐ）の16成分を分析した。

（2）集計方法

対象魚種は下記の通り分類、集計した。
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VI．食品成分機能面からの検討



１）分類方法

①　漁期

i ）シロザケ　　　：全体・漁獲海域ごと雌雄別（漁期の分類なし）

ii ）スケトウダラ　：全体・雌雄・秋冬・秋の雌雄・冬の雌雄

iii）マイワシ　　　：全体・春夏秋冬（漁獲海域別）

iv）マサバ　　　　：全体・春夏秋冬（漁獲海域別）

v ）マアジ　　　　：全体・春夏秋冬

vi）カタクチイワシ：全体・春夏秋冬

３・４・５月、６・７・８月、９・10・11月および12・１・２月を、それぞれ春、夏、秋および冬

とした。

②　漁場

i ）シロザケ　　　：北洋・北海道（沿岸・河川）・東北（沖・湾・河川）

ii ）スケトウダラ　：北海道

iii）マイワシ　　　：東北・西日本・日本海・九州

iv）マサバ　　　　：東北・西日本・日本海・九州（ただし、春の東北はない）

v ）マアジ　　　　：海域の分類なし

vi）カタクチイワシ：西日本と九州

２）集計方法

上記の分類ごとに、生物学的特性（体長・体重）ならびに一般成分、ビタミン、脂肪酸、無機成分に

ついて、それぞれの平均値、最大値、最小値および変動係数（CV）を求めた。

なお、試料の数が３未満の場合は変動係数を求めなかった。

（3）元データの活用

上記６魚種の全魚体および各部位の栄養成分値（100ｇ当り）の集計結果を付表１にまとめた。この

うち４季ごとのデータが揃っているマイワシ、マサバ、マアジおよびカタクチイワシの４魚種について

はその季節変動を示した。全体の傾向をみるために、春の成分値を100とする指数を用いて図示した

（図１～15）。

マイワシについては脂質、DHAおよびビタミンＥが、それぞれ夏から冬にかけて増加が認められた。

マサバについてもマイワシと同様に脂質およびDHAが夏から冬にかけて増加し、EPAもこの時期の増加

が認められた。

一方、マアジ、カタクチイワシではマイワシおよびマサバで認められた脂質類の夏から冬にかけての

明瞭な増加は認められず、魚種により栄養成分の季節変動は異なることが窺われた。

各魚種の漁場、漁期、雌雄などの栄養成分値の把握のために本資料を利用されたい。

134



135

図１　栄養成分値指数の季節変化

マイワシ①

図５　栄養成分値指数の季節変化

マサバ②

図２　栄養成分値指数の季節変化

マイワシ②

図６　栄養成分値指数の季節変化

マサバ③

図３　栄養成分値指数の季節変化

マイワシ③

図４　栄養成分値指数の季節変化

マサバ①
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図９　栄養成分値指数の季節変化

マアジ③

図７　栄養成分値指数の季節変化

マアジ①

図８　栄養成分値指数の季節変化

マアジ②
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図13 栄養成分値指数の季節変化

カタクチイワシ（九州）①

図10 栄養成分値指数の季節変化

カタクチイワシ（西日本）①

図14 栄養成分値指数の季節変化

カタクチイワシ（九州）②

図11 栄養成分値指数の季節変化

カタクチイワシ（西日本）②

図15 栄養成分値指数の季節変化

カタクチイワシ（九州）③

図12 栄養成分値指数の季節変化

カタクチイワシ（西日本）③
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魚介類は他の動物性食品と異なり、流通形態が多種多様である。すなわち、小形魚類では頭部や内臓

も含む全魚体で、ついで内臓のみ除いたもの、さらに頭部、内臓抜きのものから切身や刺身状態のもの

まで、消費者が入手する段階においても様ざまな形態で流通している。また、同一魚種においても流通

形態が多岐にわたっている。

この流通形態は摂食部位にも影響を及ぼし、摂食部位が異なれば、同一魚種であっても摂取栄養成分

の量も変化する。この違いを明らかにするには、魚体内の栄養成分の分布を知る必要がある。さきに示

した研究資料集を基に、摂食部位による栄養摂取量の違いについて調べた。

（1）試料の概要

前節に示したとおりである。

（2）栄養成分の魚体内分布

各部位の重量割合とそれぞれの100ｇ当りの成分値から、栄養成分の魚体内分布を求めた。主な成分

値について、全体の平均値を付表２にまとめた。

ここでは全魚体100ｇ当りの成分値とそれが各部位に分布している割合（％）を示した。表で明らか

なように、魚体各部位における分布は魚種により異なるだけでなく、同一魚種にあっても栄養成分によ

り分布様式は大きく異なる。

マアジ、マイワシ、マサバ、カタクチイワシ（西日本・九州）およびシロザケ（北洋）について、主

な栄養成分の体内分布を、魚種ごとに全試料の平均値を図１に示した。

たんぱく質は魚種に拘らず普通肉に最も多く分布し、40％（マイワシ）から64％（シロザケ）の範囲

にあった。これに対し脂質は、不可食部の頭・骨・内臓に多く分布し、５割かそれを超えており、カタ

クチイワシでは、全体の８割の脂質が、ここに分布している。

この不可食部に極端に偏在しているものはビタミンＡであり、シロザケの68％を除いて、９割以上が

ここに分布している。とくに、内臓の割合が高い。当然のことながら、カルシウムは頭・骨に多く、少

ないマアジでも８割がここに存在し、他の魚種では９割と高い割合を示す。燐の３分の２も頭・骨・内

臓に分布している。

（3）摂食形態による栄養摂取量の違い

五訂増補日本食品標準成分表（以下、食品成分表という）では、備考欄に廃棄部位が示されており、

その割合は本表に廃棄率として収載されている。

多くの魚類の廃棄部位は、頭部・内臓・骨・ひれなどであり、廃棄率は30％から60％の範囲にあるも

のが多い。

食品成分表には、廃棄部位を除いた可食部100ｇ当りの成分値が収載されているが、この可食部は皮

と肉であることが多い。

今回分析の対象にしたマアジ、マイワシ、マサバ、カタクチイワシなどは、全魚体として店頭に並ん

でいることがあり、摂食部位が食品成分表の可食部と異なる場合がある。すなわち、小形魚の場合、食

研究２　魚類の摂食部位と栄養摂取量
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品成分表では可食部に含めていない内蔵も食べることがある。

カタクチイワシについて、可食部に内臓を含めることによる100ｇ当りの成分値の変化を表１に示し

た。これによると内臓を食べることによって、脂質、ビタミンＢ2、ビタミンＡ、ビタミンＥ、EPA、

DHAなどが増加する。とくに、可食部のビタミンＡの摂取量は３倍乃至６倍に増加する。

さらに、カタクチイワシ全魚体100ｇ当りの成分値が摂食部位の違いにより、どのように変わるかを

表２にまとめた。これによると、内臓を食べることにより、上述の成分のほかに、タウリン、鉄、亜鉛

および銅の摂取量が２割以上増加する。

いっぽう、さけ・ますの切身は皮がついたまま（食品成分表の可食部に相当する）販売されているが、

皮を食べない事が多い。そこで、皮の有無による可食部100ｇ当りの成分値の違いを表３に示した。

皮は脂質に富むため、皮がないと同じ量を食べても（可食部100ｇ当り）、脂質、ビタミンＥ、EPAお

よびDHAの摂取量は25％前後減少する。カルシウムも皮つきに比べ、肉のみでは、摂取量は同様に

25％減少する。

シロザケ切身の皮を食べ残したことを想定して、切身から摂取する成分量の違いを表４に示した。こ

れによると、皮を食べないことにより、脂質、タウリン、ビタミンＥ、EPA、DHA、カルシウムおよび

亜鉛の摂取量は24％乃至28％少なくなる。さらに、銅の摂取量は半分以下に減少する。

これまで述べてきたように、魚を食べる場合、摂食部位により摂取栄養成分量が大きく変化する。し

たがって、日常の食生活において魚の食べ方（摂食部位）の違いについても注意する必要がある。
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図１　栄養成分の体内分布①
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図１　栄養成分の体内分布②
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図１　栄養成分の体内分布③
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表１　カタクチイワシ可食部100ｇ当りの成分値
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表３　シロザケ（北洋）可食部100ｇ当りの成分値

表２　カタクチイワシ全魚体100ｇ当りの成分値
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表４　シロザケ（北洋）全魚体100ｇ当りの成分値
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１　シロサケ①

付表１　栄養成分値の集計結果
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１　シロサケ②



148

１　シロサケ③
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２　スケトウタラ①
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２　スケトウタラ②
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３　マイワシ①
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３　マイワシ②
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３　マイワシ③
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３　マイワシ④
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４　マサバ①
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４　マサバ②
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４　マサバ③
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４　マサバ④
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５　マアジ
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６　カタクチイワシ（西日本）
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７　カタクチイワシ（九州）
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付表２　栄養成分の魚体内分布
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（1）研究の目的

本教育実践の目的は、全国調査の結果を踏まえた「魚」を教材にした食教育プログラム（以下「魚」

プログラム）を開発し、魚摂食行動に関する知識・態度・行動の変化から「魚」プログラムによる学習

効果を評価することである。

（2）研究のデザイン

「魚」プログラムの教育実践の有効性を明らかにするために、ほぼ同じ食環境を共有し、学年が同じ

である２つの小学校の５年生を対象とし、「魚」プログラムを実施する群（以下実施群）、実施しない群

（以下コントロール群）の２群に分け、比較検討を行った。研究のデザインは準実験デザインである。

（3）方　法

１）調査時期及び対象（表１、表２）

実施群の対象は、岡山市U小学校５年生全員（143名）であり、コントロール群の対象は、食環境及

び学年を同じくする岡山市Ｓ小学校５年生全員（68名）である。Ｕ小学校は、全国調査の対象校のうち

の１校である。

調査は「魚」プログラム実施前と実施後の２回行った。

実施前調査は、「魚」プログラム２週間前の2005年９月12日～16日に実施し、実施後調査は、「魚」プ

ログラム１ヶ月後にあたる2005年10月24日～28日に実施した。調査票の質問項目は、実施前、実施後と

も同じ質問項目で実施した。
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VII．総合的学習における食育プログラム開発と評価（岡山県内小学校の事例）

本田真美　就実短期大学　

表１　調査対象

表２　調査実施内容（付表３、４）



調査票は、封筒に入れ、担任が各児童に配布した。児童は、調査票を自宅に持ち帰り、児童および保

護者がそれぞれ記入した。翌日、担任は児童が持参した封筒を回収した。

２）調査の枠組み（表３）

調査の枠組みは、魚生活面、食生活面、健康面の３側面から構成され、魚生活面においては、知識、

態度、行動およびQOL、食生活面では態度とQOL、健康面においては態度を位置づけた。

（4）「魚」プログラム（表４、表５）

「魚」プログラムの目的は、地元で獲れる丸ごと魚を教材とし、素材から食卓への過程を一連の流れ

として体験学習することにより、児童の魚への興味関心を魚選択行動につなげる食態度を形成すること

である。

「魚」プログラムの内容については、事前に調査対象ではない同じ学年の児童７人に対し「魚」プロ

グラムの教育実践を行い、実習に関する安全面、技術面での具体的な配慮方法について確認し、「魚」

プログラムの内容構成を検討した。さらに対象校となる小学校の校長および担任教諭との話し合いを重

ね、「魚」プログラムを作成した。そして校長および対象学年の担任教諭等と協議の結果、総合的な学

習の時間に、対象校の家庭科室で実施することになった。スタッフは、学生スタッフ（９名）、水産ス

タッフ（１名）、研究委員（１名）の11名構成で「魚」プログラムを実施した。

なお、学生スタッフは、短期大学の幼児教育保育学科１年に所属する学生であり、学外実習など専門

科目が未履修の段階である。水産スタッフは、対象校の近隣にある大型スーパーの水産部のバイヤー／

水産部門のチーフである。
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表３　調査の枠組み
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表
４
　
「
魚
」
プ
ロ
グ
ラ
ム



「魚」プログラムは１回（135分：45分授業３時限分）で構成し、クラスごとに１回ずつ、４回実施

した。実施時期は、2005年９月26日・28日・29日である。具体的なプログラムの内容と配慮点等は下記

の通りである。

１）準備（表６）

①　魚

「魚」プログラム当日に岡山卸売市場に入荷した瀬戸内海の魚を使用した。

ア）調理用

調理用として、鰆（さわら）を使用した。鰆は岡山地域の魚として知名度の高い魚であり、瀬戸内

海で一番大きな魚としてインパクトがある魚である。スーパー等では切身魚として一般的に販売され、

成長の過程で「さごし」「やなぎ」「さわら」と呼び名を変えることから出世魚といわれている。価格

には幅があり、旬の鰆は高価なイメージがあるが、「さごし」は半身（３～４切れ分）で約300円であ

り、児童が家庭で「魚」プログラムの調理を再現する場合にも適当である。

イ）観察用

観察用として７～８種類の魚を使用した。一般大衆魚である「鯵」「秋刀魚」と瀬戸内海の代表的

な魚である「ママカリ」「ベラ」「メバル」は必ず取り入れることを原則とし、当日市場に入荷した魚

の中から水産スタッフが選んだ。

搬入の際に階段や廊下にトロ箱からこぼれた水滴をその場で拭き、事故防止に努め、魚の保管には

十分配慮し、氷を十分使用し、鮮度を維持した。
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表５－１　打合せ等の日程

表５－２　「魚」プログラム日程
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②　家庭科室

「魚」プログラムは、対象校の家庭科教室を使用した。小学校教諭から家庭科室の使い方について詳

細に説明を受け、「魚」プログラム前々日に器材の準備を行った。床、調理台等について逆性石鹸を用

いて拭き、ガス台の点検など安全・衛生面のチェックを行った。前日には、再度実習台を逆性石鹸液で

ふき、当日の資料、湯飲み、料理カード、調味料、ランチョンマット等を各実習台に準備した。調味料

の一部については、冷蔵保存し当日にセッティングした。なお、大学から持ち込む器材については、全

て煮沸消毒を行った。

メバル ママカリ

表６　「魚」プログラムに関する準備物
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③　器材等

研究委員所属の大学から小学校に持ち込むものについて（フライパン・フライ返し・調理用食器・食

器具など）全て煮沸消毒を行った。調味料については、調味料の名前を書いたラベルを貼り、ランチョ

ンマットについては、学生スタッフがデザインした絵を紙に書き、パウチで防水したものを準備した。

魚の臭いと水漏れに対応するために、レジャーシートと新聞、雑巾、脱臭剤を十分に準備した。

④　児童

児童の持ち物については、身支度としてエプロン・三角巾・マスク、その他として手拭、箸、茶・筆

記用具を各自持参した。

⑤　水産スタッフ

魚を搬入する時間と搬入時に必要な学生スタッフの人数、その際の連絡方法等を確認した。

持ち物としては専用のまな板、包丁、布巾、ペーパーを当日持参した。

⑥　学生スタッフ

学生スタッフは、事前に研究委員から「魚」プログラムの講習を受け、実習の予行演習を行った。

講習の内容は、「魚」プログラムの目的、プログラムの内容、配慮点、注意事項等であり、講習後、

実習を含めた予行演習を行い、共通の目的意識をもって意欲的に取り組めるように準備をした。

（5）プログラムの内容

１）はじめに

①　着替え

児童は各教室で担任教諭の指示のもとエプロン、三角巾に着替え、マスク、手拭、箸、茶、筆記用具

を持参した。

②　教室移動

担任教諭の先導で児童は教室から家庭科室へ移動した。

③　先生の挨拶

担任教諭がスタッフを紹介し、スタッフが自己紹介をした。

２）内容

①　食材としての魚を認識し、魚の種類の多さに気づく

班ごとに用意された料理カード（主菜）全30種をみて普段食べている魚料理を思い出し、好きな料理

のカードを取り出す。好きな料理カードに使われている食材に何が使われているのかを確認し、食材と

しての魚を認識した。

次に、魚の名前が書いてある湯飲みをみて、魚の名前には魚偏がつき、魚の特徴を示した字との組み

合わせで漢字が成り立っていることを知り、鰯、鯵、鯛、秋刀魚などの魚の生態との関連を確認する。

さらに、日本にはたくさんの種類の魚が存在することを確認した。
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②　日常的に摂取している魚の丸ごとの状態を知る

小売店に近い環境を演出するために、丸ごと魚は市場から仕入れた状態のままのトロ箱で準備した。

児童は、スタッフからトロ箱の魚をバットに入れてもらい、各実習台に持ち帰った。

班毎に持ち帰った魚を観察し、魚の色、形、感触などを確認した。観察するに当たり、注意事項を伝

えた。うろこは頭から尾に向かってついているため、尾から頭に向かって触ると危険であること、口を

開くと鋭い歯があるので注意すること等を伝えた。

観察後に児童の魚に関する質問にスタッフが対応し、児童は魚にはそれぞれに特徴があることを知っ

た。

③　丸ごと魚を切り身にする過程を知る

児童は、一尾の鰆を３枚卸しにし、切身にする過程を見学した。

④　調理法を体験する

研究委員がムニエルの作り方を説明し、児童の前で示範し、児童は班の人数分を目の前で水産スタッ

フから切身にしてもらい、各実習台に持ち帰り、材料を整えた。調理は各班に一人ずつ配属された学生

スタッフの下で行われ、自分の切身は自分で全て調理した。

料理カードと湯のみを使っての説明 「丸ごと魚」の観察

i ii iii

「丸ごと魚」を切身にする過程

i 切身を用意 ii 下味付け
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⑤　おいしく食べる

全員が出来上がった段階で試食を始めた。各班に配属された学生スタッフは担当の班に入り、担任教

諭、水産スタッフ、研究委員はそれぞれの班に分かれて児童と一緒に試食を行った。

⑥　片付け（児童）

班毎に流し台に食器具を運び、食器具の洗浄を行った。危険なもの、汚れの少ないものから順に洗う

ように指示し、児童の片付けについては担任教諭が指導した。

⑦　直後調査票記入

児童に「魚」プログラムの直後調査について説明し、記入を依頼する。

⑧　片付け（スタッフ）

実習台、流し台、ガス台、床等の掃除をし、魚臭の消臭を行う。トロ箱の運び出しの際に階段や廊下

にこぼれた水滴を拭き、事故防止に努める。次のプログラムの準備、最終回は全体の片付けをする。

iii 粉付け iv 焼く

試食タイム
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（6）結　果（付表１－１、付表１－２）

１）介入前の実施群における魚生活面・食生活面・健康面の状況

①　魚生活面

i ）知識

魚の知識について、「よく知っている」「少し知っている」の割合は、魚の種類に関する知識が72.2％

に対し、魚の鮮度に関する知識は37.2％と低い傾向がみられた。

ii）態度

ア）食べる

魚の嗜好について、「好き」の割合は、54.0％であり、「まあ好き」をあわせると80％を超え、魚を

好む傾向がみられた。

魚摂食行動への重要性については、「とても大切」の割合は67.9％と高く、「まあ大切」を含めると

ほぼ全員が魚摂食行動の重要性を認識していた。しかし、魚摂食行動へのセルフ・エフィカシーおよ

び魚摂食行動への意思においては、「かなりできる」、「思う」の割合は、それぞれ36.5％、35.8％とや

や低い傾向がみられた。

一方、魚摂食行動への家族のサポートとしての魚を食べると家族が喜ぶでは、「とても喜ぶ」が

38.0％、「少しは喜ぶ」29.2％であり、約60％の児童が、魚を食べることは、家族が喜ぶことであると

認識していた。

イ）作る

魚料理を作ることへの重要性について、「とても大切」の割合は45.3％であり、「まあ大切」を含め

図１　魚の知識

図２　魚の嗜好
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ると80％を超える児童が魚料理を作ることへの重要性を認識していた。しかし、魚料理を作ることへ

のセルフ・エフィカシーについては、「かなりできると思う」が21.2％、魚料理を作ることへの意思

では「思う」が39.4％とやや消極的であった。

魚料理を作ることへの家族のサポートについては、「とても喜ぶ」の割合が54.0％であり、魚摂食

行動への家族のサポートの38.0％に比べ、作る行動に対して「とても喜ぶ」の割合が高かった。

iii）行動

魚摂取頻度は、「週に１～２回」の割合が最も高く42.3％であり、ついで「週に３～４回」が35.0％で

あった。一方、「月１～２回」「食べない」は18.2％を占めており、全国調査の結果とほぼ同様な傾向で

あった。

また、学校給食での魚摂食行動では「いつも残さず食べる」が約59.1％であった。一方、魚料理を作

る頻度については「よくある」が10.9％と低かった。

iv）ＱＯＬ

魚摂食行動への満足感では、「とても満足している」が28.5％、「まあ満足している」が46.0％であり、

７割以上の児童に魚摂食行動への満足感がみられた。

②　食生活面

食べ物への重要性について「よく考える」児童の割合は31.4％であり、「ときどき考える」をあわせ

ると82.5％であった。また、食事への満足感においては、「いつも楽しい」の割合が48.9％であり、「だ

いたい満足している」の児童をあわせると、７割以上の児童に食事への満足感がみられた。

③　健康面

健康への重要性について、「よく考える」は33.6％であり、「ときどき考える」をあわせると、80％以

上の児童が健康への重要性を認識していた。

２）「魚」プログラム実施直後調査の結果

「今日の授業は楽しかったか」の質問に対し、「とても楽しかった」の割合が93.7％と高く、食べる

こと、作ることへの意思に関する質問に対しても、積極的な回答の割合が高かった。さらに、家族への

伝達に関する質問では、「家の人に話してみようと思う」の割合が84.6％を占めていた。このことから、

「魚」プログラムは児童に理解しやすい内容であり、魚摂食行動の意思を高める内容であったことが考

図３　魚摂取頻度
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えられる。また、プログラム学習定着への指標としての「家族への伝達意向」の質問事項では、８割以

上の児童が家族への伝達意向に積極的な回答をしており、「魚」プログラムの児童への定着が示された。

３）魚生活面・食生活面・健康面について介入前と介入後の比較

実施群、コントロール群別に、実施前と1ヶ月後の調査結果について、比較した。

①　実施群（図５、図６）

実施群について、介入前と介入後に有意な差がみられた項目は、魚生活面の知識では「魚の種類に関

する知識」「魚の鮮度に関する知識」、態度では「魚の嗜好」「魚摂食行動への重要性」「魚摂食行動への

意思」「魚料理を作ることへの重要性」「魚料理を作ることへのセルフ・エフィカシー」、行動では「魚

摂取頻度」「学校給食での魚摂食行動」「魚摂食行動への満足感」の項目であり、積極的に変化していた。

しかし、魚生活面の態度における「魚摂食行動へのセルフ・エフィカシー」「魚摂食行動への家族のサ

ポート」「魚料理を作ることへの意思」「魚料理を作ることへの家族のサポート」、行動における「魚料

理を作る頻度」の項目については、介入前と介入後に有意な差はみられなかった。また、食生活面・健

康面では、「食事への満足感」に有意な差がみられたが、「食べ物への重要性」「健康への重要性」につ

いては有意な差がみられなかった。

図４　「魚」プログラム実施直後調査の結果

図５　魚摂食行動への態度に関する介入前後比較



②　コントロール群

介入前と介入後に有意な差がみられた項目は「魚の種類に関する知識」のみであり、それ以外の全項

目について有意な差がみられなかった。

コントロール群と比較して、実施群は介入前後で望ましい行動変容がみられたことから、「魚」プロ

グラム実施による学習効果が、魚生活面における知識、態度、行動、QOLおよび食生活面のQOLの項

目において期待できることが示された。
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図６　魚摂食に関わる行動と満足感および食事への満足感

（株）天満屋ストア
水産部バイヤー　矢代　譲介

原尾島店水産部門チーフ　松尾　隆志

水産部の売り上げは年々低下を続けており、当店としてもいったい「何を」お客様が求めているのかを考える日々が続いていまし
た。その考えの視点は「販売者の視点」と「主婦の視点」の２通りから考えていました。しかし、実際のところそこから生まれてく
る視点ではすでに限界がきており、やっている内容はちがうものの、根本的には同じ内容になってしまうのが現実でした。時期を同
じくして「食育」ということが話題になり、私どもも子の視点と販売をどのように結びつけていくのかを考え始めているところでし
た。

本田先生（研究委員）より「魚」プログラムの話を聞き、子どもに魚の話ができると思い、興味本位に引き受けました。
「魚」プログラムの日程が決まり、いざ段取りを始めてみると「魚屋さん」として何を子供たちに伝えるかについて悩むことにな

りました。「自分たちの住んでいる瀬戸内にはこんなにたくさんの魚がいて、それはこんなにおいしい。そして、生き物を食べるあ
りがたさ」を少しでも感じてもらえて「魚に興味をもってもらえたらいいなあ」という気持ちで参加させていただきました。

当日は、とにかく魚を見せてあげたい一心で、当日岡山中央卸売市場に入荷した瀬戸内海の魚を持ち込み、それぞれの魚の特徴や
名前の由来を説明し、質問を受けたりしました。そこで驚いたのは、岡山の魚の代表である「ままかり」の名前の由来をいえる子ど
もが必ずクラスにいたことです。家庭の中で、お父さんやおじいちゃんあたりが魚好きでこんな話をしているところがまだまだある
のだなあと感じました。また、自分たちにとって当たり前のことではありますが、子供たちは触った感触で「ぬるぬるする」、「えら
ってこんな形なんだ」と驚いていました。思った以上に魚に直接触れ合う機会が少ないことがわかりました。最後に鰆を切り身にし
て子供たち自身が焼いてたべてみるというところでは、鮮度抜群の魚を食べやすく焼きやすいように３枚卸で薄めにカットしたこと
もあって「すごくおいしい」「食べやすい」という声が聞こえてきました。担任の先生から今までは、給食で魚料理を残す子どもが
多かったが、「魚」プログラム終了後には随分少なくなり、驚いたといわれびっくりしました。

全国的な魚の売り上げ低減は日本人の魚離れが原因のひとつではと考えていました。しかし、この「魚」プログラムに参加させて
いただき、昔は当たり前にあった「魚と直接触れ合うチャンス」が、技術の進歩や小売業者の簡便商品の増加による加工やパック販
売の増加により少なくなってきたのではないかと反省しました。「魚」プログラム後は、商品加工では「魚」プログラムで作った、
鰆の３枚卸を販売し、あわせて簡単なレシピを作っています。さらに、朝一番の２～３時間については、生きている魚や裸陳列を通
じて、まずは魚に興味を持ってもらおうと、通常販売という視点ではない視点から売り場作りをしています。プログラムに参加する
前なら、どちらかといえば不必要と考えていた演出も「魚」プログラムと同様に、丸ごとの魚を意識して進めています。子どもたち
は興味を示してくれ、そこにお父さんやお母さんも一緒に集い子どもの質問に答えるという風景も目にすることが増え、楽しく買い
物をしていただけるようになったように思います。ただのおかず一品ではなくなって魚がある楽しい食卓になったのかなあと考えま
した。

「魚」プログラムに参加したことで、子どもたちと触れ合うことで「魚を売る」のではなく「魚を知ってもらう」ことの重要性に
気づき、そのことを忘れずに今後の業務にいかしていきたいと思います。

「魚」プログラムを終えて



（7）考　察

地元で獲れる丸ごと魚を教材とし、素材から食卓への過程を一連の流れとして体験学習することによ

り、児童の魚への興味関心を行動につなげる食態度を形成することを目的として「魚」プログラムを実

施した。

「丸ごと魚」を使うこと、地域内生産物を使うことのメリットとして次のことが考えられる。

１）丸ごと魚を使うこと

・生き物としての魚を認識することができる。

・魚の生態への興味関心をもつことができる。

・鮮度の学習をすることができる。

・食べ物は命ある動植物であることに気づくことができる。

・自然環境と食べ物との関わりに気づくことができる。

・魚の臭いや感触、形態など五感を使った学習ができる。

２）地域内生産物を使うこと

・日常生活に直接関わる内容である。

・家庭の食生活と地域との接点に気づくことができる。

・学習を実践につなげていくことが容易である。

「魚」プログラムにおいては、対象校に隣接する大型スーパーの水産部の仕入れ担当者をスタッフの

一員としており、より地域の食環境に密着した取り組みが可能となった。また、水産スタッフが仕入れ

担当ということもあり、魚に関わる人々の苦労をも知ることができ、魚摂食行動への態度の向上に影響

したと考える。

「魚」プログラムは、計画通りに時間内（135分）で実施され、児童は、積極的にプログラムに取り

組んだ。プログラムの過程において、最初は魚に関わることに消極的だった児童が、自分から魚への興

味を持ち、再度魚の観察を始めたり、食べることに消極的だった児童が、「おいしい」、「初めて魚の皮

を食べた」と発言するなどの変化がみられた。

本研究における介入は、総合的な学習の時間３時間分の一回限りの学習ではあるが、教科の学習や

日々繰り返される生活体験などを通して、「魚」プログラムの効果が今後とも高まっていく可能性も考

えられる。

「魚」プログラム実施による知識と態度への影響をみると、魚生活面においては知識が向上し、態度

においては食べることに関しては「魚の嗜好」「魚摂食行動の重要性」「魚摂食行動への意思」、作るこ

とに関しては「魚料理を作ることへの重要性」「魚料理を作ることへのセルフ・エフィカシー」の向上

がみられた。

「魚」プログラムの特徴は、全ての内容に体験を取り入れていることである。展開の第一段階に魚の

種類や鮮度に関する知識を位置付けていたこともあり、児童からの質問は、魚の生態に関するものが多

くみられた。「めばるはどうして、まばらな色できれいでないのか」に対し、「身を守るために岩に隠れ

ている。岩と同じ色をもつことでより安全な状態でいられる」などである。このような体験がともなう

知識の取り入れが知識の変化だけにとどまらず、食べることへの態度、さらにつくることへの態度への

影響をもたらす効果となったと考えられる。
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児童は、社会科や５年生の１学期に行われる海の学校などを通し、魚への興味関心は既にもっている

と思われる。「魚」プログラムに参加することで、その興味関心を効果的に食べ物としての知識や態度、

行動へとつなげることができたと考えられる。すなわち、児童の興味関心をタイミングよく｢魚｣プログ

ラムにつなげることができたことが、短時間の実施でもプログラムの効果につながったと考えられる。

「魚」プログラムは、児童がもつ生物としての興味関心を食べ物としての魚につなげていくことを重

視したプログラムであるが、他の食べ物についても応用が可能であると考える。児童自身の「生きる力」

に通じる「食べる力」を育てていくための基礎作りとして、食態度に注目した食教育プログラムの意義

は大きいと考える。

（8）まとめ

小学生の魚摂食行動への態度およびその形成に注目し、魚を教材としたプログラムを実施することに

より、魚摂食行動への態度および魚摂食行動への学習効果が高まったこと、さらに食生活面のQOLに望

ましい方向への変化がみられたことから、小学生の食物選択力を形成する学習方法として有効であるこ

とが示された。
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付表１－１　介入前後別調査結果―魚生活面（知識・態度）―
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付表１－２　介入前後別調査結果―魚生活面（行動・QOL）・食生活面・健康面
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就実短期大学　幼児教育保育学科　谷口　真理子

１．「魚」プログラムの状況

授業は３日で４回行われました。プログラム１回目の児童は、水産スタッフへ積極的に質問したり、目の

前の魚の名前を答えたりしていて驚きました。生きている魚や普段あまり目にしない魚にも大変興味を示し

ていたことが印象的でした。スーパーなどには切り身の魚が売られていることが多く、丸ごとの魚を目にし

たことのある子どもが少ないためではないかと思いました。調理をする時は、皆が自分がやるんだという主

張をしていて対応に困りました。フライパンの使い方がとても上手な児童がいて、家で手伝いをしているの

かなと思いました。２回目のプログラムの児童は、魚に大変興味を示していて、ずっと魚を触っていました。

研究委員や水産スタッフの話を良く聞き、質問もたくさんしており、プログラムに意欲的に取り組んでいま

した。私の担当する班に作業に消極的だった児童がいましたが、鰆を食べ終わった後に「おいしかった！」

と笑顔を見せてくれたことがとても嬉しく思いました。３回目と４回目は同じ日に行われました。みんなが

魚を怖がることなく見たり触ったりしていました。時々、気持ち悪いと言う児童がいましたが、他の児童が

触っているのを見て、どんどん興味を示し「私も！」といって触れるようになった児童もいました。試食の

時には調味料をたくさんかけている児童がいましたが、最後には「何もかけずに食べたほうがおいしい！」

といい、鰆そのもののおいしさを分かってもらえたようで本当に良かったと思います。４クラスの「魚」プ

ログラムに参加しましたが、皆生き生きと楽しそうに取り組んでいました。

２．プログラムの感想

初回は緊張してしまい、子どもたちへの接し方にとまどいました。今回のように小学生と接する機会が少

ないので、貴重な経験だと思いました。私自身も魚に対する興味や関心がわいてきました。水産スタッフか

ら様々な話を聞くことができたことも大変勉強になりました。担当する班に私の話をきちんと聞いてくれな

い児童がいたときは、困りましたが、自分から子ども達に近づいて行かなきゃと思い、調理のときは、自分

からどんどん子ども達に関わっていくように努力しました。学生スタッフとしての自分は、初回は自分の目

の前のことでいっぱいで、周りの状況が見えていなかったように思います。２回目は１度経験したというこ

ともあって一通り段取りが分かっていたのでスムーズに作業をすることができたと思います。子ども達がと

ても元気が良くて素直な子ばかりで、魚に興味をもって見たり、触ったりしていて私自身もとても楽しく取

り組むことができました。私の担当する班に魚料理は大好きなのに、生の魚や丸ごとの魚が苦手な児童がい

ました。みんなが魚を見に行っている間、一緒に話をしていたら、その児童の方から「魚を見に行ってく

る！」と言って魚の所に行ったことがとても心に残っています。最終日は２クラス連続だったので大変でし

たが、児童の魚に対する反応の違いに大変興味を持ちました。水産スタッフがたくさん魚を持ってきて下さ

り、児童はもちろん、私たち学生スタッフもいろいろな魚に触れることができました。「魚」プログラムの

児童たちがプログラムをきっかけに、少しでも魚が好きになってくれることを願っています。そして、子ど

も達の心に残るプログラムになっていたら一番嬉しいです。ありがとうございました。

付表２
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付表４　実施前後調査票付表３　実施直後調査票
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（1）目　的

魚摂食について、主菜料理の主材料の中で、子どもは一般的に卵や肉に比べ、魚を好む者は少なく、

その理由としては、生臭さ等の食味や骨がある等食べる上での面倒さ等があげられる１）。魚を好む者が

少ない傾向は、子どもばかりでない。成人においても若年層の家庭で日常的な魚摂取の低下がみられる

等２）、先にあげた子どもと同様の理由に加え、丸ごとの魚の下拵えの仕方や作り方を知らない、できな

い、作るのが面倒等、作る上での知識、態度や技術的課題もあげられている３）。

そこで、本年度の教育実践研究では、子どもの頃からの魚摂食の習慣化のために、嗜好、摂食行動の

形成を目的として、魚料理を作って食べるという体験的な授業の実施を通して、知識、態度、行動の変

化を中心に、教育実践の効果を確認することとした。

（2）方　法

１）研究の枠組み（図１、図２、表１）

本研究の鮮魚を教材にした構成は、前報の岡山の教育実践（介入）研究の“食教育「魚」プログラム”

を基に作成したものであるが、弁当づくりも含めて、セルフ・エフィカシーを高めるために有効とされ

る体験を通した学習内容とした。

総合的な学習の時間に「丸ごとの大きな魚」を教材にし、心、体と地域にぴったりとあった魚料理で

弁当を作る授業（以下、「魚でぴったり弁当づくり」と略す。）を実施し、授業前後に質問紙調査を行っ

た。授業の目標の一つは、１）食べ物として魚、つまり海辺の地域の特徴である身近な食材としての魚

に興味・関心を持ち、魚の構造や鮮度の見分け方等の知識を得ること、２）丸ごとの魚から切り身にす

る過程、３）それを調理した魚料理を加えた３：１：２弁当箱ダイエット法による昼食弁当を作る等の

技術を習得すること、４）加えて、それを実際に味わうことで魚への嗜好性を高める一連の過程を体験

学習することにより、魚を料理して食べる摂食行動へのセルフ・エフィカシーを高めることである。二

つには、この体験を通して適量で栄養バランスの良い一食の食事構成の方法を知り、給食がない児童に

とっての日常の弁当や朝・夕の食事の適量摂食への関心を高めることである。

授業実施の有効性を明らかにするために、食環境がほぼ同じ海辺の高知県幡多郡Ｏ町立６校の小学校

５年生79名を対象とし、授業前の質問紙調査を実施した。６校（うち２校は複式学級のある児童数30名

ほどの小規模校）いずれも食知識、食態度、食行動等に差がみられ、授業群（テスト群）・非授業群

（コントロール群）を設定した準実験法による比較研究は困難である。そこで最も児童数の多いＥ小学

校40名に授業を実施しその前後の変化をもって検証することとした。

なお、Ｅ小学校以外の学校についても、授業前調査を実施すること、また、授業３か月後調査の後、

Ｅ小学校と同様の授業を実施することとした。実施した学校はＴ、Ｕの２校で合同開催であった。
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VIII．親子合同学習における食育プログラム開発と評価（高知県内小学校の事例）

針谷順子　高知大学　

本田真美　就実短期大学



２）調査の枠組み（表１、表２、付表４－Ａ）

調査の枠組みは、食生活の中で魚に直接関わる側面（以下、魚生活面）、食生活面、健康面の３側面

を位置づけ、各々について、食知識、食態度、食行動の視点を加えて構成し、20問からなる質問紙調査

票を作成した。

調査は、授業（教育実践）前及び授業３ヶ月後に、学級担任が教室で、調査票を配布し、集合法によ

る自記式により回答を求め、回収する方法で実施した（６校計79名）。授業（教育実践）の直後につい

ての調査も同様に行った。

授業前調査は、授業（教育実践）の直前、2005年11月中旬に実施し、授業（教育実践）３ヶ月後調査

は、2006年２月下旬に実施した。有効回収率は100％である（ただし、授業３か月後調査で、Ｅ小学校

の１名は欠席のため回答が得られなかった）。本報告では、教育実践を行ったＥ小学校の男子20名女子

20名、計40名の児童を主たる解析対象とした。

３）授業内容・方法（表３－１、表３－２、付表２－１、付表２－２、付表２－３）

授業は、2005年11月28日（月）、１回、135分（45分授業３時限分）で構成し、２クラス合同で実施し

た。

授業は、地元で獲れる大きな （はまち）を教材として、魚を下拵えし、魚料理を作る調理から、さ

らにそれを用いて弁当を作る食卓の過程、つまり地域における食環境としてのフードシステムを体験す

ることをねらいとした。この目的は、海辺の地域として身近な食材として児童の魚についての知識や興

味・関心を生かし、作って、食べる行動につながる態度を形成すること、すなわち魚摂食行動のセル

フ・エフィカシーを高めることである。

なお、当Ｏ町の小学校では昼食は給食がないため弁当であり、対象校から、弁当・食事の適量や料理

構成について、児童の理解を深めさせたいとの要望があったため、“３：１：２弁当箱ダイエット法を

用いて、食事の適量を知る”ことを目的に加えた学習内容とした。

そのために、本授業は、１）総合的な学習の時間において、２）２クラス合同授業により、３）魚を

卸す実演や調理指導、４）弁当に詰める料理の準備に、計11名のスタッフが関わった。11名の内訳は、

現地スタッフ担当教員２名、小学校長１名、教育委員会地域指導主事１名、保護者３名、魚屋店主１名

と大学スタッフ（栄養士、管理栄養士）３名である。魚摂食への行動化には魚料理の技術習得も欠かせ

ないことから専門家の指導をうけ、技術学習後の習熟に向けた家庭や地域での実践支援のために保護者

が学習支援者として参加し、保護者の参加による児童の家庭及び地域への情報発信に期待した。

なお、授業は大学スタッフの教員（筆者）が行った。

①　授業の流れ（表３－１、表３－２、写真）

授業は、大きな流れは以下の（ i ）から（vi）で、使用した教材はテキスト、ワークシート、実物大

料理カード、バイキング用の料理、弁当箱である４、５、６）。

i ）授業の説明：教室で、授業の概要等の説明がされた。

ii）講義１：授業者より講義形式の授業が行われた。その内容は、『魚でわたしにぴったりのお弁当を

つくろう』と、『地域の魚と魚料理について』である。

『魚でわたしにぴったりのお弁当をつくろう』については、児童一人ひとりが“自分にぴったり”

の食事について知るため、主食・主菜・副菜の概念についての講義を行った。次に、主食・主菜・

186
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副菜の理解を踏まえて一食の適量とそれを具現化するための３：１：２弁当箱ダイエット法の５つ

のルールを主として講義し、“自分にぴったり”の食事とそれを具現化する方法を理解する。そし

て、自分の弁当箱を決め、弁当に詰める料理を構想する等して、弁当の設計図（スケッチ法による）

を作成した。

iii）講義２：『地域の魚と魚料理について』は、実物大料理カードで多様な魚種や料理を例示して、ふ

だん食べている魚料理を思い出し、食材としての魚を意識し、地域の魚をめぐる食文化の歴史や魚

の良い点に気づいてもらう内容とし、テキスト、ワークシート、実物大料理カード、弁当箱を教材

に用いた。

iv）魚卸し実演：会場を教室から調理室に移し、魚屋店主による魚の生態や部位による美味しさや調理

法の話と魚卸し実演の見学時間を設けた。魚屋店主が８㎏の大きな魚（はまち）を丸ごと一匹卸す

実演を行い、授業者が魚の部位や、卸し方、鮮度の見分け方について質問形式で解説した。また、

実演では魚を１切れ大に切るところまで行った。

v ）調理：実演見学の後、魚を主材料にした魚料理、オイル・バター焼き、照り焼き、ムニエル、塩焼

きのうち各自１品好きな調理法を選び、各班６名から７名で調理実習をした。その時に用いた教材

は、魚の図と料理レシピ（付表２－１（７～８ページ）、付表２－２）である。各班で魚料理を作

る際には、大学スタッフと担当教員、小学校長、教育委員会地域指導主事、保護者が班に入って調

理の支援を行った。

vi）弁当づくり、食事：弁当箱に詰める料理について、主食（ご飯）は保護者が小学校内で炊き、魚以

外の料理は、小学校長、教育委員会地域指導主事が地元の惣菜店を選び作ってもらった（注文は大

学スタッフによる）。地元の惣菜店に依頼した料理は、大学スタッフが予想される料理の組み合せ

（献立）を作成し栄養素構成等の検討を加えたものである。児童は、作った魚料理と上記の通り準

備した料理を用いて、（ii）のところで、あらかじめ作成しておいた設計図（スケッチ）に合わせて

詰めた。そして、一人ずつ詰めた弁当を持って写真撮影をしてから、教室にて全員で食事をした。

食事の前には、詰めた弁当をふだんの食事に用いる食器に盛り替えて弁当と食事が同じ量であるこ

とを確認した。写真ｋの通りご飯１膳半（主食）、魚の照り焼き１人前（主菜）、副菜２皿の構成で

あった。

②　授業の実施体制

授業は、小学校、大学、教育委員会、地域、保護者との協働で行われ、役割は以下の通りである。

小学校は、大学や地域、保護者との連絡調整、児童の学習支援を行い、教育委員会の地域指導主事と

小学校長は、魚の選択、魚屋、惣菜店の選定等を担当した。

魚屋店主は、授業で魚卸しの実演を行い、はまちを１匹卸し児童が調理しやすい切り身大にした。

大学スタッフは、研究や授業計画、そのためのテキスト、ワークシート、調査票の作成等を担当した。

授業当日は授業者として、全体に関わり、魚屋店主への質問形式で魚の生態や部位、料理をする際にポ

イント等の解説も担当した。なお、魚料理を調理し、弁当を詰める指導は大学スタッフが主として担当

したが、関係者全員が調理の補助として参加した。また、関係者全員で食事をともにした。

４）解析方法

解析対象数は、６校全体で79名、うち授業を実施したＥ小学校は40名である。解析資料は授業（教育



188

実践）前後の質問紙調査票である（付表４－Ａ、Ｂ）。授業を実施したＥ小学校については、授業直後

の質問紙調査票Ｂ及び授業中のワークシート、詰めた弁当の写真も解析資料に加えた。

授業（教育実践）前後の質問紙による調査内容としてとりあげた20項目について、各項の選択肢につ

いて望ましい、或は、積極的な回答から順に、選択肢が５肢の場合は５、４、３、２、１点を、選択肢

が４肢の場合は４、３、２、１点を配点し得点化して解析を行った。１）項目毎の学校差や授業前後差

については、χ２検定、２）項目間の関連については相関及び因子分析を行った。Ｅ小学校の授業前の

魚摂食へのセルフ・エフィカシー、意思による群別比較は一元配置分散分析を用いた。

（3）結　果

１）児童（学習者）の魚の食嗜好

児童（学習者）の主菜料理の食嗜好について弁当のために取り上げた材料や料理を中心に、厚焼き卵、

鶏のからあげ、魚（はまち）の焼き物等の好みについてワークシート内に複数回答で記入してもらった

（該当図表なし）。

40名のうち、鶏のからあげは27名、厚焼き卵は26名、焼き魚は22名であったが、魚料理も約半数が好

きと回答（複数回答）した。魚料理で最も好きな料理としてあげられたのは、第一位は、さしみで、12

名、焼き魚２名、揚げ物１名、貝料理１名で、さしみへの嗜好性の高さが伺えた。

また、ワークシートによる学習で、「わたしにぴったりの食事って??」なぜぴったりの食事が良いと

考えるかについての問いに対する自由記述では、魚を食べることが健康にぴったり等と、６名が魚に関

することをあげた。なお、この問いで、児童がぴったりが良いと考えた理由をキーワードで確認すると、

量がぴったりが良い17名、健康・体にぴったりが良い15名、先の魚を含めた（栄養・食物等）のバラン

スがぴったりが良い７名、味がぴったりが良い２名であった（複数回答、うち未回答３名）。

２）授業前の知識・態度・行動（表４－１、表４－２）

① 授業前調査79名の回答から、魚の知識面について、魚の種類に関する知識を、「よく知っている」

９％、「少し知っている」42％と約半数が知識があると回答した。また、魚の鮮度に関する知識、見

分け方については、「よく知っている」４％、「少し知っている」29％と約30％にすぎなかった。

態度について、魚の嗜好は、「好き」58％、「まあ好き」22％と約80％が好んでいた。魚摂食行動へ

の意思についても、「魚をもっと食べたい」、「食べることができる」等、積極的な回答が高率を占め

た（73％）。

② 魚料理を作ることへの意思や、魚料理を作ることへのセルフ・エフィカシーは、積極的な回答「作

りたいと思う」は、62％を占めるのに対し、魚料理を作る頻度「魚料理を作ることがあるか」の積極

的回答は約１/３と逆に低率であった。また、魚の摂食行動について、魚摂食頻度は、「週に１～２回」

が43％で高率を占めたが、「毎日」、「週に３～４回」の計が45％と日常的に魚を食べている児童が約

半数を占めた。

③ 食生活面については、食事が「いつも楽しい」37％、「だいたいいつも楽しい」35％で70％を上回

った。また、適量摂食への態度では、いつもの食事はちょうどよい分量だと「思う」は57％で半数を

上回ったが、日常の食事の料理のバランス評価、ご飯とおかずのバランスはとれていると「思う」は

44％と低率であった。なお、食べ物の重要性、食べ物の大切さについて「よく考える」、「時々考える」
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の計で56％であった。

④ 健康面について、健康への重要性は、「よく考える」５％、「ときどき考える」41％、計46％、疲労

への認識、だるさやつかれを感じることが「よくある」28％、「ときどきある」38％と消極的な回答

が60％を超え、自覚的な健康感は低いようである。

⑤ 学校別にその特徴をみると、児童の約半数を占めるＥ小学校（40名）は、その最頻値や全体の回答

状態で、全体79名の結果をほぼ反映しており、概ね前述の①～④の特徴と一致していた。

Ｅ小学校に最も類似しているのは、Ｋ・Ｙ小学校であるが、Ｋ・Ｙ小学校はＥ小学校に比べて、魚

料理を作ることへの意思では、「作りたい」と回答した児童が多い等、料理や食事を作る面で積極的

回答が高率を占めた。

また、Ｔ、Ｕ小学校はＥ小学校に比べ、食事への満足感、食事が「楽しい」、魚摂食行動への意思、

「魚をもっと食べたい」、食べ物の重要性、「食べ物の大切さ」等で消極的な回答がみられた。Ｍ小学

校は、他校に比べて、全般に消極的な回答が高率であった。

従って、Ｅ小学校と他の５校はいずれもその回答状況に差がみられ、コントロール群として位置づ

けることはできなかった。

３）授業（教育実践）直後の児童（学習者）による授業評価（表５、図３、写真、付表４－Ｂ）

児童40名全員が自分の弁当に自分の作った魚料理を詰め、残さず食べた。表５では「授業はとても楽

しかった」89.7％、「まあまあ楽しかった」10.3％と全員が楽しかったと回答した。魚をもっと食べたい

か、魚料理を作りたいかについて「したい」と積極的な回答をした者は89.7%、魚の授業を家の人に話

すか、弁当作りを話すかについても、積極的な回答は、80％を上回った。

なお、作った弁当が適量だったか、「ぴったり」と「まあまあぴったり」の計で87.1％、主食・主

菜・副菜のバランスは「よかった」と「まあまあ」の計で82.0％であった。

全項目とも80～90％の者が、本授業について、積極的な評価をしていた。

図３は児童の授業（教育実践）直後の授業評価について、積極的回答の順に、５肢回答は、５、４、

３、２、１点、４肢回答は４、３、２、１点を与え、得点化して個人毎に□印（男子）と○印（女子）

で表わしたものである。授業（教育実践）前の魚摂食行動へのセルフ・エフィカシーの高い28名（平均

値32.0±3.4）は、低い児童11名（28.4±5.7）に比べて高値ではあったが、例数が少なくグループ間の

有意な差は認められなかった。なお、女子20名（33.0±2.4）は男子19名（28.9±5.2）に比べて高値で

あり、女子で有意に高いことが認められた。

なお、各項の未回答者の１名は、家庭の事情で早退して回答できなかった児童（男子）である。

４）授業（教育実践）前後の変化（表６、図４）

授業（教育実践）前後で変化のみられた項は20項目中３項目で、後に積極的な回答、すなわち望まし

い変化がみられたのは、「魚料理の作り方を知ることは大切である」の項で、積極的な回答した者が有

意に高いことが認められた。

逆に、好ましくない方向への変化は２項目で、「家族はあなたが魚料理を作ることを喜びますか」と

「Ｏ町にいろいろな魚がいることを知っていますか」の項で、授業３か月後にいずれも消極的な回答が

有意に高率となった。
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図４は授業（教育実践）前後の魚等の食知識、食態度、食行動の変化について、個人毎（●印）に表

わしたものである。図中の補線より、左上が授業（教育実践）後、（３ヶ月後）に得点が高値になった

児童24名、補線より右下は低値になった児童13名で、補線上の変化のなかった児童は３名である。平均

値は授業（教育実践）前値65.5±8.0、後値67.5±8.8で、小値ながら得点は高くなり、高まった児童も

2/3を占めたが、有意な差には至らなかった（ｐ＜0.074）。授業（教育実践）前の魚摂食行動へのセル

フ・エフィカシーの低い児童、また男児が左下、つまり前後の得点が低く、顕著な変化に至らない児童

が位置づいていたが、これもまた有意な差は認められなかった。

５）授業（教育実践）前後の要因間の関係（表７）

Ｅ小学校40名の授業前後の変化について要因間の関係をみた（因子抽出法：主因子法：プロマックス

法）。

授業前、第一の因子として抽出された項目は、５項目で①「魚摂食行動への重要性」（問６）、②「魚

摂食行動への家族のサポート」（問８）、③「魚料理を作ることの重要性」（問11）、④「魚料理を作るこ

とへの家族のサポート」（問13）、⑤「魚料理を作る頻度」（問９）である。この内容からは、魚を食べ

ることと健康とのつながりの認識と、魚料理を作ったり、食べたりすること等への家族のサポートが抽

出された。

第二因子としては、①「魚摂食行動への意思」（問５）、②「魚摂食行動へのセルフ・エフィカシー」

（問７）、③「魚摂食頻度」（問14）、④「魚摂食行動」（問15）、⑤「疲労の認識」（問20）が抽出された。

また、授業後の第一因子には①「魚料理を作る頻度」（問９）、②「魚料理を作ることへのセルフ・エ

フィカシー」（問12）、③「魚料理を作ることの重要性」（問11）、④「魚の鮮度に関する知識」（問17）、

⑤「魚料理を作ることへの意思」（問10）、⑥「魚摂食頻度」（問14）が抽出され、学習内容と関係して

いた。

第二因子としては、①「魚摂食行動への意思」（問５）、②「魚の嗜好」（問４）、③「魚摂食行動への

セルフ・エフィカシー」（問７）、④「食事への満足感」（問１）と、第一因子の６番目にあがった「魚

摂食頻度」に加え、魚の摂食に関わる態度の項目が抽出された。

６）児童の授業前の魚摂食態度と授業後の要因との関係（表８、付表１）

上記５の結果、授業後で抽出された第一因子中の「魚摂食頻度」に注目し、魚の摂食行動につながる

「魚摂食行動への意思」（問５）と「魚摂食行動へのセルフ・エフィカシー」（問７）をとりあげて、授

業の効果を一元配置分散分析で検討した。

魚摂食への意思とセルフ・エフィカシーは相互に関連がみられたが、魚摂食への意思に比べ、セル

フ・エフィカシーはより多くの要因で、有意な差が認められた。

授業前、魚摂食行動へのセルフ・エフィカシーのある児童（かなりできると思う９名、少しできると

思う19名、計28名）は、ない児童（どちらともいえない10名、あまりできないと思う２名　計12名）に

比べて、授業後の①食事への満足感（問１）、②魚料理を作ることへのセルフ・エフィカシー（問12）

や魚料理を作る頻度（問９）、③魚料理を作ることへの家族のサポート（問13）、④魚摂食行動への意思

（問５）や⑤魚摂食の頻度（問14）面で、有意に高いことが明らかになった。

授業前後のセルフ・エフィカシーの変化は「かなりできると思う」は22.5％（９名）で授業前と同率

で、「少しできると思う」は授業前値47.5％から授業後値62.5％と増加したが有意な変化は認められなか
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った。

（4）考　察

１）授業（教育実践）の内容について（表９－１、表９－２、表９－３、付表２－１、付表２－

２、付表２－３－１、付表２－３－２、付表２－Ｃ）

本授業（教育実践）は、①魚の摂食行動形成の目的と、②弁当箱法による食事の適量摂食行動形成を

目的とした2つの内容で1回135分授業として構成した。②については、研究協力校の要請を受けて加え

た。後述するフォローアップなど研究計画の課題もあるが、135分間で２つの目的・内容は、弁当箱法

の教育実践研究の効果として、他の研究結果と比べてみても３、４）、やはり無理があったと考える。

そこで、表９－１、９－２、９－３に示したように90分２回の授業―１回目①魚摂食行動形成、２回

目②弁当箱法による食事の適量摂食行動形成－に分けて実施する方がよいと思われる。特に①について

は、新鮮な魚に日常的に接している子どもにとっては生（さしみ）ではなく、多様な魚料理ができるこ

とを目標にした授業が有効と考える。

２）鮮魚が身近な食べ物である児童への働きかけについて

Ｏ町を含め、高知地区は、全国調査でも明らかにされたように、海辺、非海辺ともに魚の摂食頻度等

が他地区に比べて高く、特に鮮魚は身近な食べ物であり、児童、保護者も同傾向であった。従って、本

結果でも、明らかになったように「魚が好き」や「まあ好き」も含めて魚が好きな児童は８～９割を占

めた。一つには本結果の５）で明らかにされたが、魚の知識も含めて魚料理を作って食べることに関す

る項目は第一因子として授業（教育実践）３ヶ月後に抽出された。そこで、魚の調理技術、加熱調理の

支援が児童の主体的な魚摂食行動形成に有効と思われる。二つには、児童と家族が情報を共有し、日常

的に作ることへ参加できる環境づくりである。一部の保護者や魚屋店主の参加のみではなく、若い保護

者層の“食”の学習機会としても、より多くの保護者や地域の人と一緒に調理が体験できるプログラム

の作成、実施である。本研究で注目した、「魚を食べることができる」のセルフ・エフィカシーや弁当

で実習した料理のバランスも含め、望ましい変化はみられたものの、諸点で有意な変化にはつながらな

かった。魚の見分け方の正しい理解を学んだため、児童の認識としては低下した。魚の知識は授業（教

育実践）３ヶ月後に低下していたが、これは一般的にも正しい知識を学習した後は評価基準が厳しくな

るために低下することがあり、ここでもこの範囲と思われる。学習によって魚を作ることへの重要性は

確かに向上し、児童は魚が好きであり、魚料理を作って魚をもっと食べることができると思っても、家

庭でそれを受けとめる状態がないと実践は困難である。従って、子どもが家庭での日常の摂食頻度を高

めるためには家族地域への働きかけが重要と思われる。

３）授業（教育実践）後のフォローアップについて

授業（教育実践）直後の児童の評価からは、ほぼ全員が授業は楽しかったと回答し、魚料理や弁当に

ついて体験したことについて８割以上の児童が積極的な回答をしていた。しかし、授業（教育実践）３

ヵ月後の調査結果から、その効果は良好な有意な変化として確認できた内容は少なかった。

本研究においては、授業（教育実践）１ヵ月後に図２の研究計画通りフォローアップを行った。フォ

ローアップの内容は授業（教育実践）で詰めた弁当を持って撮った写真を用いてそれを添付した資料を
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作成した。そこには「上手に詰められたこと」「おいしく詰められたこと」等の評価（メッセージ）を

加えてクラス担任を通じて個人宛にその資料を配布した。しかし、その後２ヶ月間はフォローアップせ

ずに、授業（教育実践）３ヶ月後に調査を実施した。

対象地区の小学校（Ｅ校も）は学校給食がなく、児童全員が学校で一同に魚料理を食べる機会や本授

業内容に関するその後の指導の機会はなかった。従って、給食指導等のフォローアップの機会が望めな

いことを考慮して、授業（教育実践）後のフォローアップを充実させた研究計画が必要であったし、そ

のことが教育効果を高めることにつながったと考える。例えばワークシートなどから児童の意見や考え

などをまとめた資料を作成し配布する等、授業内容を振り返り、実践のきっかけづくり等になる機会を

積極的に設定する必要があった。

４）学校差について

授業（教育実践）の対象校としたＯ町小学校は、図１に示すように海岸線に沿い海に面した学校があ

ったが、児童の魚摂食への態度や行動、そして魚をめぐる家族との関係には差異がみられた。それらの

背景として、大小さまざまな川に隔てられて学校が設置されていることや現在のO町は旧二村が合併し

ていること等、自然的・歴史的に固有の地域文化を持っていることがある。５校のうち３校は近くに小

さいながら近海漁業の漁港や漁業協同組合等関連機関もある。しかし人口数や量販店の規模等との関係

はみられなかった。結果の解析に当たって統計学上では児童数が少ないこと等の課題もあるが、食環境、

家庭との関係との再検討が必要である。
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図１　対象地区と小学校所在地

図２　教育実践研究の流れ
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図３　授業（教育実践）前のセルフ・エフィカシーと授業（教育実践）直後の

児童の授業評価（個人得点分布）

図４　授業（教育実践）前後の魚等の食知識、食態度、食行動の変化・個人得点分布（授業群40名）
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表１　学校別児童数

表２　調査内容の枠組み
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表３－２　「魚でわたしにぴったりのお弁当をつくろう」学習指導案
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表４－２　魚等の食知識、食態度、食行動の授業（教育実践）前後の変化（授業群40名）

表５　児童による授業（教育実践）評価（授業群40名）
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表７　授業（教育実践）前後の要因間の関係
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表９－１　改訂版　授業（教育実践）の流れ「魚でわたしにぴったりのお弁当をつくろう」
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表９－２　改訂版　「魚でわたしにぴったりのお弁当をつくろう」学習指導案１
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表９－３　改訂版　「魚でわたしにぴったりのお弁当をつくろう」学習指導案２
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写真　授業（教育実践）風景写真

●地域の食材や弁当箱法の学習の様子

●専門家による魚の生態と鮮度やさばき方の説明を受けている様子

●魚料理を作っている様子

a b

dc

e f
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写真　授業（教育実践）風景写真

●詰めた弁当を盛り分け普段の夕食として
展開している様子

●作った魚料理も加えて弁当詰めをしている様子

●焼きたての魚を入れた詰めた弁当の様子

●食事の様子

g h

i

j k
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付表１　授業（教育実践）前後の比較
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付表２－１　テキスト
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付表２－３　ワークシート付表２－２　テキスト（レシピ）
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付表３－１　改訂版　テキスト
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改訂版　テキスト
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改訂版　テキスト
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改訂版　テキスト
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付表３－２　改訂版　テキスト（レシピ）
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付表３－３－１　改訂版　ワークシート1

付表３－３－２　改訂版　ワークシート2
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（1）目　的

本課題の目的は、“魚が好き、または嫌い”（以下、魚が好き）と魚摂食、食生活、健康、環境へのア

クセス等の各面について行動や態度の現状を明らかにし、魚が好きとこれらの行動や要因の関係を明ら

かにし、その結果を踏まえて魚学習の目標に“魚が好き”をとりあげることの必要性と可能性を検討す

ることである。魚の摂食頻度等行動面についてはすでに全国調査の結果により、児童の魚摂食頻度が高

いことが魚に関連する諸行動ならびに、食生活、健康、環境へのアクセス等の各面を良好にすることが

明らかになっているので（Ⅱ章）、ここでは児童自身が認識でき、行動変化への意思決定ができる食態

度に注目し、その１側面としての“魚が好き”を取り上げた。

本報の目的は、魚が好きかを切り口とした食教育の可能性を明らかにする為に、１）児童の魚が好き

（または嫌い）と食行動、食態度、周囲の支援、環境へのアクセス、健康、環境との関連を明らかにす

ること、２）児童の魚が好き（または嫌い）に影響する要因とその構造を明らかにすることである。

（2）方　法

１）解析対象

全国調査の協力校のうち埼玉県鶴ヶ島市内の２小学校に在籍する児童のうち、調査票を回収すること

のできた小学校４、５年生の児童とその家族300組を解析の対象とした。対象となった児童の内訳は、

学年別にみると４年生154名、５年生146名、男女別にみると男子146名、女子148名、不明６名であった。

２）解析方法

解析には全国調査「魚と食生活に関する調査」の回答を用いた。

項目間の関連の検討にはχ2検定、影響要因の検討には重回帰分析（強制投入法）を行った。重回帰

分析を行うにあたり、分析に用いたカテゴリーデータは最も頻度が高いまたは積極的なカテゴリーを５

点または４点とし、以下順に３点、２点、１点と得点化した。

データの集計解析は、SPSS 13.0J for windowsを用い、統計的検討は有意確率５％で行った。

（3）結　果

１）魚が好きの現状（図１）

「魚料理が好きですか？」の問いに対し、好きと答えた者は111名（37.0％）であり、まあ好き101名

（33.7％）、どちらともいえない48名（16.0％）、少し嫌い35名（11.7％）、嫌い５名（1.7％）であった。

魚が好き、またはまあ好きと答えた者を「魚が好き群」（以下、「好き群」）、どちらともいえないと答
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えた者を「どちらでもない群」、少し嫌い、嫌いと答えた者を「魚が嫌い群」（以下、「嫌い」群）とし

て群分けを行い、以下の検討を行った。好き群212名（70.7％）、どちらともいえない群48名（16.0％）、

嫌い群40名（13.3％）であった。

２）魚が好きに関連する要因

①　魚摂取面（表１）

魚に関する食行動では、好き群は週に３回以上魚料理を食べるものが32.9％であり、有意差は見られ

なかったものの、どちらともいえない群27.1％、嫌い群20.0％に比べて魚料理を食べる頻度が多い傾向

が見られた。同様に、好き群は丸ごとの魚で食べることが多いと回答した者が18.9％と、他の２群に比

べて多い傾向であった。さらに、学校給食での魚料理をいつも又はだいたい残さず食べる者は好き群で

は85.8％と、どちらともいえない群（56.3％）、嫌い群（52.5％）に比べて有意に多かった（p<0.001）。

家族と魚料理をつくる頻度についても好き群26.9％はどちらともいえない群（15.2％）、嫌い群（12.8％）

に比べて割合の多い傾向が認められた。

魚に関する食態度では、ほとんどの項目について魚が好きとの有意な関連が認められた。すなわち、

好き群はどちらともいえない群、嫌い群に比べて、魚をもっと食べたいと思う又は時々思う（p<0.001）、

魚を食べることはとても又はまあ大切だと思う（p<0.001）、魚をもっと食べることがかなり又は少しで

きると思う（p<0.001）、魚や魚の食べ方についてとても又は少し知りたいと思う（p<0.01）、海や川で

の魚の生活やその環境への興味・関心がとても又はまあある（p<0.01）、魚料理の作り方や食べ方への

興味・関心がとても又はまあある（p<0.001）、魚に含まれる栄養成分や健康に対する働きへの興味・関

心がとても又はまあある（p<0.01）、という特徴が認められた。

周囲の支援については、家族は自分が魚を食べると喜ぶかについては、好き群がとても又は少し喜ぶ

と思う者の割合が64.6％であり、どちらともいえない群50.0％、嫌い群62.5％に比べて若干高い傾向で

あった。家族と魚について話をすることがよく又は時々ある者が好き群は42.9％であり、どちらともい

えない群22.9％、嫌い群30.0％に比べて有意に割合が高かった（p<0.05）。

環境へのアクセスについては、魚屋等に行く頻度は好き群37.7％とどちらともいえない群29.2％、嫌

い群30.8％に比べてやや多い傾向が認められた。魚の学習については群による差は認められなかった。

これは４年生に比べて５年生のほうが圧倒的にたくさん学習した者の割合が多かったことから、学校の

家庭科の授業があるかどうかが大きく影響しているためであると考えられた。

②　食生活・健康・環境面（表２）

食QOLについて、食事がいつも楽しい者が好き群46.7％、どちらともいえない群22.9％、嫌い群

12.5％であり、好き群は他の２群に比べて有意に割合が高かった（p<0.001）。また、食べ物の大切さを

よく又は時々考える者は好き群73.6％と、どちらともいえない群60.4％、嫌い群66.7％に比べてやや多

い傾向が認められた。

食行動については、食事のことで実行していること、家族との朝食共食頻度、家族との夕食共食頻度、

のいずれの項目についても、魚が好き群による有意な群間差は認められず、むしろ嫌い群が好き群、ど

ちらでもない群に比べて望ましい回答肢への回答が高いという傾向が見られた。

健康についてよく又は時々考えると回答した者は、好き群59.0％とどちらともいえない群50.0％、嫌
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い群52.5％に比べてやや割合が高い傾向が見られた。

環境については、自然環境を守ることの大切さについてよくまたは時々考えると回答した者は75.0％

と、どちらともいえない群68.8％、嫌い群72.5％に比べてやや高い傾向が見られたが有意な差ではなか

った。

３）「魚が好き」に影響する要因とその構造（図２、表３）

魚が好きかを目的変数、魚が好きか群別に有意差の見られた10項目を説明変数として、重回帰分析を

行った。魚や魚の食べ方を知ることへの意図、魚の栄養成分や健康に対する働きへの興味・関心、魚に

ついて家族と話す頻度、海や川での魚の生活やその環境への興味・関心、魚料理の作り方や食べ方への

興味・関心５項目については多重共線性が認められた為これらの項目を除いて再度重回帰分析を行っ

た。最終的に投入した説明変数は、学校給食での魚料理の残食、魚をもっと食べたいか、魚を食べるこ

との大切さ、魚を食べることのセルフエフィカシー、食事の楽しさ、の５項目であった。

魚が好きかに最も影響を与えていた要因は魚をもっと食べたいか（β＝0.427）、次いで魚を食べるこ

とのセルフエフィカシー（β＝0.235）、学校給食での魚料理の残食（β＝0.213）であり、有意に影響を

及ぼしていた（p<0.001）。

以上、“魚料理は好きですか？”の質問に対する選択肢回答の結果からであるが、“好き”、または

“まあ好き”をあわせて（魚好き群）70％以上の児童が魚に対し肯定的な感じ方もっていること、この

児童たちは“嫌い”または“どちらでもない”と回答した児童（非好き群）に比べて、魚に関する食行

動、食態度、周りのサポート、食環境へのアクセス、の各面、食のQOL、食行動、健康の各面について、

良好な児童が多い現状が明らかになった。そして、全要因の総体の中で魚好き群は、“魚をもっと食べ

たいと思う”“魚を食べることができるという感じがある”（魚を食べることへのセルフエフェカシー）

の態度（この背景には多重共線性がみられたために解析から削除した要因、すなわち、魚や魚の食べ方

について知りたい、魚料理のつくり方や食べ方に興味・関心がある、海や川での魚の生活やその環境へ

の興味・関心がある、魚に含まれる栄養成分や健康に対するはたらきへの興味・関心がある、そして家

族との魚の情報交換の頻度が重いことがつながっている）と密接な関係があり、かつ、学校給食で魚を

残さず食べるという行動とも密接に関連していることから、取り上げた要因間の構造も浮き彫りになっ

た。

（4）考　察

以上の結果から、児童にとって魚についての理解や関心を高める目的に加えて、食生活全般への関心

や行動を高める上で、“魚が好き、または嫌い”等、いわば魚への近づきを食教育の目的や目標にする

ことの必要性、さらに家族のサポートや地域へのアクセスの向上に貢献できる可能性が明らかになった。

また、魚が好き、またはまあ好きと回答する児童が70％以上を占めることから、このアプローチの実施

可能性が有ることも明らかになった。

そこで、埼玉地域の教育実践介入では、魚を好き、または嫌いといった食態度の感性的な側面を見落

とさない食教育プログラムを試みることにした。
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表１　子どもの魚が好き群別　魚に関する食行動・食態度

表２　子どもの魚が好き群別　食生活・健康・環境
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表３　魚が好きかと他の要因の相関関係
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図１　魚料理は好きですか

図２　魚が好きに影響する要因
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付表１　子どもの魚が好き群別クロス（埼玉地域）
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（1）研究目的

子どもたちの日常の学習プログラムの中に、ごく自然な形で、“魚・魚料理のある食事・食生活・生

活・食環境”（以下魚・魚料理）に関する学習が取り込まれ、その結果、日本の食文化の中核をなして

きた魚についての理解、それを含めた食事や食の世界を広げ、豊かにし、そのイメージを日常生活の中

に具体化できる力を形成する学習プログラムを作りたいという願いの下、本研究は計画された。その結

果として、魚・魚料理についての理解も深く広がり、魚・魚料理への興味・関心が高まり、魚・魚料理

の摂食行動が積極的になる可能性が高まるだろう。このとき、研究１で浮き彫りにされた魚への積極的

な態度、とりわけ“魚が好き”（または嫌い）の形成を重視してすすめたい、との願いである。

小学校における魚摂食についての学習は食育基本法の制定や食育推進が全国的に進む中、学校でも総

合的な学習の時間、特別活動、生活科、道徳、社会、理科、家庭科等の教科等の一部に、特別に時間を

確保し、魚の重要さや魅力を重点的に学習できる特定の機会提供が多くされ、実績を上げている。こう

した中、全国的に、より多くの児童や学校へ、“日常的な”学習の中へ、いわば通常の学習の中で学習

できる機会を作りたいという願いで本研究を行った。

本研究の目的は、家庭科の学習指導要領にのっとり実施されている授業の流れの中に「魚・魚料理の

ある食事・食生活・生活」（以下、魚・魚料理）学習をとり入れることの必要性と可能性を明らかにし、

今後の関連する学習プログラム検討の基礎資料を提供すること、である。具体的には次の２面からのア

プローチを行う。

１）家庭科において魚・魚料理を題材の一部に取り込んだ学習プログラム（以下、「学習プログラ

ム」）構築

現行の家庭科学習プログラムの目的・目標、方法、評価の実際の中に、魚・魚料理に関する学習を題

材として入れることの必要性と可能性を検討し、その結果を踏まえて「学習プログラム」案を作成する。

なおこの検討の中で、児童にとっての魚・魚料理や関連する情報へのアベイラビリテイの現状を把握

し、本学習プログラムの必要性を食環境面からも検討する。

２）「学習プログラム」の教育実践介入

「学習プログラム」案により授業を実施し、その実施可能性と児童の学習成果を検討し、魚・魚料理

に関する題材を一部取り込んだ学習プログラムの評価をする。

（2）方　法

１）教育実践介入協力校と児童

教育実践介入研究を埼玉県鶴ヶ島市立Ｓ小学校６年生１組と２組児童全員64名の協力を得て実施した
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研究２　「楽しい食事をくふうしよう」の学習過程に「魚・魚料理のある食事」

学習を取り込む試み―小学６年生家庭科での介入事例

足立　己幸　女子栄養大学大学院

高山　悦子　埼玉県鶴ヶ島市立杉下小学校

衛藤　久美　女子栄養大学栄養科学研究所

安部　悦子　NPO法人食生態学実践フォーラム



（表１）。ただし、学習経過や評価の分析はこのうちの２組全員33名のみについて行った。Ｓ小学校は本

研究の全国基礎調査「魚と食生活に関する調査」の埼玉県内協力校２校のうちの１校である。Ｓ小学校

は埼玉県西部、私鉄沿線駅に近く、県道添いにあるが、駅前商店街からはずれている、学区内に商店、

住宅地と農地が混在する食環境である。

２）研究全体のスケジュール

まず、前年度実施した全国基礎調査の時期に遡って、教育実践介入研究のスケジュールを示した（表

２）。2004年９月に調査協力への依頼に入り、11月に実施、その結果の概要を冊子（付表１）にして

2005年３月に小学校、保護者、教育委員会へ報告した。

続けて教育実践介入研究の協力を要請し、承諾を得て、具体的な検討が開始された。家庭科の授業の

一環として実施することから、家庭科主任であり、６年生の担任であるＴ教諭が当日の教育実践（授業）

を担当することになった。そこで本研究の目的・目標や方法論と家庭科の授業の目的・目標、方法、教

材、分担、評価等の両面から検討し、より質の高い教育実践ができるようにと、綿密な協議検討を重ね

た。教育実践（授業）は６月中旬に実施し、その後の学習成果に関する調査、解析、報告書作成等につ

いても引き続き協議検討を重ねた。

３）教育実践介入プログラムの作成の手順

①　教育実践（介入）プログラム作成

すでに計画され、実施中の家庭科学習の中に、その流れに沿って、かつ今回の研究目的の主要な部

分を担う内容と方法を検討した結果、「第６学年１組、２組家庭科学習指導案」が作成された。単元

は「調和のある食事」（10時間）、当該授業の題材名は「楽しい食事を工夫しよう」であり、指導者は

Ｔ教諭である。大学院生大学生スタッフが学習時補助者、足立らは教室外で教材等準備担当として分

担することになった。２クラスについて教育実践したが、以下、Ｔ教諭が担任である６年２組の事例

で報告する。

②　授業の展開（学習プログラムの流れ）

１日目の授業展開（表３、写真１）

表は時間経過に沿って学習のねらい、学習者（児童）の行動・活動、使用した教材・教具、Ｔ教諭

の活動、そして、スタッフの支援内容を示した。児童は４時間目に調和のある食事づくりのものさし

の１つとしての「弁当箱法」のルールを学び、準備された料理を詰めて一食分を作ってみる。昼食時

に作った弁当を食べ、自分が作った弁当の評価をし、課題を持って午後の授業へ進み、調和のある食

事づくりの視点で学習成果を評価し、学習効果を高める。メンバーの協働の役割分担は表３の右側に、

学習・授業の様子は写真１に示した。

２日目の授業展開（表４、写真２）

２回目の学習は１回目の学習成果を踏まえて、指導案の一部修正を行い、展開した。調和のよい食

事づくりのポイントの確認に加え、多様な食材のそれぞれの栄養的な特徴を学び、そのよさを積極的

に生かした料理選択について、主菜料理について、肉と魚を例に学んだ。魚は質のよいたんぱく質や

カルシウム等を豊富に含み、その割には脂質が少ない。豚や牛に比べて、栄養素のバランスが良好な

のは、体格が小さく、一尾ものが多いので、生命体そのものを食べることになるからと考えられる。
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魚は短期に成熟する生命体であり、その“生命力”について未解明の部分が多いが、これこそ、大型

動物の一部を食する場合に得られない魚の食物としての特徴であることを、授業の内容に加えた（付

表２）。

③　学習成果の評価枠組みと方法

この研究は、家庭科の授業の「楽しい食事をくふうしよう」に取りこんで実施したので、足立らが

開発し、全国的に活用されている「３・１・２弁当箱法」を手立てとし、肉類に偏りがちな食物のイ

メージに魚を加えることで、調和のよい食事づくりへの可能性を広げようとするものである。学習成

果の評価枠組みや方法は通常の方法で行った。ここでは､学習指導案にもとづく評価項目（表５）の

中から、学習の課題とした“魚について学ぶことは楽しいか”“調和のある食事、食事づくりについ

て、興味・関心が高まったか”“調和ある食事づくりをすることが出来たか”“調和ある食事作りの方

法や楽しさを家族や友人に伝えたか”に注目し、各点についての学習効果とその関係性を検討した。

ここで、児童と教諭が話し合って学習計画の設定をしているので（本家庭科の授業の特徴のひとつで

ある）、児童自身の自己評価と教諭の評価の両面から行った（付表３）。また、学習過程のプロセスと

結果の両面からの評価も加えた。

（3）結　果

１）学習プログラムの構築

P.234～P.237に示した学習指導案が作成された。

作成に当たって留意した点は次の点である。

① 協力校で着実に進められてきた家庭科学習過程において、子どもたちのものづくり学習へのニーズ、

とりわけ食べる人の健康や好みを意識した食事作りへのニーズ、食物の栄養面についての学習ニーズ

等を積極的に受け止める。この根拠は前年実施された「魚と食生活に関する全国調査」結果から、i ）

魚料理を週に１～２回以上食べている児童が84.6％と高い傾向を示したものの　ii）家庭で魚を丸ごと

食べる機会が少ない、しかし、iii）学校給食でサービスされた「あじの和風煮」を81％の児童がしっ

かり食べた、という状況であった。食べる経験、触れる経験が少ないことの改善が必要と考えられた。

② 家庭科の学習において、児童による学習計画の設定とその自己評価を重視していることから、計

画・実施・評価・次の課題へのマネージメントサイクルを重視した学習の進め方

③ 目的に示したとおり、「楽しい食事をくふうしよう」についての学習の題材の一部に魚・魚料理を

入れることにより、より豊かな「楽しい食事をくふうしよう」像の形成をねらう。家庭科の教科書で

の魚・魚料理の取り上げはきわめて少なく、Ｋ教科書（家庭科、５年生用）で11件であった（表６）。

さらに給食の主菜料理としての魚料理は４、５月の２か月間で９種類11回であり、同期間中の肉料理

の13種類13回に比べてやや低率であった。児童全員が共通にアクセス可能な情報と料理の両面につい

て魚料理は肉料理に比べて低いことから、本授業の中で、魚・魚料理についての情報や料理を提供し、

肉と魚が対等な関係で選択可能な状況を作ることの必要性が示された。
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学習指導案
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２）学習プログラムの教育介入

表３で記したスケジュールにしたがって実施した教育実践介入の経過と結果を示す。

①　学習プロセスと学習評価（２事例による検討）

事例１（Ｓ子）：
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Ｓ子は仲間と話し合い、教諭のサポートを得て作成した「楽しい食事をくふうしよう」計画表（事

例Ｓ－１）の10回の学習目標のそれぞれについて、学習後の感想を簡潔に書き、自己評価欄（10回中

９回）にＡ（Ａ、Ｂ、Ｃの３段階評価）をつけ、一方、教諭も10回の学習の総合得点を10点（12点満

点）と評価するなど、本家庭科の学習成果が高い女子児童の一人である。10回の学習を終えた感想と

して、“これから、土・日の仕事に一食分の食事づくりが入るといいなと思った”と記述し、日常生

活への展開の意欲をみせている。

１回目の「お弁当スケッチ」（事例Ｓ－２）で見るとおり、「楽しい食事をくふうしよう」の手だて

として「３・１・２弁当箱法」の学習過程で、自分が作ろうとする弁当のイメージを“カラフル”と

し、「弁当のスケッチ」もカラフルに仕上げている。弁当作りに準備された料理のすべてをとりあげ、

それぞれの主要食品名（食材名）と主な生理機能についての解答も適正である。調和のよい食事の視

点で自分の作った弁当の自己評価は、栄養のバランスＡ、色どりＢ、味Ｂであった。自由記述欄に

“カラフルになるように色々なものをつめた。あと、栄養のバランスにも気を付けた”と記述してい

る。

日常的に食べたり、見ている弁当の影響ととらえられたが、料理のそれぞれがきちんと紙皿を使っ

て仕分けされていた。実習の途中で、紙皿を使うと料理がきっちり詰められないこと（隙間ができて、

弁当箱の計量性が発揮されにくい）、紙皿の色が強いので、各料理の自然の色が映りにくくなる、プ

ラスチック資源の過剰使用につながり環境重視の点からも問題があることが議論された。Ｓ子は悔し

そうにその話を聞いていた。

２回目の「お弁当のスケッチ」（事例Ｓ－３）には前回の課題をクリヤーして紙皿は使われていな

かった。ネーミングも“調和バッチリ”と焦点がより鮮明になり、料理名も正確に書かれており、い

ずれも１回目の学習成果ととらえられた。自己評価で栄養と味のバランスはそれぞれＡであるが、色

どりについてはＢであった。学習計画表にも、“味もちゃんとできた。調和のよいネーミングのとお

りの弁当になった”で、Ａの自己評価であった。これらを受けて教諭の評価は全部Ａであった。

学習の終了時に行った「３・１・２弁当箱法」を学習して（事例Ｓ－４）から、Ｓ子は学習内容を

家族に話し、「やってみよう」で家族のために調和のよい食事をつくり、食べてもらい、家族が喜ぶ

ことがうれしいと感じた様子が伺われた。

調和のよい食事の質を高める料理として学習した魚料理については、この質問票の回答だけからは、

特筆すべき態度や摂食行動の変化は見られなかった。１回目からさばの竜田揚げを弁当にとりあげて

おり、日常的に魚料理と近い関係が定着していることも予想される。

Ｓ子にとって今回の魚・魚料理学習は日常のこうした関係の確認になったととらえられる。

１食分の食事作りへの学習ニーズが高いので、魚や魚料理についてタイミングよい学習プログラム

との出会いが期待される。

事例２（Ｍ男）：

Ｍ男も興味深く学習に臨んだ一人である。しかし、学習計画表（事例Ｍ－１）の記述から、各授業

の感想は“……作り終わって、つかれた。”“書き終わった”等作業報告にとどまっている時間が少な

くない。７、８回の「お弁当つくりチャレンジ（１食分）」を除く全回で、自己評価はＢであった。

各回について教諭がかなり丁寧なコメントを書いているが、次回の学習に活かされているようにはと
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らえられない。

１回目の「お弁当スケッチ」（事例Ｍ－２）のネーミングは“力がつくお弁当”。“力がつくように

肉を入れた”の記述のとおり、弁当箱半分量のごはん、鮭の塩焼き１切れ、残りの空間の全部に鶏肉

のからあげと豚肉のしょうが焼きが入れられていた。野菜を主材料にした副菜は３種類を選ぶことが

できたのだが、選択はゼロであった。栄養のバランスと味のバランスはＢ、色どりＣの自己評価をふ

まえて、教諭のコメントは“少しさびしそうになってしまったので、次、がんばってね”と優しい声

かけであった。

飛躍的ともいえる学習成果が２回目（事例Ｍ－３）に見られた。ネーミングは“栄養バランス”で

ある。ほうれん草のごま和えとかぼちゃの煮物が加わり、主食・主菜・副菜がそろった“調和のよい

食事”を作ったのである。自己評価でも栄養のバランス、色のバランス、ネーミング通りかについて

はＢであるが、味のバランスはＡがしっかりと書かれていた。しかし、家族に作ってあげたり、日常

の食事のときに「３・１・２弁当箱法」での学びを活用するまでに至っていない。これらを受けて教

諭の評価はＢ。であった。最終段階の自己評価（事例Ｍ－４）でも積極的な態度が浮き彫りにされて

いる。「３・１・２弁当箱法」の学習について家族に話し、今後も学習したい、その理由は“おもし

ろい”からであり、楽しさを重視した本学習プログラムの学習目標への大接近ととらえられた。

Ｍ男は１週間に５回の高頻度で魚料理を食べている。弁当のスケッチでも鮭の塩焼きを赤く染めて

肉のからあげとは異なってとらえている様子がわかる。また計画表の７、８回目に“さつまあげのし

ょうゆステーキや……中略……の栄養バランスを考えてできた”とし、自己評価Ａをつけていること

など、魚料理へのさらなる近づきが期待される。

②　自分で料理を選択し、仕上げた「私の弁当」からみる学習成果（１回目と２回目の比較）（写真３）

調和のよい食事について学び、その内容を踏まえて自分の作りたい弁当のネーミングを決め、実物

大の弁当箱の設計図を描き、それをみながら実際に料理を詰めて作った「私の弁当」は具体的な学習

成果の一つである。児童のそれぞれの目指すこと（目標）が異なるので、評価は各目標に対応してす

べきであるが、ここでは共通の学習目標であった「調和のある食事」を実現しやすい「３・１・２弁

当箱法」の基本ルールが実現されているか、すなわち、i）身体や活動に見合った弁当箱を選んでい

るか（事前にチェック済み）、ii）主食・主菜・副菜料理を弁当箱の表面積でみて（基本的には容積に

対応している）３・１・２の割合で詰めているか、iii）油や食塩を濃く使った料理を重ねない（２種

類以上入れない）、iv）料理が動かないようにしっかり詰める（弁当箱を、容積を測る身近な計量器

としているのであるから、その機能が果たされなくなる）、そして v）でき上がりが見てきれい、おい

しそうか、の５つのルールが実現されているかを評価した。

ア）ネーミングについて：１回目の未記入者が１名、２回目に３名、１、２回目ともが１名いた（調

査票の回収時の確認がうまくできなかった）。記入ができている全員について、１回目に比べ、２

回目でネーミングは焦点が明確になり、児童の気持ちを他が共有しやすくなっている。

イ）「３・１・２弁当箱法」のルールを活かすことと、学習が“楽しかった”との関連（表７）

●で示した「３・１・２弁当箱法」のルールを活かした、調和のよい弁当は１回目では５名であ

ったが、２回目では19名（全児童の58％）になった。内、１回目と２回目で続けて●は２名、他の

17名は２回目で“うまくできた”。
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一方、自己評価の自由記述の中で“楽しい”またはそれに準じた表記があった児童（○）は１回目

で26名（78.8％）を占め、２回目で４名が加わり、30名が“楽しい”自己評価であった。２回ともそ

うでない２名については２名とも「３・１・２弁当箱法」の学習成果が、実際の弁当作りに反映され

ていなかった。クラス中のほぼ全員が“楽しい”と感じたことは本プログラムの学習目標をほぼ全員

がクリヤーしたことであり、喜ばしいが、該当者数の偏りにより、“楽しい”と“調和のよい食事の

学習成果”との良否の関係を明らかにすることはできなかった。

③　教諭による評価

各児童について、前項と同じように個人別学習経過と学習成果をチェックし、クラス全体の学習経

過と評価が担当した教諭によって総括された。学習のねらいを確認後、学習段階別に、学習内容、主

たる教材（資料）、教師の思い、教諭が観察した児童の思い、評価（Ａ、Ｂ、Ｃの３段階評価のうち、

Ａの人数）の一覧表と総括より構成されている。
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④　魚・魚料理に関する学習成果

ｉ）魚料理摂食頻度と魚料理への嗜好（好きの度合い）（表８）

最終段階で実施した「３・１・２弁当箱法」を学習して（調査票Ｆ）の質問７からみると、魚料理

を好き、またはまあ好きと回答した児童は21名（65.7％）であり、少し嫌いは３名（9.4％）であった。

そして、どちらともいえないの回答者（７名、21.9％）のうち３名と“少し嫌い”の回答者のうち１

名はいずれも学習後“まあ好き”に、残りの２名も“どちらともいえない”に、いずれも好きの方向

に変化していた。

一方、魚料理の摂食回数について“週に３～４回以上食べる”児童は22名（68.9％）に及び、この

中に、５回３名、７回２名を含み、一年前に実施した全国調査の結果を上回った高頻度の摂食傾向で

あった。

“魚料理が好き”の回答者で摂食回数が高い傾向は見られないが、“少し嫌い”の回答者は全員、

週１～２回の摂食頻度に留まっていた。

ii ）「私の弁当」への魚料理の選択

魚・魚料理について、食物、特に主菜としての有効性を学んだ後の「私の弁当」づくり（２回目）

において、とりのから揚げ、豚肉のしょうが焼き、さばの竜田揚げ、鮭の塩焼きの４品の中から各児

童が選択した料理の種類と量（詰めた弁当の表面積で目測した概量）を把握した。

表９に示すとおり、魚料理なしが32名中12名、魚料理が（肉料理より）少ないが10名、ほぼ同量と

魚料理が（肉料理より）多いがあわせて11名で、３タイプがほぼ同率で、各３割強を占めた。

次に、学習が楽しかったと回答した児童が必ずしも魚料理を選択していなかった。逆に学習が楽し

くなかった児童は２人とも、魚料理を選択しない、または少しだけ選択、であった。

前項の魚料理の好きの度合いと学習過程で作成した「私の弁当」へ魚料理の選択行動との間にも、

同じ傾向がみられた。すなわち、学習が楽しかったの回答者のすべての児童が魚料理を選択してはい

ないが、少し嫌い、またはどちらともいえないの回答者はすべてが魚料理を選択していなかった。

（4）考　察

学校内での魚をめぐる食物アベイラビリティと食情報アベイラビリティについて、前者は学校給食の

メニューを、後者は家庭科の教科書で扱われている情報という限られた範囲内であるが検討した結果、

肉類に比べて魚は料理提供と情報提供の両面とも少なかった。栄養・健康面、味や文化面、調理性等の

各面から日本人にとって有用であることが強調されているにもかかわらず、子どもたちがアクセスでき

る食環境になっていないことになる。こうした中、子ども世代からすべての子どもに、正しい、役に立

つ情報を系統的に提供する場として、学校の教科目の中に位置づける必要がある。本学習プログラムの

実践成果から、家庭科における「調和のよい食事」、それを実現する合理的な料理の組み合わせ、その

一つとしての主菜の重要性、その中での魚・魚料理を取り入れることの効果を明確にし、栄養面、味や

文化面等からの有用性を理解し、日常の食事へ取り入れていく知識・スキルや態度の形成が必要であろ

う。このとき、魚は獣鳥肉類に比べて生育の速度が速いこと、特定の部位だけでなく生物体全体を食べ

るので、生物的・生態的特長による食物としての有用性があること等を含む、魚・魚料理に関する包括

的な教材開発や活用が必要であろう。特に、Ⅱ章で明らかになった“魚摂食頻度が高い児童は自然環境

を守ることは大切であると考え、海や川での魚の生活や環境への興味・関心が高い児童が多い。さらに
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魚を好き、魚をもっと食べたい、魚をもっと食べる自信があると回答している。一方、家族と魚につい

て話したり、魚料理を作ることが多い、家族との共食頻度も高く、食事は楽しいと感じている児童が多

いという。“魚・魚料理のある食事・食生活・食環境全体にわたる良好な循環性”を具体的に構造的に

理解できる教材の開発が必要であると考える。

これと同時に“生きた教材”としての学校給食における魚・魚料理の積極的な導入が必須であると考

える。
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表１　教育実践介入協力児童数

表２　埼玉地域研究スケジュール



245

表３　学習プログラム（授業）の流れ　１回目（６月７日）（スタッフ用メモ）
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表４　学習プログラムの流れ　２回目（６月14日）（スタッフ用メモ）
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表５　調査の枠組み

表６　魚・魚料理に関する記述（Ｋ社　５年生用家庭科教科書）
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表７　“学習が楽しい”と「３:１:２弁当箱法」の学習効果との関係

表８　「３:１:２弁当箱法」を学習して（調査票Ｆ）一次集計表
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表９　“学習が楽しい”と食事の中での魚の位置づけ



250

事
例
１
（
Ｓ
－
１
）

（
Ｓ
－
２
）



251

（
Ｓ
－
３
）

（
Ｓ
－
４
）



252

事
例
２
（
Ｍ
－
１
）

（
Ｍ
－
２
）



253

（
Ｍ
－
３
）

（
Ｍ
－
４
）



254

写
真
１
　
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
子
ど
も
た
ち



255

写
真
２
　
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
子
ど
も
た
ち
（
２
回
目
）



256

写真３　「私の弁当」からみる学習の成果１回目から２回目への変化
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付表１
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付表２

出典：竹内昌昭・越智直実ぶん、佐藤眞紀子え　さかな・食べるのだいすき！　P6, 7 大日本図書（2001）
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付表３　10時間授業の内容およびそれらについての自己評価と教諭による評価内容
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付表４　教育実践（介入）研究のスケジュール（メモ）
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付表５　料理レシピ



266

付表６　弁当料理の栄養素およびエネルギー量（１ポーション当たり）

主菜・副菜料理（１ポーション）
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付表７　調査票一覧
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付表７－１　調査票一次集計表（調査票Ａ、Ｂ）



269

付表７－２　授業時間毎児童による自己評価（調査票Ｃ）
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付表７－３　教諭による評価（10時間の総合）

付表７－４　「３:１:２弁当箱法」を学習して（調査票Ｆ）自由記述の内容（1）
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付表７－６　「３:１:２弁当箱法」を学習して（調査票Ｆ）自由記述の内容（3）

付表７－５　「３:１:２弁当箱法」を学習して（調査票Ｆ）自由記述の内容（2）
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付表７－７　「３:１:２弁当箱法」を学習して（調査票Ｆ）自由記述の内容（4）
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調査票Ａ－２

調査票Ｃ調査票Ｂ

調査票Ａ－１
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調査票Ｆ
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